
経営理念《私たちの誓い》

地域発展への貢献 大東銀行は、地域とともに歩み、地域社会の発展のために尽くします。 

お取引先との共存共栄 大東銀行は、お取引先との共存共栄を願い、親しまれ、信頼される銀行をめざします。 

健全経営の堅持 大東銀行は、資産の健全性を確保し、経営の効率化と収益力の強化に努め、健全経営を堅持します。 

未来への挑戦 大東銀行は、豊かな創造力を発揮し、たくましい実行力で未来へむかって挑戦します。 

活力ある行風の確立 大東銀行は、行員の創意と自主性を尊重し、清新ではつらつとした職場をつくります。 

関連会社 （平成19年3月31日現在） 

株式会社 大東クレジットサービス クレジットカード業 

株式会社 大東リース リース業・信用保証業 
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1942年（昭和17年）8月18日 

福島県郡山市中町19番1号 

144億4,394万円 

63店舗（本店ほか支店62店舗） 

575人 

6,458億円 

6,036億円 

838億円 

4,324億円 

9.15％（国内基準） 

9.01％（国内基準） 

※従業員数は就業人員数であり、出向受を含み 
　嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。 

※大東信用保証株式会社及び株式会社大東リースは、大東信用保証
株式会社を存続会社、株式会社大東リースを消滅会社として平成
18年4月30日に合併いたしました。なお、新会社の社名は株式
会社大東リースとしております。 

※当行に関する情報は、インターネットのホームページでもご覧いただくことができます。 

ホームページアドレス　http://www.daitobank.co.jp/

大東銀行のプロフィール（平成19年3月31日現在） 
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ごあいさつ

「 地 域 に密 着したコミュニティ銀 行 」の 実 現

社長メッセージ

  

    

　当行では、地域からのご信頼、ご支持をより確固たるものとするため、平成16年4月に策定した5年間の『経営

改善計画』について必要な見直しを行い、昨年5月に平成18年度以降3年間の進むべき道をより明確にした『経営

改善計画(改訂版)』を策定いたしました。平成19年3月期においては、この計画に掲げる諸施策を着実に実行した

結果、お陰様で当期純利益が過去最高値を更新するなど、概ね順調に計画の進捗が図られております。 

　また、当行の将来に向けては、一層強固な「収益基盤」の確立を図ることが重要な課題となっております。この

実現を図るために、「ITの戦略的活用」、「人材の教育・育成」など必要な投資を積極的に行い競争力を高めるなど、

攻めの営業展開を図っております。 

　当行は、引き続き役職員一丸となり、『経営改善計画(改訂版)』の実現に全力で取り組んでまいります。 

経営改善計画（改訂版） 

　皆さまには、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

　さて、当行は、平成16年4月に5年間の『経営改善計画』

を策定し、経営体質の改善を目指し、経営の健全化に取り組

んでまいりました。さらに、平成18年5月には、それまで

の2年間の実績を踏まえ、以降3年間の目指すべき道を明ら

かにした『経営改善計画（改訂版）』を策定開示し、役職員

が全力でその実現に取り組んでおります。 

　このような中、平成19年3月期の連結決算におきましては、

当期純利益が3年連続で過去最高の実績を計上することがで

きました。これもひとえに株主さま、お取引先さまをはじめ

とする皆さまのご支援の賜と深く感謝いたしております。 

　当行におきましては、将来をしっかりと見据えて「お客さ

まのニーズを踏まえた積極的な攻めの営業展開を図り、もっ

て強固な収益基盤を確立し、安定した配当を実現すること」

が何にも増して重要な課題であると考えております。この実

現を図るために、付加価値提案型営業の展開及びお客さまのニーズにお応えする商品・サービスの提供等による「収

益力の強化」、ITの戦略的活用及び業務改革（BPR）の実施等による「競争力の強化」、新人事制度の定着及び

計画的かつ戦略的な人材育成等による「人的マネジメント力の強化」を3本の柱として、『経営改善計画(改訂版)』

に掲げる諸施策を着実に実施しております。 

　また、当行は、地域の皆さまと共に歩み共に発展する『地域に密着したコミュニティ銀行』を目指しております。

これまで以上に地域社会との交流を深めるとともに、企業の社会的責任（CSR）を十分認識し、主体性を持ち、

より積極的に地域社会の発展に取り組んでまいる所存です。 

　皆さまにおかれましては、引き続き一層のご支援、ご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。 

平成19年7月 

株式会社 大東銀行 
取締役社長 
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　大東銀行は『経営改善計画（改訂版）』の着実な実行により「地域に密着したコミュニティ銀行」を目指します。 

現状の課題認識現状の課題認識：付加価値提案力向上に付加価値提案力向上による収益力の強化並よる収益力の強化並びに強固な強固なコンプライアンス態勢の構築ンス態勢の構築現状の課題認識：付加価値提案力向上による収益力の強化並びに強固なコンプライアンス態勢の構築

 を 目 指して 、常 に挑 戦を 続 けてまいります。

［ 目指す企業文化 ］ 

［ 全体像 ］ 

［ 実施施策の柱 ］ 

※1：コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益　※2：金融再生法に基づく開示債権比率　※3：OHR＝経費（除く臨時処理分）÷業務粗利益 

お客さまの視点に
立った発想と行動

　お客さまが何を当行に
望み、何を期待しているか
という観点に沿った経営方
針や営業活動を徹底し、お
客さまの視点に立った発
想と行動で誠実に業務に
取り組みます。 

透明性のある
開かれた経営

　多様な人材の投入と情
報の積極的な開示を進め、
より透明性の高い経営を
行います。 

前例踏襲を排した
持続的挑戦

　みずから考え、議論をし、
みずから行動する活力あ
る組織を目指し、変化を先
取りして、常に挑戦を続け
ることにより、多様化する
お客さまの要望や需要に
素早くお応えできるように
します。 

外部資源の
主体的活用による協働

　他業界、公共団体、政府
系金融機関、信用保証協会
等と連携、協調を図ること
により、よりよい金融サー
ビスを提供していく姿勢
を確立します。 

業務粗利益

コア業務純益

当期純利益

自己資本比率

開示債権比率

O H R

働き甲斐のある銀行

お客さまに喜ばれる仕事と成果を通して、
役職員が働き甲斐を実感できる銀行を
目指します。 

お客さまから支持される銀行

質の高い金融サービスの提供を通じて、
お取引先さまに満足していただける銀
行を目指します。 

安定した配当のできる銀行

最終年度（H21.3）収益計画・経営指標 目標到達手段

強固な収益基盤を確立し、株主の皆さ
まに安定した配当の実現ができる銀行
を目指します。 

大東銀行の目指す銀行像

経営改善計画

【地域に密着したコミュニティ銀行】

143億円

45億円

26億円

※1

10％台

4.9％

68.9％

※2

※3

付加価値提案型営業 顧客ニーズを踏まえた商品提供

ITの戦略的活用 業務改革（BPR）

新人事制度の定着 戦略的な人材活用・教育、研修の充実

収益力の強化
付加価値提案型営業

顧客ニーズを踏まえた商品提供

施策の柱 内 容

営業人員増強や機能別営業体制の導入などにより、付加価値提案型営
業の定着をより一層推進します。 

お客さまのニーズを踏まえた新商品開発、各種チャネル機能の強化に
より、お客さまのご要望に応えていきます。 

競争力の強化
ITの戦略的活用

業務改革（BPR）

融資支援システムなどの各種情報系システムの導入・活用および基幹系システム
のバージョンアップ等により、最先端のITを駆使した金融サービスを提供します。 

業務プロセスを抜本的に見直し、お客さまへのサービスレベルの向上
を実現し、市場環境に合わせた店舗戦略等を構築します。 

人的マネジメント力
の強化

新人事制度の定着

戦略的な人材活用・教育、研修の充実

職能・経験・業績・責任に応じた新人事制度の定着化を図ることにより、
職員の“やる気”を引き出し、お客さまへのサービス向上へつなげます。 

職場におけるOJT、本部研修などのOff－JTおよび自己啓発等に取組
み、職員一人ひとりのレベルアップを実現していきます。 
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平成16年 
3月期 

ピーク時 
平成10年 
3月期 

平成17年 
3月期 

平成18年 
3月期 

平成19年 
3月期 

平成20年 
3月期 

平成21年 
3月期 

（単位：億円） 
ピーク時（平成7年3月末） 

（単位：名） 
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※人員数は執行役員を含み、出向者、嘱託、パートを除く。 
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平成17年 
3月末 

平成18年 
3月末 

平成19年 
3月末 

平成20年 
3月末 

平成21年 
3月末 

（単位：億円） （単位：％） 
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■人件費（実績）　■人件費（計画） 

■破産更生債権等　■危険債権　■要管理債権　●開示債権比率 

（　　　　） 

実 績 計 画

実 績 計 画

平成16年 
3月期 

平成17年 
3月期 

平成18年 
3月期 

平成19年 
3月期 

平成20年 
3月期 

平成21年 
3月期 

（単位：億円） 
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■物件費　■うち機械化関連 
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実 績 計 画

●人員数 実績 計画 

※クレジットポリシー 
当行における融資業務に係る基本理念等を定めた規程で、これを厳格に運用することで融資の大口集中を
防止するなど、リスクの分散に大きな効果を上げています。 

 

       

　2. インフラ計画
〈人員戦略及びIT投資戦略〉

　これまで、人員及び人件費の適正化を進

め効果を上げてまいりました。 

　今後は、当行の将来を見据え、より積極

的な経営への転換を図るべく、必要な人員

の確保・配置を行うことにより、収益力の

一層の強化を進めてまいります。また、IT

の充実等、競争力を高めるための必要な投

資も積極的に行ってまいります。

 3. 財務内容の健全化
〈不良債権の新規発生防止と圧縮〉 

●不良債権の新規発生防止

　融資業務に係る基本理念を定めた「クレ

ジットポリシー」を厳格に運用することを

基本とし、信用格付の精度向上をはじめと

して、資金使途、事業計画等の継続的な管

理や債務者の実態把握の徹底を図ることな

どにより中間管理の強化に努めております。 

●不良債権の圧縮

　不良債権は着実に減少しております。 

　なお、一般的な整理・回収等のほか、経

営再生・支援にも積極的に取組んでおります。

平成17～18年度の2年間においては経営

改善支援取組み先200先中25先について

ランクアップするなど着実な成果をあげて

おります。 

 

 1. 収益力の強化
〈付加価値提案型営業への転換〉

　お客さまのお悩みをお客さまとともに解決する「付加価値提案型営業」への転換を進めております。 

　提案営業手法の全店導入が完了しており、引き続き機能別営業体制や本部による営業店サポート機能の強化を図っ

ております。　また、本年７月からは、「付加価値提案型営業」への転換をシステム面からバックアップする情報系システ

ム「DASH(ダッシュ)」が本格稼働いたしております。 
※DASH:Daito Advanced Strategic High-quality system

［ 実績及び今後2年間（平成19年4月～平成21年3月）の計画 ］ 
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項　目
平成18年 
3月期（実績） 

（単位：億円） 

業務粗利益 

経費（除く臨時処理分） 

コア業務純益 （注1） 

与信関連費用 （注2） 

株式等関係損益 

経常利益 

当期純利益 

OHR（業務粗利益経費率） （注3） 

自己資本比率 
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計画に対する 
達成率 
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（計画値以内）
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平成19年 
3月期（実績） 

平成17年 
3月期（実績） 
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平成20年 
3月期（計画） 
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平成21年 
3月期（計画） 
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（注）1. コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益　2. 与信関連費用は、一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理損失額　 
　　3. OHR（業務粗利益経費率）は、経費（除く臨時処理分）÷業務粗利益 

（計画値以上）

（計画値以内）

― 

項　目

①地域金融の円滑化

経営指標等 平成19年3月末実績平成19年3月末  目標数値

84.2％ 
92.2％ 
1,908先 

※1：平成17年4月～平成19年3月までの2年間（重点強化期間）で達成すべき累積目標数値 

・中小企業向け貸出比率 
・県内融資比率 
・新規貸出先数 

②経営基盤の強化
6.6％ 
23先 
9.01％ 

相談件数  　389件 

成約件数  　109件 

90％以上 
90％以上 
1,800先※1

6.8％ 
20先※1 
8.0％以上 

相談件数  200件※1 

成約件数    80件※1

・開示債権比率 
・経営支援先のうち要注意先の債務者区分ランクアップ先数 
・自己資本比率 

③顧客満足度の向上
・ビジネスマッチング相談件数 
・ビジネスマッチング成約件数 

1

2 3

 

1. 基本方針

本部支援・推進体制の見直し
新商品・新手法の開発
経営相談・支援機能の強化

2. 主な目標数値の平成19年3月末実績

　当行は、　・お客さまの視点に立った発想と行動　　・透明性のある開かれた経営
　　　　　 ・前例踏襲を排した持続的挑戦　　　　　・外部資源の主体的活用による協働

の4項目を柱として経営体質の改善を目指し、これとともに付加価値提案型営業の推進等により新たなビジネスモデルの確立に向け、福島

県内の中小企業や個人のお客さまに、より広く、より円滑な資金供給と金融サービスの提供ができる態勢の構築を図ってまいります。 

事業再生・中小企業金融の円滑化

収益基盤の強化
リスク管理手法の高度化
コンプライアンス態勢の整備強化

経営力の強化
お客さまにとって価値ある商品・
サービスの開発・品揃え
お客さまに対する説明責任を果たす

地域の利用者の利便性向上

［ 概要 ］ 

  

    

地域密着型金融推進計画 （平成17年4月～平成19年3月）  
 

　当行では、平成17年3月29日に金融庁から公表された「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクション

プログラム（平成17～18年度）」に基づき「地域密着型金融推進計画」を策定いたしました。 

　この計画は、「事業再生・中小企業金融の円滑化」、「経営力の強化」及び「地域利用者の利便性向上」を柱とし、間柄

重視の地域密着型金融の機能強化の実効性を確保し、地域経済の成長、発展に貢献することを目的としたものです。 

　この2年間、本計画の実現に向け諸施策を着実に実行してまいりました結果、平成19年3月末におきましては、

掲げた数値目標のほぼ全てを達成しております。 

　当行では、今後も本計画の趣旨に沿った営業展開を継続することにより、一層の地域密着化を進めてまいります。 

  4. 収益計画
〈平成19年3月期の実績及び今後2年間の計画（単体）〉
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○業績概要

17,946
14,735
3,211
1,688
27

4,872
108
782

3,965

18,745
14,621
4,124
411
545

3,989
302

1,277
2,335

 △799
113

△912
1,277
△518
882

△193
△494
1,629

平成19年3月期 平成18年3月期 前年同期比 

（単位：百万円） 

経常収益 
経常費用 
経常利益 
特別利益 
特別損失
税金等調整前当期純利益 
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益 

（単位：百万円） 

平成17年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 
自己資本比率 
Tier 
Tier 
自己資本 
リスクアセット 
Tier　比率 

6.73% 
15,975 
5,863 
21,839 
324,109 
4.92%

8.04% 
19,549 
5,688 
25,237 
313,824 
6.22%

9.01% 
22,464 
8,438 
30,902 
342,706 
6.55%

（単体） 

（単位：百万円） 

平成17年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 
自己資本比率 
Tier 
Tier 
自己資本 
リスクアセット 
Tier　比率 

6.64% 
15,687 
5,865 
21,553 
324,361 
4.83%

8.23% 
20,217 
5,693 
25,911 
314,657 
6.42%

9.15% 
23,122 
8,452 
31,575 
344,995 
6.70%

（連結） 

0

○経常利益・当期純利益の推移

■経常利益　■当期純利益 

平成17年3月期 平成19年3月期 

（単位：百万円） 

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

3,211

3,965

平成18年3月期 

4,124

2,335

3,787

2,146

（単位：％） 

平成17年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 
0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

■単体自己資本比率　■連結自己資本比率 

6.73 6.64

9.01 9.15

8.04 8.23

○自己資本比率（国内基準） 

旧BISベース 新BISベース

※バーゼルⅡ＝新BIS 
銀行の自己資本比率を算出するうえで、リスクをより多角的に計測しようとする考え方です。
日本においては、平成19年3月期より適用することとなりました。 

  

    

平成19年3月期決算の概要（連結） 
 

　当行グループは、当行及び連結される子会社2社で構成され、銀行業務を中心にリース業務、信用保証業務、ク

レジットカード業務などの金融サービスに係る事業を行っております。 

　平成19年3月期の決算において、経常利益は、株式等売却益の減少等により、前期比9億12百万円減少し32

億11百万円となりましたが、特別利益に貸倒引当金戻入益を計上したこと等により、当期純利益は、39億65百

万円となり、3年連続で過去最高の実績を計上しました。 

 

 ■連結自己資本比率（国内基準） 
　『経営改善計画（改訂版）』に基づく各種施策の着実な実行により、業績は計画を上回る実績となり、自己資本

比率はバーゼルⅡ（新BIS）ベースで9.15％となりました。

　また、単体の自己資本比率については9.01％となりました。

業績ハイライト
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（単位：百万円） 

○経費の推移 
■人件費　■物件費　■税金 

（単位：百万円） 

平成17年3月期 平成18年3月期 
0

5,000

10,000

平成19年3月期 

3,912

8,637

590

4,133

4,100

8,860

508

4,251

3,857

8,583

514

4,211

（注）預金には譲渡性預金を含めております。 
平成17年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 

7,000

3,000

5,000

0

（単位：億円） ■預金・預り資産合計　■預金 

6,424 6,080
6,726

6,134
6,874

6,036

○預金・預り資産の推移 ○預り資産の推移及び内訳 

平成17年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 

100
200
300
400
500
600
700
800
900

0

（単位：億円） ■投資信託　■公共債　■個人年金保険 

351

592
38
201

190

344
11
142 510

838

97

230

9,000
1,000
900

18,400
2,400
2,200

8,400
1,000
900

17,000
2,300
2,200

経常収益 

経常利益

当期純利益

 連結 単体 

中間期 通　期 中間期 通　期 

平成17年3月末 平成18年3月末 

（単位：億円） 
■貸出金　■貸出金のうち個人ローン 

5,000

3,000

0

4,381

1,401

4,271

1,413

平成19年3月末 

4,324

1,386

○貸出金の推移 

平成20年3月期業績予想 

 

　平成19年度も引き続き、『経営改善計画（改訂版）』

を柱とした経営の効率化と収益力の強化に取り組んで

まいります。当行の目指す銀行像に「安定した配当の

できる銀行」を掲げており、平成20年3月期は、1株

あたり年間（期末）2円（平成19年3月期比＋50銭）

の配当を予定しています。 

 

 ■預金・預り資産・貸出金等の推移（単体）

●預金・預り資産

　お客さまの運用資産の多様化が進んだことなどにより、預金は前期末比97億円減少し6,036億円となりました。

一方、好調な投資信託及び個人年金保険の販売を背景に、預り資産は前期末比246億円増加し838億円となりま

した。預金・預り資産の合計は、前期末比148億円増加し6,874億円と順調に増加しています。

●貸出金

　地方公共団体向け貸出が増加したことなどにより、

貸出金は前期末比52億円増加し4，324億円となり

ました。 

 ■経営効率化への取組み（単体）
　引き続き経営資源の選択と集中を徹底し、経営の効

率化、収益力の強化に取り組んでおります。 
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自己査定結果（対象債権：総与信） 

18

60

157

535

3,225

382

4,377

78 14

157

55

44

9

63

87

23

100.0
18

211

1
54
283

83.0

58.7

4,088

4,377

総与信に占める 
金融再生法に 

基づく開示債権の比率 

6.6%

総与信：貸出金及び貸出金に準ずる債権 
保全率：（貸倒引当金＋担保・保証等）÷債権区分毎の金額 

破綻先債権 

延滞債権 

合　計 

3カ月以上延滞債権 
貸出条件緩和債権 

債務者区分 

破綻先 

実質破綻先 

破綻懸念先 

要注意先 

正常先

その他 

合計（総与信） 

金　額 債権区分 

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

危険債権 

要管理債権 

正常債権

合計（総与信） 

金　額 貸倒引当金 担保・保証等 保全率（％） 債権区分 金　額 

貸出金に占める 
リスク管理債権の 

比率 

6.5%

金融再生法に基づく開示債権（対象債権：総与信、ただし、要管理債権は貸出金のみ） リスク管理債権（対象債権：貸出金） 

●自己査定結果・金融再生法に基づく開示債権・リスク管理債権の関係（平成19年3月末） （単位：億円） 

※各計数は、億円未満を四捨五入して表示しております。 

   

　■不良債権の状況
　不良債権に係るディスクロージャーとしては、「金融再生法に基づく開示債権」と「銀行法、同施行規則に基づくリス

ク管理債権」があります。これらの債権内容は資産の自己査定結果に基づき算出しておりますが、金融再生法開示債権は

支払承諾見返など貸出金以外の債権も対象としているのに対し、リスク管理債権は貸出金のみを対象としているのが相違

点であります。また、その相関関係は下図に示すとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■資産内容の健全性の確保
　当行では、資産の健全性を確保するため、金融検査マニュアルに則した基準を定め、保有する資産を個別に検討

する「自己査定」と、不良債権を適正に処理する「償却・引当」を厳正に実施しております。 

　また、当行では独自に一先当たりの融資限度額等を定めた「クレジットポリシー」を策定し、これを厳格に遵守

することでリスクの分散を図っております。 

　開示が義務づけられている金融再生法による開示の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」「危険債権」「要

管理債権」の合計は、前期末比74億円減少して289億円、総与信に占める比率は前期末比1.8％ポイント低下し

て6.6％となりました。 

　また、「リスク管理債権」は前期末比72億円減少して283億円、貸出総額に占める比率は前期末比1.8％ポイ

ント低下して6.5％となりました。 

　なお、金融再生法開示債権は、貸倒引当金や担保・保証等でその83.0％が保全されております。 

　当行は、今後も厳正な自己査定と適正な不良債権処理を実施することにより、資産の健全性を確保してまいり

ます。 

 

 

不良債権への対応
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債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の 
回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権 

3カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権 

破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する 
債権及びこれらに準ずる債権 

（参考）〈償却・引当方針概要〉

自己査定区分 償却・引当方針

担保・保証等で保全されていない債権額に対し、100％相当額を償却又は個別引当 

担保・保証等で保全されていない債権額に対し、貸倒実績率に基づく今後3年間の予想損失額を個別引当 

貸倒実績率に基づく今後3年間の予想損失額を一般引当 

貸倒実績率に基づく今後1年間の予想損失額を一般引当 

要管理先債権 

貸倒実績率に基づく今後1年間の予想損失額を一般引当 

破 綻 先 債 権  

実 質 破 綻 先 債 権  

破 綻 懸 念 先 債 権  

 

正 常 先 債 権  

（単位：億円） （単位：％） 

平成19年3月末 

300

100

500

700

2.0

10.0

8.0

6.0

4.0

9.0

7.0364

91

195

77

422

137

220

66金融再生法 
開示債権 

開示債権 
比率 平成17年3月末 平成18年3月末 

8.4

9.5

■破産更生債権等　■危険債権　■要管理債権　　開示債権比率 

289

78

157

55

6.6

その他の要注意先債権 
要注意先債権 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

危険債権 

要管理債権 

（単位：億円） 

78

157
55

正常債権 
4,088（93.4%）

合　計 
4,377

自己査定 

［対象債権］ 

自己査定 債務者単位で開示しております。 

［開示基準］ 

金融再生法上の開示債権 

銀行法上のリスク管理債権 

金融再生法上の開示債権 

銀行法上のリスク管理債権 

貸出金を対象としております。 

自己査定をベースに、債務者単位で開示しております。 
（だたし、要管理債権については債権単位で開示） 

貸出金単位で開示しております。 

貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、銀行保証付私募債、
支払承諾見返及び使用貸借又は賃貸借契約により貸し
付けた有価証券を対象としております。 

貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、銀行保証付私募債、
支払承諾見返及び使用貸借又は賃貸借契約により貸し
付けた有価証券を対象としております。 

（単位：億円） 

100

200

300

0

要管理債権

55

保全率
100%

保全率
83.0%

危険債権

157

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

78

合計 289 合計 240
貸倒引当金 14

貸倒引当金 9

担保・保証等63

担保・保証等87

担保・保証等 23

貸倒引当金44

保全率
58.7%

保全率（B）／（A） 

金融再生法に基づく 
開示債権合計額（A） 

289

83.0%

保全額（B） 

貸倒引当金 担保・保証等 

67 173

平成19年3月末（単位：億円） 

  

     

●金融再生法に基づく開示債権、開示債権比率

●金融再生法開示債権の保全状況
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　当行は銀行全体のリスクを一元的に管理するとともに、コンプライアンス（法令等遵守）の取組みについて、行内の指導

を徹底し、また浸透度合いを検証できる体制としております。 

　なお、リスク管理手法の高度化及びコンプライアンスの徹底について一層の強化を図ることを目的として、平成18年7月1日に経

営部内に設置しました「コンプライアンス・リスク統括室」を平成19年7月1日に取締役会直轄の独立部署といたしました。 

　これにより、業務上の種々のリスクについて統合的に管理、コントロールを実施していくとともに、行内のコンプライアンスの徹

底についても一元的に管理してまいります。また、高度化するリスクの評価と対応、お客さまサポート部門とコンプライアンス部門

との連携強化によるお客さま対応の充実、内部統制への対応等について更なる態勢強化を図ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　コンプライアンス（法令等遵守）は、銀行経営の最重要課題として位置づけ、経営トップ自らが率先垂範して取り組んで

おります。 

　コンプライアンスに関する取組みとしては、部店長会議や本部研修会等機会あるごとにその徹底を指示するとともに、「コ

ンプライアンス・プログラム」を作成し、役職員が一丸となって「法令等遵守」の企業風土の構築に取り組んでおり、内部

規程、社会規範等に違反し、その結果損失を被ることのないよう努めております。 

　また、コンプライアンス・マニュアルのもと、コンプライアンス・オフィサーと各部店に配置されたコンプライアンス責

任者が常に連携を保ち、実効性のあるプログラムを実践しております。 

　このほか、役員のコンプライアンスについても「役員コンプライアンス規程」を定めております。 

Ⅰ  リスク管理組織の整備

Ⅱ  法令等遵守の体制

リスク管理態勢の強化とコンプライアンスへの取組み

リスク管理体制の整備状況 

　金融の自由化、金融技術の高度化により銀行が直面するリスクは
ますます多様で複雑なものとなっております。当行はリスク管理を
経営の最重要課題の一つとして位置づけ、リスク管理の一層の強化・
充実に取り組んでおります。 
　リスク管理体制については、コンプライアンス・リスク統括室に
おいて銀行全体のリスクの統合的管理に努めるとともに、リスク管
理の基本方針に則ってリスクを適切に管理する『リスク管理委員会』
を設置しております。 
 
■信用リスク管理体制 
　審査部門と営業推進部門を分離し独立性を堅持しながら、決し
て利益追求にのみ走ることのないよう相互に牽制できる体制とし
ております。 
　与信取組みにおいては、明確なクレジットポリシーのもと、信
用リスクに応じた取組みをモットーとし、リスクに見合ったリタ
ーンを確保するばかりでなく、全体の信用リスクの軽減に努めて
おります。 
 
■市場リスク管理体制 
　金利、有価証券の価格、為替等の変動により損失を被ることの
ないよう、これらの日次管理を行うことはもとより、予測される

最大損失を常に想定し、自己資本にて十分対応できる体制として
おります。 
 

■流動性リスク管理体制 
　予期しない資金の流出（払出し）にも十分対応できるように、
常に流動性資金の管理を行っております。 
 

■システムリスク管理体制 
　コンピュータが常時正常に稼働できるよう、また、ウィルス等
による誤作動や外部からの不正利用を防止できる体制をとってお
ります。 
　また、お客さまの重要な情報が外部に決してもれることのない
ようセキュリティ管理を強化しております。 
 

■事務リスク管理体制 
　監査部では厳正な内部管理と事故の未然防止を図るため、営業店、
本部、関連会社に対して内部監査を実施しております。 
　営業店においても、支店長を責任者とした店内検査を毎月実施
しております。 
　さらに事務処理のレベルアップを図るため、事務指導や本部主
催の各種研修会を実施しております。 

取
締
役
会

各
部
・
各
店

リスク管理委員会

ALM委員会

法務・コンプライアンス委員会

●厳格な審査 

●金利リスク管理 
●為替リスク管理 
●価格変動リスク管理 

●市場流動性リスク管理 
●資金繰リスク管理 

●システムリスク管理 
●情報セキュリティ管理 

●事務の厳正化 

信用リスク 

市場リスク 

流動性リスク 

システムリスク 

事務リスク 

○当行の統合リスク管理体制 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
リ
ス
ク
統
括
室 
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［個人情報保護法への取組み］
　当行では、平成17年4月1日からの「個人情報の保護に関する法律」の全面施行に伴い、以下の取組みを実施しております。 
○個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）の策定 
・当行の個人情報の適正な保護と利用についての取組方針を策定いたしました。 
○個人情報の利用目的等の策定 
・当行の個人情報の適正な取扱いの基本事項である「個人情報の利用目的」、「開示等の求めに応じる手続等」及び「苦情の
受付に関する事項」を策定いたしました。 
○個人情報保護宣言等の公表 
・個人情報保護宣言及び個人情報の利用目的等について、ホームページ、ポスター、パンフレットにより公表しております。 
○各種取扱規程の整備 
・個人情報保護に関する関係法令等を遵守するため、当行の取扱規程等を整備いたしました。 
 
今後も個人情報の適正かつ厳格な管理に努めてまいります。 

個人情報保護宣言（プライバシーポリシー） ～平成17年3月11日制定～ 

当行は、当行のお客さまの個人情報について、次の方針等に基づき、適正かつ厳格に取り扱うことを宣言します。 

1. 個人情報の適切な保護と利用についての取組方針について
（1）当行は、個人情報の取扱いに関し、「個人情報保護法」や関係法令等を遵守いたします。 
（2）当行は、偽りその他不正な手段により個人情報を取得することはいたしません。 
（3）当行は、個人情報の利用目的を通知、公表等により明確にし、利用目的以外にはご本人の同意、または法令等に基づく場合を除き取扱いい

たしません。 
（4）当行は、個人情報の不正利用、紛失、漏えい、改ざんを防止し、取得した個人データを適正に管理するため、組織的・人的・技術的な安全管理

措置を講じます。特に、個人データの漏えいに対しては、不正アクセス対策、コンピュータウィルス対策等の適切な情報セキュリティ対策を
講じることにより、その発生を防止します。 

（5）当行は、取得した個人データを正確かつ最新の内容にするよう常に適切な措置を講じます。 
（6）当行は、適切な法令等の遵守のため、個人情報保護に係る取組方針を継続的に見直し、改善していきます。 
2. お客様からの問合せ、苦情等について
（1）当行は、ご本人からの保有個人データの開示、訂正、利用停止、利用目的の通知のご請求を受付けいたします。なお、当該ご請求のうち、開

示のご請求及び利用目的の通知の際は、当行所定の手数料をご負担いただきます。 
（2）当行が行うダイレクトメールや電話によるご案内等のダイレクトマーケティングについて、ご本人がご希望されない場合は当行本支店までお

申出ください。 
（3）当行の個人情報に関するご質問に対しては、速やかにご回答いたします。また、苦情に対しては、迅速に事実関係を調査したうえで、誠意を

もって対応いたします。 
（4）個人情報に関するご質問、苦情につきましては、最寄の営業店でお受けするほか、コンプライアンス・リスク統括室「みなさまの相談所」にてお受けいたします。 

金融商品の販売に関するお問い合わせ窓口
大東銀行各支店窓口または 

コンプライアンス・リスク統括室「みなさまの相談所」 

金融商品に関する勧誘方針
1．私どもはお客さまの投資目的、知識、経験、財産の状況に照らし、適切な情報の提供と商品説明を行います。 
2．私どもは適正な勧誘・販売を確保するため知識の研鑚に努めます。 
3．商品の選択・購入は、お客さまご自身の判断によりお決めいただきます。この際、重要事項について説明いたしますの
で、ご確認願います。 

4．私どもは誠実・公正な勧誘・販売に徹し、断定的判断の提供、不実告知、誤解を招く説明、迷惑な勧誘は一切行いません。 
5．私どもは、お客さまのご迷惑になる時間帯（早朝、深夜）には、金融商品の勧誘は行いません。なお、事前にお客さま
のご了解をいただいている場合を除きます。 

6．金融商品の勧誘・販売に関するお客さまからの苦情・お問い合わせ
に対応する相談窓口を各支店及び本店に設置いたしておりますので、
ご不明な点がこざいましたら、ご遠慮なくお申しつけください。 

Ⅲ  金融商品販売法に基づく当行の勧誘方針

Ⅳ  個人情報保護法への対応

〈個人情報の取扱いに関するご質問、苦情のお申出先〉
大東銀行各支店窓口またはコンプライアンス・リスク統括室 
「みなさまの相談所」までお申出ください。 

「みなさまの相談所」の連絡先
〒963-8004　福島県郡山市中町19番1号 　 

TEL.024-925-1111

〈当行の所属する「認定個人情報保護団体」の名称および苦情の申出先〉
当行は、下記の認定個人情報保護団体に加盟しております。下記の団体では、 
会員の個人情報の取扱いに関する苦情・相談をお受けしております。 

①全国銀行個人情報保護協議会　http://www.abpdpc.gr.jp/ 
【苦情・相談窓口】TEL.03-5222-1700　またはお近くの銀行とりひき相談所 

②日本証券業協会証券あっせん・相談センター　http://www.jsda.or.jp/ 
【苦情・相談窓口】    0120-25-7900受付：月曜日から金曜日（午前9時～午後5時）※ただし、銀行休業日を除く 
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●コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　当行は、金融機関としての社会的責任と公共的使命を全うするため、より公正で健全な経営の実現に向けてコーポレート・

ガバナンスの強化に努めております。また、経営の透明性を高めるため、お取引先や投資家の皆さまに対する適時適切な情

報開示にも積極的に取り組んでおります。 

●コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況
　当行は、経営の透明性の確保やコーポレート・ガバナンスの機能

強化の観点から、取締役会は原則月2回開催し、取締役会の付議基

準に基づく重要案件の決定、さらには業務執行状況の監督を行って

います。また、経営規律の強化を図るとともに透明性をより一層高

めるため、取締役4名中1名を「会社法」第2条第15号に定める社

外取締役としております。このほか、常務会を原則週1回開催し、

重要案件の十分な審議、業務執行への適切な対応を行っております。

取締役会、常務会ともその機能を十分に発揮するため、機動的、弾力的な開催に努めております。 

　また、当行は監査役制度を採用しております。監査役3名中2名は、「会社法」第2条第16号に定める社外監査役であり、

うち1名は監査機能の強化のため弁護士を選任しております。なお、取締役会には原則として監査役全員が出席し、取締役の

業務執行状況を監督して適切な助言・提言を行っているほか、常務会には常勤監査役が出席して有効かつ適切な監査が行わ

れるようにしております。 

 

●コンプライアンスの強化 
　当行は、リスク管理手法の高度化及びコンプライアンスの徹底について一層の強化を図ることを目的として、平成18年7

月1日に経営部内に設置いたしました「コンプライアンス・リスク統括室」を平成19年7月1日に取締役会直轄の独立部署と

いたしました。なお定期的に法務・コンプライアンス委員会を開催し、コンプライアンスに係る状況把握や施策等に関する

協議、検討を行っております。このような対応を図ることにより、役職員全員が法令等遵守を行動規範とする企業風土が構

築できるように取り組んでおります。 

　情報開示につきましては、四半期情報開示等の適時情報開示を行うほか、ディスクロージャー誌、ミニディスクロージャー

誌及びインターネット・ホームページ等の充実に取り組んでいるほか、「IR決算説明会」の積極的な開催等により、適切かつ

タイムリーな情報開示に努めております。 

 

●情報公開の拡充 
　当行は、「透明性のある開かれた経営」に取り組み、お客さまに対する説明責任を果たしていくことに一層力を注いでい

くこととしております。関係者の方々の一層のご理解とご支援を得て業務運営を進める観点から、経営状況や財務などに関

する情報について各種チャネルを利用して発信しております。また、市場との対話を通じて諸々の評価、要望を経営に反映

していくため、地域社会におけるIR活動にも積極的に取り組んでおります。 

 

●コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 
◎平成19年3月期は24回の取締役会を開催しております。 

◎平成19年3月期は59回の常務会を開催しております。 

◎平成19年3月期において、「透明性のある開かれた経営」を実践し、積極的な情報開示とコミュニケーション向上を目的として、

株主さま及びお取引先向けに「決算説明会」及び「中間決算説明会」を福島県内4会場でそれぞれ開催いたしました。 

大東銀行ホームページ 
当行の経営内容やサービス等の各種取組みについて、ホームページにおいて
よりわかりやすくご案内しております。 

〈掲載内容〉会社情報、財務情報、株式情報、商品・サービス案内、店舗・
ATM一覧、金利・手数料一覧、よくあるご質問、勧誘方針、環境方針、 
プライバシーポリシー（個人情報保護宣言）、お問い合わせ　等 

大東銀行
ホームページアドレス

http://www.daitobank.co.jp/

Ⅴ  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

株
主
総
会

監査役会 

取締役会 

会計監査人 

代表取締役 

常務会 

監査役の 
選任・解任 

取締役の 
選任・解任 

会計監査 業務監査 会計監査 

選任・解任 

選
任
・
解
任 

○ガバナンス体制 
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　大東銀行は、地域金融機関として、これまで数多くの皆さまにご利用いただき、ご支持をいただいてまいりまし

た。そして、これからもより多くの皆さま方とより良い関係を築き、共に発展してまいりたいと願っております。 

　当行との関係をお持ちの皆さまには、「株主・投資家の皆さま」、「個人のお客さま」、「事業を営むお客さま」

さらには「地域社会及び地域にお住まいの皆さま」など、いわゆるステークホルダーの皆さまが多数いらっしゃい

ます。 

　大東銀行は、これらのステークホルダーの皆さまとよりよい関係を築いていけるよう、『経営改善計画（改訂版）』

に掲げる諸施策を実行してまいります。 

●企業の社会的責任（ＣＳＲ）の取組み
　当行は「地域に密着したコミュニティ銀行」を目指しており、これを実現する諸施策を実行することで、企業の

社会的責任（ＣＳＲ）を果たしていく考えです。具体的には、「地域への信用供与」、「地域振興への貢献」、「地

域サービスの充実」、「地域社会活動への参加」を4つの柱として、積極的に取組んでおります。 

ステークホルダーの皆さまへ

・「安定した配当のできる銀行」を実現するため、企業価値を高める活動を継続的に

行っております。 

・「透明性のある開かれた経営」を実現するため、業績や経営戦略等について適時適

切かつきめ細かに開示しております。 

・株主の皆さまを対象とするサービスの充実を図っております。 

株主・投資家の
皆さまへ 

・「お客さまから支持される銀行」を実現するため、お客さまの視点に立った発想と

行動で誠実に業務に取り組んでおります。 

・お客さまのニーズにお応えすることを商品開発及びサービスの充実を図るための基

本姿勢としております。 

・お客さまがご必要とされている情報等を適切にお届けできるような諸施策を実行し

ております。 

個人の
お客さまへ 

・お客さまがお持ちのご計画やお悩みを共有し、これらをお客さまと協力して実現、

解決していく「付加価値提案型営業」への転換を進めております。 

・お客さまにより有益でより幅広いご提案ができるよう、外部資源を主体的に活用す

る協働の仕組みづくりを進めております。 

・お客さまの事業再生や中小企業金融の円滑化を図るために、経営相談・支援機能を

強化しております。 

事業を営む
お客さまへ

・目指す銀行像である「地域に密着したコミュニティ銀行」を実現する諸施策の実行

を通じて、企業の社会的責任（CSR）を果たしております。 

・「企業市民」として地域の諸問題に深く関心を持ち、この解決の一助となるような

諸施策を展開しております。 

・地域の皆さまとの交流をより深いものとするため、地域の行事等に主体性を持ち積

極的に参加しております。 

地域社会及び
地域にお住まいの
皆さまへ

※ステークホルダー 
ステークホルダーとは、企業の利害関係者のことで、一般的には金銭的な利害関係が発生する株主・投資家の皆さまが中心となるものと考えがちですが、企業がその活動を行う上で関わる全ての関係
者がステークホルダーとなります。大東銀行は「株主・投資家さま」、「お客さま」、「地域の皆さま」、「行政機関」さらには「職員」などステークホルダーの皆さまとのコミュニケーションを深め、ともに
成長していきたいと考えています。 
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企業価値の向上
 

■『経営改善計画(改訂版)』の着実な実行による競
争力の強化

　当行は、平成18年5月に、平成16年4月からの5年間の

「経営改善計画」における2年間の実績を踏まえ、平成18

年度以降3年間に当行が目指すべき道を明らかにした『経

営改善計画(改訂版)』を策定いたしました。現在、役職員

一丸となりこの実現に全力を傾注しております。 

　ここに定める基本方針は、「お客さまのニーズを踏まえ

た積極的な攻めの営業展開を図り、もって強固な収益基盤

を確立し、安定した配当を実現すること」です。具体的には、

お客さまの視点で、お客さまとともに問題点を解決する「付

加価値提案型営業」、当行の従来の業務を抜本的に見直し、

新たな時間、経営資源の創造を図る「業務改革（BPR）」、

「ITの強化」、「人材の育成・活用」を4つの柱として、

必要な投資を行うことにより当行の営業力及び競争力を急

ピッチで高める諸施策を実行しております。 

 

○付加価値提案型営業

　お客さまがお持ちのお悩みや潜在的なニーズ等について

ご相談・ご提案させていただき、これらを解決、実現する

ことにより、お客さまにご満足いただくとともに当行の収

益機会の拡大を図る営業スタイルです。 

　当行では、この営業スタイルへの転換を促進するため、

コーチング研修等も取り入れながら役職員一人ひとりスキ

ルアップを進めるとともに、他の金融機関や一般事業会社

等の外部資源を主体的に活用できるよう積極的な提携・協

力等を進めております。 

 

○業務改革（BPR）

　当行の業務全般について棚卸しを行い、不要な業務や効

率化・集中化すべき業務を洗い出すとともに、業務をより

効果的に実行できる仕組みをつくることで、攻めの営業展

開のための時間の創出を図っております。 

　この業務改革（BPR）の実施により創出された時間は、

付加価値提案型営業の促進、教育・研修による職員のスキ

ルアップ等に振り向け、当行の競争力を高めるとともに収

益機会の拡大を図ってまいります。 

 

○ITの強化

　付加価値の高い営業を展開し当行の競争力を高めていく

上で不可欠となるのは、これをサポートするIT（システム等）

のインフラを整備するとともに、これを営業活動に十分活

用していくということです。 

　当行では、これまでの3年間にITインフラの抜本的な整

備とITを活用する環境づくりを進めてまいりました。今後

とも、平成21年1月稼働予定の新勘定系システムの導入を

はじめとして、情報系システムの一層の充実、総合融資支

援システムの構築等を進めてまいります。 

 

○人材の育成・活用 

　当行は、人材の活性化を図るため、平成17年4月に「新

人事制度」を導入いたしました。新制度の大きな特徴は、

年功序列の廃止、男女平等の評価実施、業績に応じた賞与

配分、本人に対する全面的なフィードバックの実施等です。

また、平成17年10月には、職員に期待する役割、知識、

スキル等により4つのステージに分類し、各々がそれぞれ

のステージを目指すうえで身に付けるべき資格、スキル等

を明確にした「人材育成プログラム」を導入いたしました。

本プログラムを活用し、ITの強化と両輪をなす人材の強化

に積極的に取り組んでおります。 

 

■自己資本の充実
○ 転換社債型新株予約権付社債(劣後特約付)の発行

　当行は、平成18年10月30日に「転換社債型新株予約

権付社債(劣後特約付)」30億円を発行いたしました。これ

により、自己資本比率は0.8％程度上昇いたしております。

　なお、この発行による資金は、以下のとおり収益機会の

拡大を図るための投資等に充当しております。 

①地域への資金供給を一層積極的に行うこと。 

②情報及びシステムを活用したお客さまに対する提案力

の向上などを図るためのシステム投資を行うこと。 

③多様化するお客さまのニーズにお応えし、適切なアド

バイスができる人材を育てる教育・育成を図るための

投資を行うこと。 

　このように、当行においては将来を見据えた必要な投資

を積極的に行っております。 

 

○内部留保の蓄積による自己資本の充実

　当行は『経営改善計画(改訂版)』の着実な実行により利

益の積上げを図り、内部留保の蓄積をもって自己資本の充

実を図ることが重要であるとの考えから、これを着実に実

行しております。　 

Ⅰ  株主・投資家の皆さまへ
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平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 

1株当たり純資産額(連結) 179円51銭 193円75銭  229円66銭 

（参考）一株当たりの純資産額の推移

項　目 

お預け入れ 
いただける方 

お取扱い金額 

適用利率 

お預入期間 

お取扱期間 

お取扱店舗 
 

その他 

平成19年3月31日現在で、当行株式を1,000株 
(1単位)以上ご所有いただいている株主さま 

お一人さま10万円以上1,000万円まで 

スーパー定期1年ものの店頭表示金利＋0.20％ 

1年 

平成19年6月11日(月)～平成20年6月30日(月) 

株主さまお一人さまにつき1店舗のお取扱いと 
させていただきます。 

お取扱金額の1,000万円まで、何口でもご利用 
いただけます。 

内　容 

株主優遇定期預金の商品内容 平成19年6月1日現在 

※ご意見・ご要望及びこれに対応させていただいた事例等については、
「トピックス」（P29）をご参照願います。 

　平成19年3月期の自己資本比率（国内基準）は、バーゼ

ルⅡ(新BIS)ベースで、連結で9.15％、単体で9.01％と

共に9％を超える水準まで上昇いたしました。 

　当行は、今後も経営体力をより強固なものとすべく、自

己資本比率の更なる引上げを図っていく考えです。基本的

スタンスとしては、利益の積上げを図り、内部留保の蓄積

をもって自己資本の充実を図ってまいります。 

 

 

 

 

IR(株主・投資家の皆さま等への広報活動)の高度化
 

■皆さまが必要とする情報をより適切に、よりわ
かりやすくお伝えしています。

○適時適切な情報開示

　当行では、年度、中間期及び各四半期等の決算はもとより、

業績予想に修正等が発生した場合などには、東京証券取引

所が定める適時開示のルールに則り、適時適切に情報開示

を行っております。また、皆さまに正確な情報をよりわか

りやすくお伝えする観点から、地元郡山市においては、東

京証券取引所を通じた情報開示と同時に、都度記者会見を

開催し経営トップ自らが開示の内容等についてよりわかり

やすくお知らせしております。 

　このほかにも、当行のホームページの内容を順次充実す

るなど、皆さまが必要とされている情報をより早くお伝え

できるよう努めております。 

 

○「IR決算説明会」の開催

　当行では、平成16年7月から、株主・投資家の皆さまを

はじめとする地域の皆さまを対象として、当行の業績や経

営戦略をお知らせするため、福島県内の主要4市において「IR

決算説明会」(年2回開催)を開催いたしております。 

　今年7月2日～9日には「平成19年3月期決算説明会」

を開催し、4市合わせて約330名の皆さまにご参加いただ

きました。本説明会は今後も継続的に開催し、皆さまと当

行のよりよい関係を築いてまいりたいと考えております。 

 

○「大東銀行会社説明会」(アナリスト向け説明会)の開催

　当行では、市場との対話を積極的に行い、また、アナリ

スト等専門家のご意見・ご要望等を承り、これを経営に反

映させていく観点から、平成18年7月に当行では初めてと

なる「アナリスト向け説明会」を開催し、貴重なご意見、

ご感想等をいただきました。 

　この内容を踏

まえて、今年7

月11日にはご

出席対象者を拡

大するなど、昨

年の「アナリス

ト向け説明会」

をグレードアッ

プした「大東銀

行会社説明会」を開催いたしました。当行は、今後とも積

極的にアナリスト等専門家との接点を拡大してまいります。 

 

○皆さまのご意見・ご要望等を経営に反映させる取組み

　当行では、皆さまのご意見・ご要望等を広く承り、これ

をできるだけ経営に反映してまいりたいと考えております。 

　この具体策として、株主の皆さまには毎年「株主アンケ

ート」をお願いいたしております。このほかにも「お客さ

ま満足度アンケート」、「IR決算説明会」あるいは店頭窓口

など多くの機会をとらえて、皆さまのご意見・ご要望等を

承っております。 

 

 

 

株主の皆さまを対象とするサービスの充実
 

○株主優遇定期預金の内容を充実

　当行では、株主の皆さまからのご支援に感謝する株主優

待制度として、株主優遇定期預金をお取扱いいたしており

ます。 

　本定期預金は、ご要望にお応えし今年からより有利な商

品内容といたしております。ぜひ、ご利用くださいますよ

うお願い申し上げます。 
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個人ローン
31,907件

福島県内向け
31,563件

福島県内比率

98.9%

うち
住宅ローン
10,603件

福島県内向け
10,466件

福島県内比率

98.7%

うち
消費者ローン
21,304件

福島県内向け
21,097件

福島県内比率

99.0%

［件数］

個人ローン
1,386億円

福島県内向け
1,371億円

福島県内比率

98.9%

うち
住宅ローン
1,270億円

福島県内向け
1,258億円

福島県内比率

99.0%

うち
消費者ローン
115億円

福島県内向け
113億円

福島県内比率

98.3%

［残高］

県外店舗
2か店

栃木県1か店
東京都1か店

会津 浜通り

店舗9か店

店舗外自動
サービスコーナー
15か所

店舗11か店

店舗外自動
サービスコーナー
22か所

店舗41か店
うち郡山市内
21か店

店舗外自動
サービスコーナー
71か所
うち郡山市内
43か所

中通り

（ 　 　 ）

（ 　 　 ）

各地区における店舗と 
店舗外ATM設置状況 
 （平成19年7月1日現在） 

1日当たり（1口座当たり）……… 1回当たり………100万円 50万円

0120-601-76624時間対応フリーダイヤル

※お客さまの「生年月日」や「電話番号」等には変更できないシステムになっております。　 
※ATMでの暗証番号変更手数料はかかりません。 

●ATMでの「キャッシュカード暗証番号変更」機能について
　お客さまご自身がATMで暗証番号を変更することができます。 
　是非ご活用ください。 
  

●盗難や紛失等のご連絡を24時間、365日受付しております。

●お客さまの被害を補償するための備えとして第二地銀協
　キャッシュカード盗難・偽造保険に加入しています。

●ATMでの1日当たり（1口座当たり）のご利用限度額の任意設定
　お客さまのご希望により、1日当たりのご利用限度額の任意設定が可能です。 
　【設定額】50、100、150、200万円の4種類 
　　※窓口での変更手続が必要となります。 

●暗証番号のぞき見防止の対応
　後方確認用鏡の設置やのぞき見防止フィルムの貼付等の 
　対応を行っております。 

●ATMでの「ご利用明細票発行選択」機能の追加
　お客さまのご希望により「ご利用明細票」の発行がご選択 
　いただけます。 

●ATMでのご利用限度額について

●当座・普通・貯蓄・定期・積立定期預金 
　（夢特急・ため吉くん）の入金 
●振込、振込予約 
●キャッシュカードによる出金・入金・振替 
●クレジットカードによるキャッシング 
●暗証番号変更 
 

●ご利用明細票の発行選択 
●郵貯のCD・ATMと提携 
●午前8時から午後9時までの 
　稼働時間延長 
●祝日の稼働 
●土・日・祝日の入金 

[ATM機能]

個人ローンの貸出状況  （平成19年3月末現在） 

 

地域サービスの向上
 
■個人のお客さまへの貸出状況
　個人のお客さまに対しては、住宅ローン、教育ローン等
の各種ローンを取り扱っております。 
　平成19年3月末現在での個人ローンは31,907件、
1,386億円、うち住宅ローンは10,603件、1,270億円、
うち消費者ローンは21,304件、115億円となっております。 
　そのうち住宅ローンの福島県内向け貸出は10,466件、
1,258億円、消費者ローンの福島県内向け貸出は21,097
件、113億円となっております。 
　当行は、これからも個人のお客さまのライフプランをサポ
ートするため、各種ローンを積極的に取り扱ってまいります。 

■地域サービスの充実
○店舗・店舗外自動サービスコーナー
　63か店の店舗網と、108か所の店舗外自動サービスコ
ーナー(平成19年7月1日現在)を設置し、お客さまへのき
め細やかなサービスの提供に努めております。 
 

○ATMネットワークの充実
 お客さまの利便性向上のため、ATM提携によるネットワ
ークの充実に努めております。 
【東北おむすび隊】 
　当行を含む東北地区第二地方銀行4行（当行、仙台銀行、
福島銀行、きらやか銀行）におけるCD・ATM相互利用の
提携により、お引き出し及び残高照会が手数料無料（ただし、
時間外のご利用の場合、別途時間外手数料を申し受けます）
でご利用いただけます。 
【郵貯との提携】 
　郵貯とのCD・ATMの提携により、全国の郵貯CD・
ATMにおいてキャッシュカードによるお引き出し・ご入金・
残高照会がご利用いただけます。 

○ATMの機能強化
　ATMの不正利用等を防止するため、セキュリティーの一
層の強化等を目的として、以下の取組みを行っております。 
 

Ⅱ  個人のお客さまへ
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項　目 

残高照会 

入出金明細照会 

ご利用時間 

ご利用いただけるサービス内容

8：45～21：00（平日） 
※土・日・祝日は 
本サービスはご利用 
いただけません。 

○ 

○ 

振込・振替 ○ 

定期預金預入れ 24時間365日受付 ○ 

○ 

○ 

○ 

─ 

ご利用いただける機器 

パソコン iモード携帯電話 

※ iモード携帯電話＝「mova」または「FOMA」 

○カード犯罪被害等にあわないために

・暗証番号には、生年月日、電話番号、車のナンバー等、他人に類推されやすい番号
をご使用にならないでください。 
・暗証番号は、当行のATMによりお客さまご自身で変更することができます。 
・キャッシュカードと暗証番号を記載したメモ等を一緒に保管なさらないでください。 
・当行の行員が電話などで暗証番号をお尋ねすることは、一切ございません。 
・通帳は定期的にご記帳いただき、万一、異常な取引等があった場合は、ただちに当行
宛ご連絡ください。 
・盗難・偽造カード等による被害については、預金者保護法及び当行の基準に基づき
補償を行いますので、窓口にご相談ください。（ただし、カードの種類やお客様の過
失の状況等によっては被害の一部または全部を補償できない場合があります。） 

●キャッシュカードのご利用上のご注意 

0120-601-76624時間対応フリーダイヤル
盗難や紛失等のご連絡を24時間、365日受付しております。

●ATMによるお振込み 
・現金でのお振込みは10万円までとなります。 
・キャッシュカードによるお振込みは、1日あたりのご利用限度額までご利用いただけま
すが、本人確認が行われていない場合はご利用いただけない場合があります。お近く
の大東銀行の窓口で本人確認の手続きをお願いいたします。 

●窓口でのお振込み 
・10万円を超える現金でのお振込みの際は、本人確認書類のご呈示をお願いいたします。 
・10万円を超える口座からの振替によるお振込みについても、本人確認が行われて
いない場合は本人確認の手続きをお願いいたします。 

●本人確認の手続き 
・［個人の場合］ 
　運転免許証、健康保険証、パスポートなどを窓口にご呈示ください。 
・［法人の場合］ 
　登記事項証明書、印鑑証明書などを窓口にご呈示ください。併せてお取引の任にあた
る方の本人確認書類もご呈示ください。 
・［代理人としてお取引を行う場合］ 
　ご本人と代理人双方の本人確認書類をご呈示ください。 

○本人確認法施行令の改正等により、平成19年1月から
　お振込み等の手続きが変わりました。

みなさまの相談所

TEL.024 -925 -1111

月曜日から金曜日 
（午前9時～午後5時） 
※ただし、銀行休業日を除く 

受付 

トピックス

お客さまの視点に立った発想と行動

■お客さまのニーズにお応えする商品・サービスの充実
○「相談サービス特化店舗」の設置
　ご預金のほか、お客さまの
ニーズが強い投資信託、保険
商品等を加えた資産運用、住
宅ローン、年金など、お客さ
まの多様なご相談ニーズに総
合的にお応えし、これをサポ
ートさせていただく店舗として、平成18年9月に鶴見坦支
店、さくら通支店（いずれも郡山市）の2か店を「相談サ
ービス特化店舗」といたしました。 
　特に鶴見坦支店は、郡山ローンセンターを併設しよりき
め細かなサポートが提供できる体制といたしております。 

○運用商品の充実
　多様化するお客さまの資産運用ニーズにお応えするため、
順次商品ラインアップの充実を進めております。平成18
年11月からは、毎月一定金額を長期間投資されたいとい
うお客さまのご要望にお応えし、積立型投資信託「ファン
ド物語」の取扱いを開始いたしました。また、保険商品に
ついても、お客さまのニーズを見極めこれにお応えするよう、
随時商品ラインアップの充実を図っております。 
 
○「大東銀行資産運用セミナー」の開催
　お客さまのニーズが強い投資
信託、保険商品等を中心に資産
運用のご参考としていただける
よう、福島県内の各地区において、
資産運用セミナーを開催いたし
ております。平成19年6月まで
の8回の開催においては、いずれもご出席の皆さまから大
変ご好評をいただきました。 
　当行では、今後ともお客さまが必要とされておられる様々
な情報等をご提供するため、本セミナーを積極的に開催い
たしてまいります。 
 
○「エクセレントテラー」の配置による相談機能の強化
　店頭におけるお客さまからの資産運用等のご相談により
適切にお応えしていくため、平成18年10月から県内の9
か店(平成19年7月現在10か店)に、資産運用アドバイザ
ーとして「エクセレントテラー」を配置いたしております。 

　このエクセレントテラーは、
店頭窓口におけるお客さまから
のご相談にお応えするほか、資
産運用セミナーにおいてご案内
役を務めたり、他の店頭窓口担
当者（テラー）のスキルアップ
のための教育・研修をサポートするなど、当行の店頭営業
を強化する上での中心的な役割を果たしております。 
 
○インターネットバンキング
　インターネットに接続するパソコン・ＮＴＴドコモ「iモ
ード」対応携帯電話のいずれからでもご利用いただけます。
ご来店が難しいお客さまにも安心して当行のサービスをご
利用いただくことができます。 

○所得税還付申告相談会の実施
　新たに住宅を取得されたお客さま、医療費の還付をご希
望されるお客さま等へのサービスとして、毎年所得税の確
定申告の時期に合わせて「所得税還付申告相談会」を開催
いたしております。 
 
■お客さまサポートの充実
○相談業務の強化
　お客さまからのご相談等にお応えするため「みなさまの
相談所」を設置し、銀行業務全般にわたるご相談等に応じ
ております。営業店の店頭でいただきましたご相談等につ
きましても「みなさまの相談所」が適切に把握し、その内
容及び対応策等を行内に周知できる態勢とするなど「みな
さまの相談所」の機能強化を図っております。 
　また、お客さまからの
税務相談につきましても、
顧問税理士が毎月第2・第
4金曜日（9時～17時）
に承っております。 
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預金総額
6,036億円

貸出金総額
4,324億円

福島県内預金
5,832億円

福島県内貸出金
3,988億円

福島県内比率

96.7%
福島県内比率

92.2%

預金・貸出金に占める福島県内の比率 （平成19年3月末現在） 

総貸出先数
43,483件

中小企業等貸出先数
43,391件

貸出金総額
4,324億円

中小企業等貸出金
3,639億円

中小企業等比率

99.8%
中小企業等比率

84.2%

「だいとう新事業ローン」（平成16年2月～）取扱実績 

2,249件 17,445百万円 

平成19年3月末現在 

中小企業等への貸出先数と金額の比率 （平成19年3月末現在） 

「だいとう新事業ローンプラス」（平成16年7月～）取扱実績 

1,227件 4,829百万円 

平成19年3月末現在 

 

地域への信用供与
 

■地域の皆さまへの資金供給
　当行は、地域の皆さまからお預かりした大切なご預金を

同じ地域の皆さまの資金ニーズにお応えすることで、地域

金融機関としての役割を果たしております。 

　貸出金総額に占める福島県内の貸出金比率は、平成19

年3月末現在で92.2％と高い水準となっております。 

 

■中小企業の皆さま等に対する資金供給
　当行は、地元の中小企業や個人事業主の皆さまに対する

安定した資金供給を通じて、地域経済の発展及び地域社会

の活性化に寄与するよう努めております。 

　貸出金全体に占める中小企業等の割合は、先数で99.8％、

金額で84.2％となっております。 

　また、皆さまの多様化する資金ニーズにスピーディーに

お応えするため、「だいとう新事業ローン」、「だいとう新

事業ローンプラス」、「だいとうビジネスサポートローン」

等の事業者向けローンを取り扱っております。さらに、平

成18年11月には、農業事業者の皆さまの資金ニーズにお

応えするため、「だいとうアグリサポートローン」の取扱

いを開始いたしております。 

お客さまの事業展開をサポートする取組み
 

　当行は、事業を営んでいるお客さまの様々なご計画の実

現をサポートさせていただくとともに、事業発展のお手伝

いをさせていただくための取組みを広げております。 

■主なサポートの内容
□付加価値提案型営業の展開
　付加価値提案型営業とは，お客さまのご計画やお持ちの

お悩み等をお客さまと当行が協力して実現・解決を図る営

業スタイルです。当行では、お客さまそれぞれがお持ちの

ニーズにお応えし、お客さまと当行の信頼関係を一層強い

ものとしていくため、付加価値提案型営業への転換を進め

ております。また、この具体策として特にITの高度化及び

人材の教育・育成に積極的な投資を行っております。 

　平成19年7月2日には、新情報系システム「DASH（ダ

ッシュ）」に営業支援機能を付加し全店で本格稼働を開始

いたしております。 

□外部資源の主体的活用による協働
　当行が直接ご提供する商品・サービス、情報等のほかにも、

お客さまが必要とされている商品・サービス、情報等をご

提供していくため、広く外部機関(一般企業等含む)との提携・

協力等の関係を構築いたしております。 

　当行はこれらの外部資源を主体的に活用しお客さまのニ

ーズにお応えしてまいります。 

Ⅲ  事業を営むお客さまへ
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経営改善支援取組み先 ランクアップ先 ランクアップ率 

平成17年～18年度 200先 25先 12.5％ 

経営改善支援取組み実績 

〈ビジネスマッチングニーズの例〉

・遠方から仕入れをしているが、近くの県内企業と取引したい。 

・地元産品の販路を探している。 

・自社製品をインターネットで全国にPRしたい。 

・自社の特殊技術、ノウハウを活かせる発注先、販売先を探している。 

・将来に向けて販路の拡大を図りたい。　など 

○国民生活金融公庫 
○農林漁業金融公庫 
 

〈創業、新事業支援に関する枠組みを構築した機関〉

○中小企業金融公庫 
○商工組合中央金庫 
○福祉医療機構 

地方公共団体への貸出状況

400

300

200

100

0

（単位：億円） 

平成19年3月末 

397

平成17年3月末 平成18年3月末 

233 244

○創業・新事業支援

　創業・新事業支援の取組みについては、農林漁業金融公

庫及び福祉医療機構との連携の枠組みを構築したほか、中

小企業金融公庫、商工組合中央金庫、国民生活金融公庫と

の協調融資を行っております。また、福島県内の各商工会

議所等と提携した「ビジネスローン」をお取扱いしており

ます。 

○ITビジネス

　IT産業の支援や中小企業のIT化支援のため、平成17年

10月に独立行政法人情報処理推進機構（略称：IPA）と融

資商品の提携を行いました。 

 

○市場誘導業務

　株式公開を希望される企業等の様々なニーズに対して専

門的かつ機動的にお応えするため、平成17年9月より証券

会社2社と提携し、これらの企業に株式公開の指導、支援

を行い、また引受証券会社に株式公開を希望する企業を紹

介する市場誘導業務を行っております。 

 

○M&A（企業の合併・買収）仲介業務

　近年、地方に所在する中小企業等においても「事業拡大」、

「事業再編」、「後継者問題」などの解決策の有効な解決

策として注目されているM&A業務について、平成18年4

月からM&A業務の専門会社と提携し仲介業務を行ってお

ります。 

 

○ISO認証取得支援サービス

　お客さまの製造品等の品質の向上、環境問題への積極的

関与等のニーズから高まっているISO認証取得ニーズにお

応えするため、専門のコンサルタント2社との提携により「ISO

認証取得支援サービス」を行っております。本サービスを

利用したISO認証の取得により企業価値の向上を図られた

お客さまが増加しております。また、現在は個人情報保護

への対応から注目されているプライバシーマークの取得支

援に係るご相談も承っております。 

 

○ビジネスマッチング

　当行では、お客さまのご要望やお悩みに耳を傾け、また、

お客さま同士のニーズをお引き合わせさせていただくビジ

ネスマッチング業務を展開しております。 

 

 

地域企業の再生支援・経営相談の取組み

□事業再生支援等
　お取引先企業の再生を目的とする再生支援・経営相談の

取組みについては、本部の経営支援室と各営業店が協働して、

お客さまとのコミュニケーションを重視しながら、財務面

にとどまらずそれぞれの課題に応じた支援活動を積極的に

展開いたしております。平成17年度、18年度の2年間に

おいては、経営改善支援取組先200先中25先の債務者区

分がランクアップいたしました。 

　当行は、これらの事業再生支援の取組み、経営相談等の

実践により、地域経済活性化のお役に立つよう努めてまい

ります。 

 

 

 

地域振興への貢献
 

■地方公共団体への貸出 
　当行では、お客さまからお預かりした大切なご預金の一

部を福島県にお住まいの皆さまのお役に立つよう、福島県

内の地方公共団体へ貸し出しております。 

　平成19年3月末の地方公共団体への貸出金額は397億

円となっております。 

 

■企業景気予測調査の実施 
　お取先企業250社を対象として、年2回「企業景気予測

調査」を実施しております。この結果は、「最近の県内経

済情勢況について」にまとめ、当行のホームページで公表

するほか、お客さまへ還元しております。 
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地域社会活動への参加
 

　当行は、地域の皆さまとともに歩み、発展してまいりた

いと考えております。また、地域の皆さまとの触れ合いを

重視し、地域の行事等に積極的に参加いたしております。 

■一店一奉仕活動
　創立50周年（平成4年）を機に

継続して実施しております「一店

一奉仕活動」は16年目を迎え、各

店舗において道路・公園の清掃活

動や献血、河川の水質浄化活動、

福祉施設への慰問等それぞれの地

域性に合わせた社会奉仕活動を行

っています。 

 

■地域イベントへの参加
○第14回郡山シティーマラソンへの協賛

　マラソンを通した市民の健康づ

くりと地域スポーツの振興を目的

とした本大会の趣旨に賛同し、郡

山市に本店のある企業として、平

成6年の第1回大会から本年4月に

開催された第14回大会まで連続し

て協賛しております。また、大会

スタッフとして協力を行うほか、

お子さまのための特設ブースを設

置するなど、大会を盛り上げるた

めの取組みも行っております。 

■地域行事への参加
　地域の皆さまとのふれあいを大

切にしたいとの考えから、平成19

年度も「うねめまつり」（郡山市）、「わ

らじまつり」（福島市）、「会津磐梯

山踊り」（会津若松市）、「いわき踊り」

（いわき市）をはじめとして、各地

域の行事に積極的に参加してまい

ります。 

■社会貢献活動表彰
　地域社会における奉仕活動を応

援するため、「社会活動表彰基準」

を制定し、社会貢献活動に自発的

かつ積極的に取り組んでいる職員

（OB含む）に対して、その功績

を称え他の職員の範として表彰し

ております。 

社会的諸問題に対応する身近な取組み

　当行では、社会的な諸問題解決の一助となるよう、当行
自身の取組み及び商品･サービスのご提供を通じた取組み
を実践しています。 
 
■ISO14001認証取得（対象：本店及び事務センター） 
　役職員一人ひとりが環境に配慮した銀行づくりを進める
ことを目的として、平成14年7月に福島県に本店を置く金
融機関としては初めて「ISO14001」を取得いたしてお
ります。 
　具体的には、用紙使用量、電力使用量、紙ゴミ排出量等
に削減目標を定め、この実現を図っているほか、環境にや
さしいグリーン商品の積極的採用やお客さまへお渡しする
贈答品にエコ商品を増加する等の取組みを行っています。 
 
■エコ定期預金「ふるさと環境応援団」
（お取扱期間：平成19年12月28日(金)まで） 
　地元ふくしまの自然環境（猪苗代湖
及び裏磐梯湖沼群流域の水環境）を守
るため、エコ定期預金「ふるさと環境
応援団」を販売しています。この定期
預金は、お預け入れいただいた預金残
高に応じて、当行が「湖美来基金」に
寄付するもので、お客さまは「ふるさ
と環境応援団」へのお預け入れを通じ
て地元福島の環境保護活動にご参加い
ただけます。 
 
 
 

■お子さま誕生記念「にこにこ家族」
　本サービスは、少子化問題に対応するための支援策の一
環として、平成19年7月2日(月)からお取り扱いを開始い
たしました。 
　内容は、当行の住宅ローンを新規にご成約いただいたお
客さまにお子ささまが誕生された場合、当行がお子さまお
一人の誕生につき5万円を贈呈するものです。 
 

■クールビズの実施
　省エネルギー対策、地球温暖化の防止に資することを目
的として、福島県に本店を置く銀行としては初めてクール
ビズを実施いたしております。平成19年7月1日から9月
末日までの3か月間にわたり、本支店の温度を原則として
28℃に設定するとともに、グループ会
社を含む全役職員が上着、ネクタイ等の
着用を行わないことといたしております。 
　また、当行は、お客さまにクールビ
ズの重要性をご理解いただくため、ポ
スターの掲示、パンフレットの配布を
通じて趣旨をご説明するとともに、ご
理解及びご協力を呼びかけております。 

 

みず    み    らい 

Ⅵ  地域社会及び地域に
お住まいの
皆さまへ

※本商品はお取扱期間及び販売総額を限定した商品ですが、皆さまか
ら大変ご好評をいただいていることから、お取扱期間を延長、販売総
額を増額してお取扱いいたしております。 

※本サービスの適用には一定の条件がございます。詳しくはお近くの〈だ
いとう〉の窓口までお問い合わせください。 
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役員・組織図・当行のあゆみ

取 締 役 社 長  

常 務 取 締 役  

取 締 役  

社 外 取 締 役  

監 査 役  

監 査 役  

監 査 役  

（代表取締役） 

（代表取締役） 

能勢　秀幸  

鈴 木 　孝雄  

田 崎 　　淳  

根 本 　裕久  

鴇 田 　秀夫  

本 田 　哲夫  

箱 崎 　義家  

の　　せ　　　　ひで　ゆき

すず　 き　　　　たか　 お

た　 ざき　　　　　　すなお

ね　 もと　　　　ひろ　ひさ

とき　 た　　　　ひで　 お

ほん　だ　　　　てつ　 お

はこ　ざき　　　　よし　いえ

（常勤） 

執行役員経営部長 

執行役員事務部長 

執行役員本店営業部長 

執行役員県北ブロック長兼
福島エリア長兼福島支店長 

小 野 　 尚宏  

伊 東 　正則  

前 田 　孝二  

吉 田 　伸郎  

お      の　        たか   ひろ

い    とう　       まさ   のり

まえ    だ　         こう    じ

よし    だ　         のぶ    お

《執行役員》 

●組織図●役員（平成19年7月1日現在） 

●当行のあゆみ

事
　
務
　
部 

証
券
国
際
部 

債
権
管
理
部 

審
　
査
　
部 

営
業
企
画
部 

総
　
務
　
部 

〈
本
部
〉 

〈
営
業
店
〉 

株主総会 

監査役会 

監
　
査
　
部 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
リ
ス
ク
統
括
室 

取締役会 

常務会 

経営部 

郡山無尽（株）・会津勧業無尽（株）・磐城無尽（株）の3社が合併して、大東無尽（株）を設立 

相互銀行法の制定に伴い、（株）大東相互銀行に商号変更 

本店新築落成 

電子計算機稼動開始 

事務センター新築 

オンラインシステム導入 

外国為替業務開始 

第2次オンラインシステム稼動 

国債等募集業務（国債窓販）開始 

国債等売買業務（ディーリング）開始 

銀行事務受託及び人材派遣業務に係る事業会社として、（株）大東ビジネスサービスを設立 

普通銀行へ転換して（株）大東銀行に商号変更 

クレジットカード業務に係る事業会社として、（株）大東ミリオンカード並びに（株）大東カードを設立 

信用保証業務に係る事業会社として、大東信用保証（株）を設立 

リース業務に係る事業会社として、（株）大東リースを設立 

第3次オンラインシステム稼動 

担保付社債信託業務の営業免許を取得 

東京証券取引所市場第二部に上場 

東京証券取引所市場第一部銘柄に指定 

投資信託窓口販売業務取扱開始 

保険商品窓口販売業務取扱開始 

（株）大東ミリオンカードを（株）大東クレジットサービスに商号変更 

経営効率化の一環として（株）大東ビジネスサービスを解散 

環境への取り組みとしてISO14001認証取得 

（株）大東クレジットサービスと（株）大東カードが合併し、（株）大東クレジットサービスとなる 

証券仲介業務開始（本店営業部、平支店） 

新情報系システム「DASH（ダッシュ）」稼動 

大東信用保証（株）と（株）大東リースが合併し、（株）大東リースとなる 

新情報系システム「DASH（ダッシュ）」営業支援機能全店稼働 

昭和17年 8月 

昭和26年10月 

昭和42年 2月 

昭和43年 5月 

昭和50年 9月 

昭和51年 4月 

昭和54年 3月 

昭和55年 2月 

昭和58年 4月 

昭和62年 6月 

昭和63年 5月 

平成 元年 2月 

平成 元年11月 

平成 2年 3月 

平成 3年 1月 

平成 3年 5月 

平成 3年 7月 

平成 4年12月 

平成 8年 9月 

平成10年12月 

平成13年 4月 

平成14年 1月 

平成14年 5月 

平成14年 7月 

平成17年 2月 

平成17年12月 

平成18年 2月 

平成18年 4月 

平成19年 7月 

 

営
　
業
　
店 

ロ
ー
ン
セ
ン
タ
ー 

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー 

従来の監査部に加え、
新たにコンプライア
ンス・リスク統括室を
取締役会直轄の独立
部署としました。また、
両部門による相互牽
制が適切に機能する
ようにしています。 

監査部
内部監査を通じ、業務運
営の適切性の検証、改善
点の指摘、改善状況の管
理等を行っています。 

コンプライアンス・リスク
統括室
法令遵守、高度化するリ
スクへの管理及び対応、
内部統制の態勢強化、お
客さまサポート等を行っ
ています。 

1.取締役のうち、根本裕久は、会社法第2条第15号に定める
社外取締役であります。 

2.監査役本田哲夫及び監査役箱　義家は、会社法第2条第16
号に定める社外監査役であります。　 

 

（注） 
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業務のご案内

項　　　　　目

預 金 業 務

貸 出 業 務

商品有価証券売買業務

有価証券投資業務

内国為替業務

外国為替業務

社債受託及び登録業務

付 帯 業 務

預　金

譲渡性預金

貸　付

手形の割引

代理業務

 

譲渡可能な預金を取り扱っております。 

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。 

銀行引受手形、商業手形及び荷付為替の割引を取り扱っております。 

国債等公共債の売買業務を行っております。 

 

送金為替、当座振込及び代金取立等を取り扱っております。 

輸出、輸入及び海外送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。 

内　　　　　容

当座預金、普通預金（決済用普通預金も取り扱っております）、貯蓄預金、通知預金、 
定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、非居住者円預金、外貨預金等を取り 
扱っております。 

預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他の証券に 

投資しております。 

担保付社債信託法による社債の受託業務、公社債の募集受託及び登録に関する 

業務を行っております。 

国債等公共債及び
投資信託の窓口販売

保護預り及び貸金庫業務

有価証券の貸付

債務の保証（支払承諾）

公共債の引受

保険商品の窓口販売

証券仲介業務

①日本銀行歳入代理店及び国債代理店業務 

②地方公共団体の公金取扱業務 

③年金資金運用基金等の代理店業務 

④株式払込金の受入代理業務及び株式配当金、公社債元利金の支払代理業務 

⑤中小企業金融公庫及び住宅金融公庫等の代理貸付業務 

⑥信託代理店業務 
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　お客さまの多様なニーズにお応えするため、さまざまなタイプの商品を取りそろえております。また、“お客さまの視

点”から発想したより有益な商品の開発を積極的に行っております。今後ともお客さまにご満足いただける商品やサー

ビスの提供に努めてまいります。 

●決済用普通預金

　預金商品の品揃えをより一層充実させ、お客さまの多様なニーズにお応

えするため、平成16年9月より「決済用普通預金」を取り扱っております。 

「決済用普通預金」は、①決済サービスをご提供できること、②お客さまか

らのご要望によりいつでも払い出しができること、③利息がつかないことの

3つの条件を満たすものであり、預金保険制度による全額保護の対象とな

る預金商品であります。 

●マルチペイメントネットワーク

　当行のインターネットバンキングをご利用のお客さまは、お手持ちのパソコンまたはiモード携帯電話によって税金等

の国庫金、地方公金のお支払いいただける、マルチペイメントネットワークを利用した電子納付（愛称：ペイジー）がご利

用いただけます。 

マルチペイメントネットワークとは　 
　金融機関と地方公共団体、官公庁、収納企業(電力会社、電話会社等)を結ぶ電子納付を可能にしたネットワークで、お手持

ちのパソコンや携帯電話を使用し口座から公共料金や税金等を支払うことで、その結果が即時に地方公共団体、官公庁、収

納企業(電力会社、電話会社等)に通知され、処理が完了するサービスです。 

●ゴールド＆シルバー年金定期預金

　年金振込をご利用のお客さま向けに金利優遇定期預金「だいとうゴールド年金定期」及び「だいとうシルバー年金定

期」を取り扱っております。 

ご預金の種類 

ゴールド年金定期 シルバー年金定期 

お預け入れ限度額 
金 利 優 遇  

お取扱い対象 

期間1年ものスーパー定期 

当行で年金自動受取をされている方。1年以内に年金のお受取を開始される方で、当行でのお受取をご予約いただいた方。 

平成20年1月31日（木）まで 

お一人様100万円まで 

店頭表示金利＋0.50％ 

お一人様400万円まで 

店頭表示金利＋0.15％ 

お取扱い期間 

預金業務
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預金の種類

総合口座 貯める、受け取る、支払う、借りるの４つの機能がパックされた通帳です。 

通知預金 まとまった資金を短期間で有効に預けたい場合に最適です。 

納税準備預金 税金の納付資金専用の預金でお利息無税の特典があります。 

大口余裕資金の運用に最適な自由金利預金です。 

半年複利で半年たてばお引出し自由な預金です。 

スーパー定期 

大口定期預金 

変動金利定期預金 

1か月からお預け入れができる有利な自由金利預金です。 
お手持ちの資金を安全・確実に増やせます。 

貯蓄預金 いつでもお出し入れ自由。 
お利息は毎月お受取りになれます。 

普通預金 お出し入れ自由。公共料金等の自動お支払い、お給料、年金、配当金 
などの自動お受取りに便利です。 

当座預金 現金を持ち歩かずに資金を効率的に活かす、小切手、手形によるお 
支払いのための預金です。 

普通預金・貯蓄預金は 
いつでもお出し入れ自由 
定期預金は1か月～10年 
ものの自動継続 

いつでもお出し入れ自由 1円以上 

いつでもお出し入れ自由 1円以上 

7日間以上 

1か月以上～10年以内 

3万円以上 

お預け入れはいつでも、 
お引き出しは納税時 1円以上 

1円以上 

1,000万円以上 

1円以上 

10万円以上 
1，000万円以下 

１ 円以上 
300万円未満 

1円以上 
1,000万円未満 

積立1万円以上 
1万円単位 
定期1円以上 

毎月1，000円以上 
1，000円単位 

5,000万円以上で 
1,000万円単位 

米ドル1，000ドル 
相当額以上 

1円以上 

株主（所有株式1,000株以上）の皆さまに、1,000万円までスーパー 
定期1年ものの店頭表示金利＋0.2%の金利がつく預金です。 

お預け入れ期間中、半年ごとに市場金利の動向に合わせて金利が 
変わる預金です。 

年金振込をご利用の方を対象に、年金のお振込に合わせた隔月ご 
とのお積立となり、金利が優遇される預金です。 

目標に合わせて、毎月一定金額を着実に積立できます。 
自動振替による積立をご利用いただくとたいへん便利です。 

お使いみち自由です。毎月の積立金を複利で有利な自由金利の期日 
指定定期預金でお預かりします。 

住宅取得の資金づくりを目的にした非課税預金です。 
5年未満でも適切な住宅が見つかれば、一部払戻しも可能です。 

満期日前に譲渡可能な自由金利預金で、大口預金の1か月未満の 
運用に最適です。 

外貨の運用表面金利と為替相場のしくみを利用した高利回り運用が 
可能な預金です。 

期日指定定期預金 

積立定期預金 
ため吉くん 

スーパー定期積金 
とらのこ 

お勤めの方の財産づくりにぴったりの給与天引き預金です。 財形預金 

外貨定期預金 

NCD 
（譲渡性預金） 

夢応援団 
（6か月据置複利定期預金） 

最長お預け入れ期間3年。お利息は１ 年複利。 
1年たてばお引き出しも自由な預金です。 

積立と定期が一緒になった預金です。 

株主優遇定期預金 

「無利息」「要求払い」「決済サービスを提供できること」という3つ 
の条件を満たすもので、預金保険制度で全額保護される預金です。 決済用普通預金 

安心プラン積立定期預金 
ため吉くん 

一般財形 
期日指定定期預金 

財形年金預金 

財形住宅預金 

給与振込をご利用の方を対象に、金利が優遇される預金です。 
活きいきプラン積立定期預金 
ため吉くん 

特　　　　　色 期　　　間 お預け入れ金額

個人年金づくりに最適の非課税預金です。お受取りは60歳以降5年
以上20年以内。財形年金と財形住宅合わせて元本550万円まで非
課税扱いとなります。 

1円以上 

1か月以上10年以内 

1年・2年・3年 

最長3年（据置1年） 

積立3年以上5年以内 
定期1か月以上10年以内 

原則として1か月・3か月・ 
6か月・1年 

6か月・1年・2年・3年 

3年以上 

5年以上 

2週間以上2年以内 

5年以上 
 据置期間 
6か月以上5年以内 

1年 
お取扱期間： 
平成20年6月30日まで 

最長5年（据置6か月） 
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　当行では、地域の発展のために良質な資金を常に円滑に供給することを心がけております。まず、事業を営む皆

さまには、運転資金や設備資金のニーズに合わせ、手形貸付や手形割引、証書貸付等の一般的な融資のほか、手軽

な事業者カードローンを取り扱っております。そのほか、目的に応じて、地方公共団体の各種制度融資や中小企業

金融公庫その他の政府系金融機関の代理貸付も取り扱っております。 

　また、個人のお客さまへのご融資として住宅ローン、マイカーローン、教育ローン、カードローンをはじめ、お

客さまのさまざまなニーズに応じたローンを取りそろえております。今後もより豊かな暮らしのお役に立つために、

各種ローンの開発に努めてまいります。 

ご融資対象者 
資金の使途 

ご融資形態 

ご融資限度額 

ご融資期間 
ご融資利率 

担　　　保 

福島県内の中小企業及び個人事業主 

事業に必要とする運転資金または設備資金 

手形貸付、証書貸付 

5,000万円以内（新事業ローンプラスは2,000万円以内） 

10年以内 

当行所定の金利 

分割返済 

不　　要 

保　証　人 連帯保証人1名以上 

そ　の　他 福島県信用保証協会保証付 

内　　　　容

ご返済方法 

ご融資対象者 

資金の使途 

ご融資形態 

ご融資限度額 

ご融資期間 
ご融資利率 

運転資金・設備資金 

証書貸付 

2，000万円以内 

運転資金ー7年以内、 設備資金ー10年以内 

変動 年1.40％以内　固定 年2.00％以内 

分割返済 

担保・保証人 必要に応じて 

そ　の　他 福島県信用保証協会付 

内　　　　容

ご返済方法 

県内で1年以上の事業実績を有し、常時使用する
従業員が20人以下（商業・サービス業は5人以下）
の事業者 

貸出業務

一般のご融資 
手形割引 

手形貸付 

証書貸付 

当座貸越 
保 証 協 会  

代 理 貸 付  

各種制度融資 

事業経営等に必要な「設備資金・運転資金」を、その金利・担保の有無・保証人・返済計画等について親身にご相談にのり、ご融資させていただきます。 

一般商業手形の割引にご利用ください。 

運転資金など短期資金にご利用ください。 

設備資金など長期の資金需要にお応えします。 

極度額の範囲内でくり返しご利用いただけます。 

事業用設備資金、運転資金に福島県信用保証協会等の保証付融資をご利用ください。 

国民生活金融公庫、中小企業金融公庫などを取り扱っております。 

福島県、各市町村などによる有利な制度融資を取り扱っております。 

すべてのライフステージにフリーローン
「新よろず応援団」！

事業者向け融資のご案内
事業を営む皆さまのさまざまなニーズにきめ細かくお応えします。 

ビジネスチャンスをしっかりサポート！
「だいとう新事業ローン＆新事業ローン“プラス”」
事業の資金繰りをスピーディーにバックアップ。 
ご返済も安心！最長10年のらくらく分割返済！ 

内　　　　容

　お客さまの幅広いニーズにお応えするため、お使いみち自由、スピーディーなフリーローン「新よろず応援団」を

ご用意しております。 

その他、くわしい内容については、窓口へお問い合わせ願います。 平成19年7月1日現在 

成長型企業応援融資
「だいとうGoodパートナー」
選べる金利と余裕の限度額で会社の成長を応援します。 

その他、くわしい内容については、窓口へお問い合わせ願います。 平成19年7月1日現在 
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（注）住宅ローンの金利変動ルールについて 
　　1.新規にローンをご利用される方 
　　　年2回、3月1日・9月1日時点の「当行の変動金利型住宅専用優遇貸出金利」（以下基準金利という）を基準に、それぞれ4月1日・10月1日からの適用利率を決定します。 
　　　基準日以降、次回基準日までに基準金利が0.5％以上乖離した場合には、1か月後の応答日より適用利率を見直しさせていただきます。 
　　2.すでにローンをご利用されている方 
　　　毎年、4月1日・10月1日の基準金利を基準として、それぞれ6月の返済日の翌日（＝7月返済分）、12月の返済日の翌日（＝1月返済分）より適用利率を見直しさせていただきます。 

もっててよかった…の 
便利カード。 
お使いみちご自由な 
“お気軽ローン” 

100万円・200万円・ 
300万円の3種類 

30万円・50万円 契約期間3年 

契約期間1年 

10万円 
　～90万円 

10万円 
　～200万円 

100万円～ 
　　500万円 

契約期間3年 教育ローン 教育関連費用 

カ
ー
ド
ロ
ー
ン 

公務員 
カードローン 

ナイスデイ 
カードローン 

スマイルポケット 

よろず応援団 
カードローン 

10万円～ 
　1,000万円 

15年以内 

5年以内 

8年以内 

だいとうリフォームローン 

まとめま専科 

マイホームの 
増改築資金 

原則必要 
ありません。 

毎月元利均等返済 
（ボーナス併用もできます。） 

毎月元利均等返済 
（ボーナス併用もできます。） 

原則必要ありません。 
　当行指定の保証 
　会社保証をご利 
　用いただきます。 

原則必要 
ありません。 

変動金利 
固定金利 

固定金利 

10万円～500万円 マイカーローン 
車に関するものなら何
でも使えるローンです。 

原則必要 
ありません。 

固定金利 

毎月元利均等返済 
（ボーナス併用もできます。） 

毎月定額返済 
返済回数 
6回以上65回以内 

7年以内 

10万円～200万円 

10万円～300万円 

新よろず応援団 
（フリーローン） 

50万円～200万円 

サポートエース 
（給振型フリーローン） 

原則必要ありません。 
　当行指定の保証 
　会社保証をご利 
　用いただきます。 

お使いみち自由 

原則必要 
ありません。 

変動金利 
固定金利 

変動金利 
固定金利 

変動金利 
固定金利 

毎月元利均等返済 
（ボーナス併用もできます。） 

10年以内 

35年以内 

100万円～ 
　1，000万円 

100万円～ 
　5，000万円 

10万円～ 
　6，000万円 

10万円～ 
　6，000万円 

100万円～ 
　1億円以内 

住
宅
ロ
ー
ン 

新住宅ローン 
（変動・固定金利選択型） 

200％借換 
住宅ローン 
（変動・固定金利選択型） 

住まいる・いちばん 
プラス 
（変動・固定金利選択型） 

不動産 
担保ローン 

借換応援住宅ローン 
  変動・固定金利選択型 
  保証会社の保証は必要ございません 

マイホーム取得のため 
の借入金の借換資金 

住宅取得の借入金の
借換資金 

マイホーム取得、アパ
ート建築・取得、消費
資金等 

マイホームの取得、 
増改築、マイホーム用 
土地取得の各資金 
および借換資金 

マイホームの取得お
よびマイホーム用土
地の取得資金 

500万円以下は担保は必要ご
ざいません。500万円超はご
融資対象の不動産を原則1番
で担保にさせていただきます。 

500万円以下は親
族の方1名、500
万円超は必要に応
じて親族の方1名 

法定相続人1
名以上を保証
人とさせてい
ただきます。 

当行指定の保証会社を
ご利用いただき、ご融資
対象の不動産を担保に
させていただきます。 

当行指定の保証会社をご
利用いただき、ご融資対象
の不動産を第一番で担保
にさせていただきます。 

貸越残高 

原則必要ありません。 
　当行指定の保証 
　会社保証をご利 
　用いただきます。 

原則必要 
ありません。 

固定金利 

１万円未満 

1万円以上 
　50万円以下 

50万円超 
　100万円以下 

100万円超 
　200万円以下 

200万円超 
　300万円以下 

返済金額 

限度額 約定返済額 

当該貸越残高 

1万円 

100万円 1万円 
コース 

150万円 1.5万円 
コース 

200万円 2万円 
コース 

250万円 2.5万円 
コース 

300万円 3万円 
コース 

350万円 3.5万円 
コース 

400万円 4万円 
コース 

450万円 4.5万円 
コース 

500万円 5万円 
コース 

2万円 

3万円 

4万円 

大東のローン一覧
ローンの種類 お使いみちなど ご融資金額 ご融資期間 ご返済方法 担　保 保証人 金利



27

業
務
の
ご
案
内 

　お客さまの国際業務に対する

ニーズにお応えするため、外貨

両替、海外送金をはじめ外貨預

金、インパクトローンの取扱い

や貿易取引に関する業務の充実

を図っております。 

　昭和58年から公共債の窓口販

売、昭和62年からディーリング

業務、さらに平成10年からは投

資信託の窓口販売の取扱いを開

始し、お客さまの資金運用ニー

ズにお応えしております。 

　また、平成3年に担保付社債受

託業務を開始し、社債の発行か

ら償還までの事務を代行し、お

客さまの社債発行のお手伝いを

しております。 

国際業務

エレクトロニックバンキング（ＥＢ） 

　お客さまの経理事務の合理化

や資金運用の効率化をサポート

するため、エレクトロニックバ

ンキングサービスの充実に努め

ております。 

証券業務

取扱業務

ファームバンキングサービス 
ホームバンキングサービス 

インターネット 
バンキングサービス 

テレホンサービス 

内　　　　　　　　　　容

ファクシミリサービス 

Ｆ-ＮＥＴ代金回収 
サービス 

デビットカード 
サービス 

両　　替 
外国通貨 
旅行小切手 

外貨宅配サービス 

取扱業務 内　　　　　　　　　　容

国際業務に関する相談・ 
情報提供 

米ドルなどの主要通貨の両替 

旅行小切手（Ｔ/Ｃ）の販売と買取 

三井住友銀行との提携により、33種類の外国通貨と6種類の旅行小切手 
をご指定の場所へ代金と引換でお届けするサービス 

海外送金 
電信送金 
送金小切手 
送金受取 

海外の受取人の指定銀行へ電信で送金 

海外の銀行を支払場所とする銀行小切手の作成 

海外からの送金のお受取り。海外からのお受取りの小切手の買取・取立 

貿易取引 
輸　出 
輸　入 
保　証 

外貨金融 
外貨預金 
外貨融資 
先物為替予約 

信用状（Ｌ /Ｃ）の通知、輸出手形・小切手の買取、取立等 

信用状（Ｌ /Ｃ）の発行、輸入ユーザンス、輸入取立手形の決済等 

輸出にかかわる前受金返還保証、関税納付保証、入札保証等 

主要外国通貨によるご預金 

インパクトローン（資金使途に特に制限のない外貨建てのご融資） 

輸出入取引や資本取引等にかかわる先物為替の予約 

貿易・海外進出に関するご相談 
海外企業・海外市場に関する金融情報サービス 

取扱業務 内　　　　　　　　　　容

既に発行されている公共債（国債・地方債など）の売買（ディーリング）
業務を行い、お客さまの資金運用ニーズにお応えしています。 

新規に発行される公共債（個人向け国債・地方債など）の募集の取扱
いを行っています。 

公共債や公団、公庫ならびに政府関係の特殊会社が発行する特別債な
どを引き受け、これらの団体の資金調達に協力しています。 

お客さまの専用端末機及びパソコンと当行のコンピュータを電話回
線で結び、振込、振替、お取引の内容照会などができるサービスです。 

インターネットに接続するパソコン、NTTドコモの「iモード」対応携帯
電話から残高照会や振込等の銀行取引ができるサービスです。 

お振込やご預金残高など、お客さまの口座のお取引内容を、直接電話
を通じてお知らせするサービスです。 

お振込の内容、入出金明細、ご預金残高などを、ファクシミリを通じて
お知らせするサービスです。 

お客さまに代わり、Ｆ-ＮＥＴ（福島県資金ネットサービスセンター）が預金
口座振替により、売上代金、会費等の集金事務を代行するサービスです。 

全国のデビットカード加盟店で、キャッシュカードでお買い物ができる便利なサービスです。
お買物代金はその場でお客さまの口座より引き落とし、自動的に加盟店へ支払われます。 

投資信託の窓口販売により、お客さまのニーズに幅広くお応えしてい
ます。毎月1万円から定期的に購入していただける定時定額購入サ
ービスもお取扱いしています。 

お客さまからの社債の発行方法についてご相談を受け、発行から償
還までの事務手続きを代行しています。 

提携証券会社への口座開設の受付を行っています。 

公共債の窓口販売 

ディーリング業務 

投資信託の窓口販売 

公共債等の引受業務 

社債受託業務 

証券仲介業務 

主要証券業務のご案内 
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　当行では、毎日の暮らしやビジネスのお役に立つ各種サービスの提供に努めております。 

その他各種サービス

　地域の皆さまの信託業務に対

するニーズにお応えし、金融サー

ビスの充実を図るため、みずほ信

託銀行の代理店として5つの信

託業務を取り扱っております。 

　生命保険商品と損害保険商品

を取りそろえることにより、お

客さまの幅広いニーズにお応え

し、利便性の向上に努めており

ます。 

信託代理業務

保険商品の窓口販売

給　与　振　込 

キャッシュサービス 

毎月の給与やボーナスが会社から直接お客さまの預金口座に振り込まれます。 

年金自動受取り 一度手続きされるだけで、毎回きちんとお客さまの預金口座に振り込まれます。 

配当金自動受取り 

種　　　　類 内　　　　容

配当金が直接お客さまの預金口座に振り込まれます。配当金領収証の未着や紛失がなく、早くて安全確実にお受取りい
ただけます。 

当行の自動サービスのほか、　　　マークのある全国の提携金融機関の自動サービスコーナー及び郵便貯金の自動

サービスコーナー　　　でご利用いただけます。 

ATM振込サービス 
ATMにより現金のほか、当行及び他行（一部お取扱いの出来ない銀行もございます。）のキャッシュカードで当行の本
支店または他行の口座へ自動的に「振込」および「振込予約」ができるサービスです。 

クレジットカード 大東UFJカード、大東VISAカードのほか、提携クレジットカードの国内・海外の加盟店でのご利用代金を預金口座から
自動引落しするサービス、CD・ATMなどによるキャッシングサービスもご利用いただけます。 

公共料金等の自動支払い 

パソコンソフトを利用した年金、税金、不動産収支ほかの各種シミュレーションなど、お客さまに役立つさまざまな情報
の提供を行っております。 情報提供サービス 

夜　間　金　庫 

振込依頼書作成サービス 

当行の本支店をはじめ、全国の金融機関への送金・振込・代金取立などを迅速・確実にお取扱いいたします。 内　国　為　替 

家賃・駐車場料金・仕送りなどを定期的に、自動的に送金する便利なサービスです。 

毎月の定例振込先をお届けいただきますと、以後は金額をご記入になるだけの振込依頼書を毎月作成するサービスです。 

貸　金　庫 預金証書、有価証券、貴金属などの安全・確実な保管にご利用いただけます。 

夜間はもちろん、休日でも売上金などを安全・確実にお預かりし、翌営業日にお客さまの預金口座にご入金いたします。 

自動送金サービス 

電話、電気、ガス、水道、NHK受信料、各種税金などを、お客さまの預金口座から自動的にお支払いいたします。 

●年金信託　　●特定贈与信託　　●特定金銭（金外）信託 

●公益信託　　●土地信託 

1.生命保険商品の窓口販売 
定額個人年金保険3商品、変額個人年金保険4商品を取り扱っております。 

2.損害保険商品の窓口販売 
株式会社損害保険ジャパン、セコム損害保険株式会社と損害保険代理店契約を締結し、住宅
ローンに伴う長期火災保険を取り扱っております。また、住宅ローン利用者が、病気やケガで
就業できなくなった場合に月々の返済額を一定期間補償する「第二地銀協債務返済支援保険」
も取り扱っております。 
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■キャッシュカードを安心してご利用いただくために

　最近、他行において店外ATMでカード挿入口に「読取機らしきもの」が設置され、そこを通したキャッシュカードのデータ

が読み取られた（スキミングされた）と思われる事件が発生しました。 

　当行もATMコーナー等の警備を強化しておりますが、万一、不審な機器等にお気づきの場合は絶対にカードを通さず、

インターフォン等にて当行へお知らせくださるようお願いいたします。 

■キャッシュカードのスキミングにご注意ください。

CD・ATM利用手数料  （お引き出し1回につき） 

カード犯罪被害等にあわないために

当行カード
105円 

無 料 

210円 

105円 

105円 

無 料 

105円 210円 105円 

105円 210円 105円 

105円 210円 105円 

105円 210円 105円 

平　日 

土曜日 
日曜日 
祝　日 

AM8：00～AM8：45

AM8:45 ～PM6:00

PM6:00 以降 

終 日 

終 日 

終 日 

他行カード 提携クレジットカードによるキャッシング

（注）1.手数料には消費税相当額（5％）が含まれております。 
　　 2.東北おむすび隊のカードは、当行カードと同じ手数料となります。ただし土曜日の手数料については、取引銀行によって異なる場合があります。 
　　 3.当行カードの場合には、お取引状況により利用手数料が無料となるポイントサービスや土曜日の手数料優遇サービスがあります。詳しくは窓口へおたずねください。 

　当行が「目指す企業文化」に掲げる「お客さまの視点に立った発想と行動」を実践し、お客さまとのより良い関
係を構築するため、「株主アンケート」、「お客さま満足度アンケート」等のアンケートや「ＩＲ決算説明会」、店頭
窓口等多くの機会をとらえ皆さまのご意見・ご要望を承り、これを経営に反映しております。

〈お客さまの声を積極的に経営に反映しています。〉

トピックス

 ● 暗証番号には、生年月日、電話番号、車のナンバー等、他人に類推されやすい番号をご使用にならないでください。 
 ●暗証番号は、当行のATMによりお客さまご自身で変更することができます。 
 ●キャッシュカードと暗証番号を記載したメモ等を一緒に保管なさらないでください。 
 ●当行の行員が電話などで暗証番号をお尋ねすることは、一切ございません。 
 ●通帳は定期的にご記帳いただき、万一、異常な取引等があった場合は、ただちに当行宛ご連絡ください。 

お客さまから寄せられたご意見・ご要望など 区　分

お客さま満足度 
アンケート 

（平成17年11～12月） 

株主アンケート 
（平成18年度） 

株主アンケート 
（平成18年度） 

窓口でのご要望等 
（平成18年度） 

株主向けあるいは顧客向け
の情報提供を積極的に行っ
てほしい。 

お客さまに対しては、特にご要望の強い「預り資産に関するセミナー」を県内
各地で積極的に開催いたしております。 
また、店頭でのご相談等に適切にお応えするため、資産運用アドバイザーとし
て「エクセレントテラー」を県内の10か店に配置いたしました。 

これまでは、毎年6月から翌年の3月末日までをお預け入れ受付期間とさせていただ
いておりましたが、平成19年6月からは、翌年の6月末日まで1年間といたしました。 
併せて、適用金利について「店頭表示金利＋0.2%」（従来は＋0.1%）といたしました。 

平成19年の配当金のお受け取りからは、従来からの預金口座への振込入金
に加えて、「郵便為替支払通知書」による郵便局でのお受け取りもできるよ
うにいたしました。 

当行ホームページの「店舗・ＡＴＭのご案内」の地図システムを充実し、お客
さまがより検索しやすいものといたしました。 
また、県内を4地区に分け、各地区の店舗・ＡＴＭの場所や営業時間を表示し
たパンフレットを作成いたしました。 
ぜひ、ご活用くださいますようお願いいたします。 

株主優遇定期預金については、
１年中いつでも預け入れがで
きるようにしてほしい。 

県外在住の株主の利便を考え、
配当金を郵便局でも受け取
れるようにしてほしい。 

店舗や店外ＡＴＭの場所等を
もっとわかりやすく知りたい。 

対応させていただいた内容

〈最近の主な事例〉

商品・サービスご利用にあたっての留意事項

預金・ローンなどの商品やサービスにつきましては、金利変動

ルールなど、それぞれの商品やサービスの特色を店頭でおた

ずねいただくなど、よくご確認のうえ、ご利用ください。 

1. ローンなどのご利用にあたりましては、ご契約上の規定、ご返

済方法（返済日、返済額など）、ご利用限度額、現在のご利用額

などにご留意ください。 

2.
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本店営業部 

方八町支店 

小原田支店 

富久山支店 

日和田支店 

安積支店 

久留米支店 

金屋支店 

朝日支店 

郡山亀田支店 

若葉支店 

さくら通支店 

うねめ支店 

富田支店 

喜久田支店 

郡山開成支店 

柴宮支店 

鶴見坦支店 

深沢支店 

大槻支店 

コスモス通支店 

本宮支店 

地区 店舗名 住　所 TEL 平日 土曜 
ATM営業時間 

日・祝日 

郡
　
　
　
　
山 

自動機 日曜・祝日稼働店 外貨両替店 住宅金融公庫取扱店 

024-925-1111 

024-943-1411 

024-942-2800 

024-922-0027 

024-958-6111 

024-946-3555 

024-947-1115 

024-943-2291 

024-933-5450 

024-934-0231 

024-934-8230 

024-932-4760 

024-952-5777 

024-952-4241 

024-959-1000 

024-933-3800 

024-946-0815 

024-922-3600 

024-922-9734 

024-952-2881 

024-961-1000 

0243-34-3150

〒963-8004 

〒963-8813 

〒963-8835 

〒963-8071

〒963-0534

〒963-0107

〒963-8846

〒963-0725

〒963-8024 

〒963-8039

〒963-8011 

〒963-8014

〒963-8041 

〒963-8041

〒963-0541 

〒963-8851

〒963-0201

〒963-8861 

〒963-8874

〒963-0205 

〒963-0201 

〒969-1132

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00

郡山市中町19番1号 

郡山市芳賀二丁目3番2号 

郡山市小原田二丁目17番16号 

郡山市富久山町久保田字久保田161番地1 

郡山市日和田町字五庵39番地の1 

郡山市安積二丁目35番地2 

郡山市久留米三丁目96番地の10 

郡山市田村町金屋字上川原284番地69 

郡山市朝日三丁目2番38号 

郡山市字小関谷地23番地1 

郡山市若葉町4番2号 

郡山市虎丸町24番8号 

郡山市富田町字大徳南39番地の3 

郡山市富田町字上ノ内7番地11 

郡山市喜久田町堀之内字堀内40番地の3 

郡山市開成三丁目11番11号 

郡山市大槻町字原田東13番地2 

郡山市鶴見坦三丁目1番1号 

郡山市深沢一丁目3番14号 

郡山市堤一丁目163番地 

郡山市大槻町字谷地41番6 

本宮市本宮字下町29番地7

宇都宮支店 

東京支店 

福島 

郡山  

須賀川  

白河  
いわき 

会津若松  富岡支店 

喜多方支店 

坂下支店 
猪苗代支店 

高田支店 

田島支店 

梁川支店 
保原支店 

川俣支店 
二本松支店 
本宮支店 

船引支店 

小野支店 

石川支店 

古殿支店 

棚倉支店 

相馬支店 

鹿島支店 

原町支店 

浪江支店 

　当行では、63店舗及び108か所の店舗外自動サービスコーナーを設置し、お客さまへのきめ細やかなサービス

の提供に努めております。福島県内においては、61店舗及び108か所の店舗外自動サービスコーナーを有し、福

島県内比率はそれぞれ96.8％、100％となり、福島県を拠点とした営業活動に重点を置いております。 

　福島県外では、宇都宮、東京の2店舗で営業を行っております。 

　なお、利便性向上を図るため、営業店のATM平日営業時間を8：00～21：00に全店同一としました。 

店舗ネットワーク一覧（平成19年7月1日現在） 
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地区 店舗名 住　所 

須賀川支店  

西川支店 

福島支店 

福島南支店 

矢野目支店 

瀬上支店 

笹谷支店 

福島西支店 

梁川支店 

保原支店 

二本松支店 

川俣支店 

白河支店 

新白河駅前支店 

船引支店 

小野支店  

石川支店 

古殿支店 

棚倉支店 

会津支店 

千石支店 

材木町支店 

門田支店 

喜多方支店 

猪苗代支店 

坂下支店 

高田支店 

田島支店 

平支店 

神谷支店 

小名浜支店 

湯本支店 

植田支店 

いわき東支店 

相馬支店 

原町支店 

鹿島支店 

富岡支店 

浪江支店 

宇都宮支店  

東京支店 

須
賀
川 

県
　
　
　
　
北 

県
　
　
　
　
南 

会
　
　
　
　
津 

い
　
わ
　
き 

相
　
　
　
双 

県
　
外 

0248-75-3128 

0248-72-4141 

024-522-9261 

024-545-8181 

024-553-5344 

024-553-5300 

024-556-1122 

024-535-3121 

024-577-2141 

024-575-0511 

0243-23-1166 

024-565-3311 

0248-23-4181 

0248-22-1000 

0247-82-1171 

0247-72-5171 

0247-26-3115 

0247-53-3151 

0247-33-2131 

0242-27-5701 

0242-28-4315 

0242-29-1888 

0242-28-4121 

0241-23-3511 

0242-62-3331 

0242-83-2831 

0242-54-4111 

0241-62-1240 

0246-24-1234 

0246-34-5210 

0246-53-4104 

0246-42-3161 

0246-63-3178 

0246-58-3781 

0244-35-2125 

0244-23-4191 

0244-46-2138 

0240-22-2165 

0240-35-5115 

028-633-0445 

03-3834-7511

〒962-0832 

〒962-0052 

〒960-8041 

〒960-8161 

〒960-0112 

〒960-0101 

〒960-0241 

〒960-8055 

〒960-0759 

〒960-0671 

〒964-0917 

〒960-1456 

〒961-0905 

〒961-0856 

〒963-4312 

〒963-3401 

〒963-7859 

〒963-8305 

〒963-6131 

〒965-0042 

〒965-0818 

〒965-0853 

〒965-0835 

〒966-0819 

〒969-3141 

〒969-6547 

〒969-6264 

〒967-0004 

〒970-8026 

〒970-0101 

〒971-8164 

〒972-8321 

〒974-8261 

〒971-8144 

〒976-0042 

〒975-0007 

〒979-2335 

〒979-1152 

〒979-1521 

〒320-0811 

〒110-0016

須賀川市本町4番地の8 

須賀川市大字西川字山本56番地 

福島市大町8番21号 

福島市郷野目字向町2番地の1 

福島市南矢野目字鼓田12番地の1 

福島市瀬上町字町裏27番地の1 

福島市笹谷字成出西4番地の14 

福島市野田町七丁目2番2号 

伊達市梁川町広瀬町158番地 

伊達市保原町東野崎68番地の1 

二本松市本町一丁目210番地の1 

伊達郡川俣町字中丁13番地の2 

白河市字本町15番地 

白河市新白河三丁目21番地の1 

田村市船引町大字船引字北町通り45番地   

田村郡小野町大字小野新町字中通135番地の3 

石川郡石川町字南町72番地の1 

石川郡古殿町大字竹貫字竹貫122番地 

東白川郡棚倉町大字棚倉字古町18番地2 

会津若松市大町一丁目1番38号 

会津若松市東千石二丁目1番1号 

会津若松市材木町一丁目10番41号 

会津若松市館馬町2番21号 

喜多方市字一丁目4548番地 

耶麻郡猪苗代町大字磐里字六角79番地の6 

河沼郡会津坂下町字市中3番甲3732 

大沼郡会津美里町字高田甲2761番地の1 

南会津郡南会津町田島字谷地甲60番地の3 

いわき市平字大町5番の3 

いわき市平下神谷字立田帯9番地2 

いわき市小名浜西町5番地の3 

いわき市常磐湯本町三函287番地の3 

いわき市植田町中央一丁目3番地6 

いわき市鹿島町久保字飯栗田15番地の1 

相馬市中村字田町45番地の1 

南相馬市原町区南町一丁目147番地 

南相馬市鹿島区鹿島字町122番地 

双葉郡富岡町本町二丁目36番地の1 

双葉郡浪江町大字権現堂字新町27番地 

栃木県宇都宮市大通り二丁目4番10号 

東京都台東区台東一丁目29番2号 

TEL 平日 土曜 
ATM営業時間 

日・祝日 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00 

8:00～21:00

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00 

9：00～19：00

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

9:00～17:00 

休 　 み  

郡山市鶴見坦三丁目1番1号〈鶴見坦支店内〉 

福島市野田町七丁目2番2号〈福島西支店内〉 

会津若松市東千石二丁目1番1号〈千石支店内〉 

いわき市鹿島町久保字飯栗田15番地の1〈いわき東支店内〉 

郡山市中町19番1号〈本店営業部内〉 

　024-933-7617 

　024-535-2468 

　0242-29-2285 

　0246-58-8086 

　0120-55-9192

平　　日　9：00～20：00 
日 曜 日 10：00～16：00

平日のみ　9：00～15：00 

平日のみ　9：00～15：00 

平日のみ　9：00～15：00 

平日のみ　9：00～17：00　 

営業時間 住　所 ローンセンター TEL

郡 山 ロ ー ン セ ン タ ー  

福 島 ロ ー ン セ ン タ ー  

会 津 ロ ー ン セ ン タ ー  

い わきローンセンター  

ビジネスステーション
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郡山地区 店舗名 平日 祝日 日曜 土曜 
 
 
郡 山 市 役 所  
市 役 所 分 庁 舎  
郡 山 市 水 道 局  
ザ ・ モ ー ル 郡 山  
Ｊ Ｒ 郡 山 駅  
モ ル テ ィ 
奥 羽 大 学   
郡 山 開 成 学 園  
ヨークベニマル富久山店 
セブンイレブン奥羽大前 
ヨークベニマル八山田店 
う す い 百 貨 店  
ア テ ィ 郡 山  
イトーヨーカドー郡山店 
トステムビバ桑野店 
　 島 　  
台新ショッピングセンター 
針 生  
ヨークベニマル希望ヶ丘店 
ヨークベニマルコスモス通店 
桑 野 協 立 病 院  
郡山インター線富田 
富 田 東   
日 和 田  
フ ェ ス タ  
オリエントパーク日和田 
南 東 北 病 院  
八 山 田  
荒 井  
ヨークベニマル荒井店 
日 大 南  
安 積 南  
あ さ か 台   
本 町  
イオンタウン 郡 山  
マックスバリュー郡山 
ヨークベニマル横塚店 
郡山食品工業団地  
日 立 テ レ コ ム  
緑 ヶ 丘  
守 山  
ヨークベニマル新小原田店  
ヨークベニマル大槻店  
本 宮 市 役 所  
ヨークベニマル本宮インター店 
白 沢 総 合 支 所  
 
 
 
ヨークベニマル須賀川西店 
影 沼  
いちい須賀川東店  
ロックタウン須賀川 
 
 
 
飯 坂  
福 島 県 庁 西 庁 舎  
福島市役所本庁舎   
福島駅前ユニックス 
福 島 サ テ ィ 
ヨークベニマル平野店  
ヨークベニマル福島西店  

 
 
休　み 
休　み 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
休　み 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：30～17：00 
10：00～17：00 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 
休　み 

9：00～17：00 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 

9：00～17：00 
休　み 

 
 
 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
 
 
 
休　み 
休　み 
休　み 
休　み 

9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00

 
 
休　み 
休　み 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
休　み 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：30～17：00 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 
休　み 

9：00～17：00 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 

 
 
 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
 
 
 
休　み 
休　み 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00

 
 
休　み 
休　み 

9：00～17：00 
10：00～19：00 
9：00～19：00 
10：00～17：00 
休　み 

9：00～14：00 
10：00～17：00 
9：00～19：00 
10：00～19：00 
10：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
9：30～17：00 
10：00～19：00 
9：00～17：00 
10：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
休　み 

9：00～19：00 
9：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
10：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
休　み 

9：00～19：00 
9：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
 
 
 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～19：00 
 
 
 
9：00～17：00 
休　み 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
 

 
 
9：00～17：30 
9：00～17：30 
9：00～18：00 
10：00～21：00 
8：00～21：00 
10：00～20：00 
8：45～17：15 
9：00～18：00 
10：00～19：00 
9：00～21：00 
10：00～21：00 
10：00～19：00 
8：00～20：00 
9：00～19：00 
9：30～19：00 
10：00～19：00 
9：00～19：00 
10：00～19：00 
9：00～21：00 
9：00～21：00 
9：00～18：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
8：45～20：00 
8：00～21：00 
9：00～19：00 
9：00～18：00 
8：00～21：00 
9：00～18：00 
9：00～21：00 
8：45～18：00 
10：00～19：00 
8：45～19：00 
8：00～18：00 
9：00～20：00 
9：00～20：00 
9：00～21：00 
9：00～19：00 
9：30～18：00 
8：45～19：00 
9：00～18：00 
9：00～21：00 
9：00～21：00 
9：00～18：00 
9：00～21：00 
9：00～18：00 
 
 
 
10：00～19：00 
8：45～19：00 
9：00～19：00 
9：00～21：00 
 
 
 
8：45～19：00 
8：45～18：00 
8：45～18：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
10：00～19：00 
10：00～19：00 
 

福 島 日 本 電 気   
福 島県立医大病院  
まるいちフードセンター 
ベイシアスーパーセンター安達店  
 
 
 
ヨークベニマルメガステージ白河 
ジャスコ西郷ショッピングセンター 
セブンイレブン船引店 
ヨークベニマル小野プラザ店 
玉 川 村  
古 殿 町 役 場  
ヨークベニマル棚倉店 
京 セ ラ 棚 倉 工 場  
ヨークベニマルメガステージ石川店 
イオンスーパーセンター鏡石店 
 
 
 
会 津 若 松 駅 前   
Ｊ Ｒ 会 津 若 松 駅   
ヨークベニマル門田店  
コ ー プ わ か ま つ  
居 合 通   
リオンドール猪苗代店 
ヨークベニマル猪苗代店  
喜 多 方 市 役 所   
有 隣 病 院  
ヨークベニマル喜多方店  
古 町 川 尻  
河 東 町 役 場   
ヨークベニマル田島店 
ヨークベニマル西若松店 
アピタ会津若松店  
 
 
 
イトーヨーカドー平店 
マルトショッピングセンター高坂店 
い わ き サ テ ィ 
マルトニュータウン店 
マルトショッピングセンター草野店 
三 倉  
藤 越 平 窪 食 品 店  
鹿島ショッピングセンター 
ラ パ ー ク い わ き  
マ ル ト 浅 貝 店  
ヨークベニマル湯本南店 
ヨークベニマル小名浜店 
マルトショッピングセンター岡小名店 
マ ル ト 東 田 店  
マ ル ト 城 東 店  
 
 
 
藤 越 富 岡 店  
浪 江 サ ン プ ラ ザ  
フレスコキクチ原町店 
ヨークベニマル原町店 
フレスコキクチ鹿島店 
藤 越 相 馬 店  
相馬ショッピングタウンべガ 
ヨークベニマル相馬黒木店 
（平成19年7月20日オープン） 

休　み 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
 
 
 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 
休　み 

10：00～17：00 
休　み 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
 
 
 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
休　み 
休　み 

10：00～17：00 
休　み 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
 
 
 
9：30～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
 
 
 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00

休　み 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
 
 
 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 
休　み 

10：00～17：00 
休　み 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
 
 
 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
休　み 
休　み 

10：00～17：00 
休　み 
休　み 

10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
 
 
 
9：30～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
 
 
 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
休　み 

9：00～17：00 
9：00～17：00

10：00～14：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～19：00 
 
 
 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～14：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
 
 
 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～19：00 
10：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
休　み 

10：00～19：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
 
 
 
9：30～19：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
10：00～17：00 
10：00～19：00 
9：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～17：00 
10：00～19：00 
10：00～17：00 
 
 
 
10：00～17：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
10：00～19：00 
10：00～17：00 
9：00～17：00 
9：00～19：00

10：00～18：00 
9：00～19：00 
10：00～18：00 
9：00～20：00 
 
 
 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～21：00 
9：00～21：00 
8：45～20：00 
9：00～19：00 
10：00～19：00 
10：00～18：00 
9：00～21：00 
9：00～21：00 
 
 
 
8：00～20：00 
9：00～19：00 
10：00～19：00 
10：00～19：00 
8：45～19：00 
10：00～19：00 
10：00～19：00 
9：00～18：00 
9：30～17：00 
10：00～19：00 
8：45～18：00 
9：00～19：00 
10：00～19：00 
9：00～21：00 
9：00～21：00 
 
 
 
9：30～19：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
8：45～18：00 
9：00～19：00 
10：00～19：00 
10：00～19：00 
9：00～18：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
10：00～21：00 
10：00～19：00 
 
 
 
10：00～18：00 
8：45～21：00 
9：00～19：00 
9：00～19：00 
10：00～19：00 
10：00～18：00 
9：00～19：00 
9：00～21：00

県北地区 店舗名 平日 祝日 日曜 土曜 

県南地区 店舗名 平日 祝日 日曜 土曜 

会津地区 店舗名 平日 祝日 日曜 土曜 

いわき地区 店舗名 平日 祝日 日曜 土曜 

須賀川地区 店舗名 平日 祝日 日曜 土曜 

相双地区 店舗名 平日 祝日 日曜 土曜 

※上記の営業時間は店舗外自動サービスコーナーのお支払機能となります。 

店舗外自動サービスコーナー（平成19年7月1日現在108か所） 
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（4）経営成績 
〔経営環境〕 
　当連結会計年度におけるわが国の経済動向をみますと、輸出や生産が好調であったことなどから、企業収益は高水準で推移し、良好な業況感が維持される中、設備投資が増加
しました。また、公共投資は減少傾向にあるものの、雇用者所得の緩やかな増加を背景に、個人消費は底堅く推移したほか、住宅投資も振れを伴いつつも増加基調を維持し、景気
は緩やかな拡大を続けました。 
　金融面では、景気の拡大による資金需要の高まりを受け、銀行等金融機関においては貸出金の増加がみられました。また、昨年7月には日本銀行がゼロ金利政策を解除するな
ど、わが国の金融政策における節目となる政策が実施されました。 
　当行の主たる営業基盤であります福島県の経済動向をみますと、企業間、地域間のばらつきを伴いつつも、生産面では国内外からの好調な受注を背景に、電子部品・デバイス
関連分野や自動車関連分野などにおいて、一段と生産水準を引き上げる動きがみられました。これらを受け、雇用動向についても、高水準の生産を継続している製造業を中心に、
幅広い業種で求人がみられるなど、全体として緩やかな改善の動きが続きました。 
　当行はこうした経済環境のもと、地域からの信頼、支持をより確固たるものとするため、平成16年4月に策定した「経営改善計画」についての見直しを行い、昨年5月に、今後3
年間の目指すべき道を明らかにした「経営改善計画（改訂版）」を策定しました。本計画に掲げる諸施策及び平成17年8月に策定しました「地域密着型金融推進計画」に掲げる
諸施策への取り組み等により、以下のような業績を計上することができました。 

〔損　益〕
　業績の柱となる損益収支につきましては、経常利益は32億11百万円、当期純利益は過去最高となる39億65百万円の実績を計上することができました。これは、「経営改善
計画（改訂版）」が着実に実行されていることに加え、与信費用が予想を大幅に下回る結果となったことなどによるものです。この結果、株主の皆さまには平成17年度の配当と
比較して50銭増配となる年間1円50銭の配当をさせていただくこととなりました。 

〔店　舗〕
　店舗につきましては、当期における新設、廃止はなく、当期末の店舗数は63か店であります。そのうち、鶴見坦支店とさくら通支店につきましては、より地域に密着した新しいス
タイルの情報発信店舗とするため、「相談サービス業務特化店舗」としました。また、店舗外ATM設備につきましては、当期中に新たに1か所を設置し、同じく2か所を廃止したこ
とにより、当期末では108か所となっております。 

〔業　務〕
　業務面につきましては、お客さまの多様化する資産運用ニーズにお応えするため、営業店9か店の窓口に資産運用アドバイザーとして新たに「エクセレントテラー」を配置しました。 
　預金商品につきましては、個人向け新型定期預金「だいとう夏物語」、「ダブルスマイルⅡ」、「だいとうドリームアップ」のほか、エコ定期「ふるさと環境応援団」等、お客さまの
選択の幅を広げる商品を発売しました。また、新しい投資信託商品として「DKAトリニティオープン（愛称：ファンド3兄弟）」や積立型投資信託「ファンド物語」等を発売しました。
個人のお客さまにおかれましては、投資信託、保険商品及び個人向け国債など運用手段の多様化が一層進んでいることから、お客さまのご要望にお応えするため、県内各地で「大
東銀行資産運用セミナー」を開催しました。 
　貸出商品につきましては、中小企業及び個人事業主の皆さま向けの「だいとうビジネスサポートローン」、農業事業者の皆さまの資金ニーズにお応えする「だいとうアグリサポ
ートローン」の取扱いを開始しました。また、個人のお客さまを対象とした住宅ローンについては、全期間優遇金利の取扱期間延長や三大疾病保障特約付の商品を追加するな
ど、品揃えを充実しました。このほか、教育関連資金のニーズに幅広くお応えする「だいとう教育ローン（極度型）」の取扱いを開始しております。 
　その他の業務としましては、外部機関との提携による、お取引先企業の事業再生に向けた取り組みや、お取引先の新たなビジネスチャンス拡大をサポートするビジネスマッチン
グ業務等にも力を入れてまいりました。 

（3）連結子会社に関する事項

平成18年度連結決算の概況
（1）企業集団の状況 
　当行グループ（当行及び当行の連結子会社）は、当行、連結子会社2社で構成され、銀行業務を中心に、リース業務、クレジットカード業務、信用保
証業務などの金融サービスに係る事業を行っております。 
　当連結会計年度において、当行の連結子会社である大東信用保証株式会社及び株式会社大東リースは、大東信用保証株式会社を存続会社、株式会社
大東リースを消滅会社として合併し、新会社の社名を株式会社大東リースとしております。 
　また、経営資源の有効活用の観点から、グループ会社の業務を見直し、平成19年3月、株式会社大東リースの保証債務の一部を東北総合信用保証株
式会社へ譲渡（免責的債務引受の方法による）するとともに、同社における新規の保証業務を停止しました。このような経営資源の本来業務への集中
により、更なる経営効率化が進むものと考えております。 
〔銀行業務〕
　当行は、本店ほか支店62か店において、預金、貸出、有価証券投資、内国為替、外国為替及び証券投資信託や保険商品等の窓口販売業務などを行い、
地域に根ざした営業を展開するなかで、お客さまへのサービス向上に積極的に取り組んでおります。 
〔リース業務〕
　ファイナンス・リース等の業務を行っております。 
〔その他の業務〕
　その他金融に関連する業務として、住宅ローン等消費者ローンご利用のお客さまに対する信用保証業務（新規の保証業務は停止しております。）、
カード利用による消費活動に対する与信と決済代行を行うクレジットカード業務を行っております。 
 
　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

（2）企業集団の事業系統図 

　上記の連結子会社2社の中で国内の証券市場に公開している連結子会社はありません。 

営
業
の
概
況 

名　　称 所　在　地 主要な事業の内容
議決権の所有
（又は被所有）
割合（％）

資金
援助

役員の
兼任等（人）

当行との関係内容
営業上
の取引

設備の
賃貸借

業務
提携

資本金
又は出資金
（百万円）

株式会社 大東クレジットサービス 

株式会社 大東リース 

郡山市駅前1丁目6番5号 

郡山市虎丸町17番3号 

クレジットカード業 40 

380

43.75  
（―） 

〔45.00〕 

預金取引関係 
金銭貸借関係 
保証契約関係 

預金取引関係 
金銭貸借関係 
リース取引関係 
保証契約関係 

 

事務所の 
土地・ 
建物 

85.30 
（―） 

5 
（1） 

4 
（1） ― 

― 

― 

― 

― 

（注）1　「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の（　）内は子会社による間接所有の割合（内書き）、〔　〕内は、「自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係があることにより自己の意思と 
　　　　同一の内容の議決権を行使すると認められる者」又は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」による所有割合（外書き）であります。 
    　2　「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（　）内は、当行の役員（内書き）であります。 

本店ほか支店62か店

連結子会社　株式会社大東リース

連結子会社　株式会社大東クレジットサービス

大
東
銀
行

銀 行 業 務

リ ー ス 業 務

そ の 他 の 業 務 信 用 保 証 業 務

クレジットカード業務

リース業 
信用保証業 

営業の概況
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（5）財政状態 
〔主要勘定〕 
　預金につきましては、個人のお客さまを中心に投資信託など他の金融商品への分散化などが進んだことから、前期末比89億円減少して、期末残高6,025億円となりました。 
　貸出金につきましては、地方公共団体向け貸出が増加したことなどから、前期末比54億円増加して期末残高4,309億円となりました。 
　預り資産につきましては、投資信託や個人年金保険を中心としたお客さまの資産運用の多様化が進み、前期末比246億円増加して期末残高838億円となりました。 
　有価証券につきましては、前期末比94億円減少して期末残高1,340億円となりました。外国為替取扱高につきましては、前期末比5百万ドル増加して95百万ドルとなりま
した。 
　貸倒引当金控除後の総資産の期末残高は6,599億6百万円となりました。 
　なお、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
〔銀行業務〕 
　銀行業務では、経常収益は、前連結会計年度比5億41百万円減少して164億25百万円、経常利益は、前連結会計年度比8億13百万円減少して30億10百万円となりました。 
〔リース業務〕 
　リース業務では、経常収益は、前連結会計年度比2億47百万円減少して11億89百万円、経常利益は、前連結会計年度比1億76百万円減少して33百万円となりました。 
〔その他の業務〕 
　その他の業務（クレジットカード業務、信用保証業務）では、経常収益は、前連結会計年度比80百万円減少して8億6百万円、経常利益は、前連結会計年度比46百万円増加
して1億87百万円となりました。 
〔キャッシュ・フロー〕
　当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前期末比2億63百万円増加して553億60百万円となりました。 
　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 
　営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の増加、預金の減少などにより△112億37百万円（前連結会計年度比288億68百万円減少）となりました。 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 
　投資活動によるキャッシュ・フローは有価証券の売却、償還による収入が、有価証券の取得による支出を上回ったことなどにより86億28百万円（前連結会計年度比234
億20百万円増加）となりました。 
〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 
　財務活動によるキャッシュ・フローは新株予約権付社債（劣後特約付）の発行による収入などにより28億70百万円（前連結会計年度比6億96百万円増加）となりました。 

〔自己資本比率〕
当期の連結自己資本比率（国内基準）は9.15％、単体自己資本比率（国内基準）は9.01％となり、前期比0.92％ポイント、0.97％ポイントそれぞれ上昇しました。 

区　　分

連結自己資本比率（国内基準） 

単体自己資本比率（国内基準） 

5.75 

5.93

営
業
の
概
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（注） 1．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
2．連結総資産額の算定にあたり、有価証券の私募による社債に対する当行の保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）
別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第38号平成19年4月17日）により改正され、平成18年4月1日以後開始する事業年度から適用されることに
なったことに伴い、平成19年3月期から相殺しております。これにより、従来の方法に比べ連結総資産額は、2,536百万円減少しております。 

3．平成16年3月期以前の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、1株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
4．平成18年3月期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
5．連結純資産額及び連結総資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の
表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

6．「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益（又は当期純損失）」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「1株当た
り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 
7．連結自己資本比率は、平成19年3月期から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国内基準を採用し
ております。なお、平成18年3月期以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。 
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最近5連結会計年度の主要な経営指標等の推移（連結）
平成15年3月期 平成18年3月期

    17,783
3,787
  2,146

    19,629
  659,112

    179.51
  19.76

19.75
        6.64
  11.87
    10.93
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      17,630
  △14,791
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17,946 
3,211 
3,965 
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31.25 
9.15 
15.48 
5.27 

△11,237 
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55,360
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区　　分

連結経常収益 
連結経常利益（△は連結経常損失） 
連結当期純利益（△は連結当期純損失） 
連結純資産額 
連結総資産額 
1株当たり純資産額（円） 
1株当たり当期純利益（円） 
（△は1株当たり当期純損失） 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益（円） 

連結自己資本比率（％）（国内基準） 
連結自己資本利益率（％） 
連結株価収益率（倍） 
営業活動によるキャッシュ・フロー 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
財務活動によるキャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物の期末残高 

従業員数（人） 
〔外、平均臨時従業員数〕 

（単位：百万円） 
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1.00 
( － )
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5.71
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△12,422

△12,116

13,446
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20,451
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△59.33
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△3,399

△3,673

13,446

110,503

17,055

638,047
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435,489

113,336

154.47

－ 
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△33.27
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5.93

△19.58

△5.35
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707 
〔257〕 

区　　分

経常収益 

経常利益（△は経常損失） 

当期純利益（△は当期純損失） 

資本金 

発行済株式総数（千株） 

純資産額 

総資産額 

預金残高 

貸出金残高 

有価証券残高 

1株当たり純資産額（円） 

1株当たり配当額（円） 
（内1株当たり中間配当額（円）） 

1株当たり当期純利益（円） 
（△は1株当たり当期純損失） 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益（円） 

単体自己資本比率（％）（国内基準） 

自己資本利益率（％） 

株価収益率（倍） 

配当性向（％） 

従業員数（人） 
〔外、平均臨時従業員数〕 

平成17年3月期 平成18年3月期平成16年3月期平成15年3月期 平成19年3月期

最近5事業年度の主要な経営指標等の推移（単体） （単位：百万円） 

1．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
2．総資産額の算定にあたり、有価証券の私募による社債に対する当行の保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和57年
大蔵省令第10号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第38号平成19年4月17日）により改正され、平成18年4月1日以
後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、平成19年3月期から相殺しております。これにより、従来の方法に比べ総資産額は、2,536百万
円減少しております。 

3．平成16年3月期以前の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、1株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。 
4．平成18年3月期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
5．純資産額及び総資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 
6．「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益（又は当期純損失）」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定
に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第4号）を適用しております。 
7．自己資本比率は、平成19年3月期から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は
国内基準を採用しております。 
　　なお、平成18年3月期以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。 

（注） 

（注）残高は、期末残高であります。 
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14,443 
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27,583 
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224.84 
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31.78

30.10



連結損益計算書 （単位：百万円） 

区　　分 区　　分

区　　分
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連結貸借対照表（資産の部） （単位：百万円） 

連
結
財
務
諸
表 

62,930 
2,685 

134,097 
430,966 

141 
3,603 

― 
16,460 
3,131 
10,295 
3,032 
1,055 
730 
324 

2,207 
14,972 
△9,214 
659,906

現金預け金  
金銭の信託 
有価証券 
貸出金 
外国為替 
その他資産 
動産不動産 
有形固定資産 
　建物 
　土地 
　その他の有形固定資産 
無形固定資産 
　ソフトウェア 
　その他の無形固定資産 
繰延税金資産 
支払承諾見返 
貸倒引当金 
資産の部合計 

62,772 
2,693 

143,561 
425,486 

190 
6,648 
15,102 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

2,980 
19,908 

△12,781 
666,561

平成18年3月31日 平成19年3月31日
17,946 
12,733 
10,601 
1,964 
34 
36 
95 
0 

3,587 
1,103 
522 

14,735 
892 
824 
― 
6 
61 
0 

907 
1,851 
9,422 
1,661 

― 
1,661 
3,211 
1,688 

― 
0 

1,351 
214 
122 
― 
27 
― 
27 
― 

4,872 
108 
△12 
782 
28 

3,965

経常収益 
資金運用収益 
貸出金利息 
有価証券利息配当金 
コールローン利息及び買入手形利息 
買現先利息 
預け金利息 
その他の受入利息 
役務取引等収益 
その他業務収益 
その他経常収益 
経常費用 
資金調達費用 
預金利息 
譲渡性預金利息 
コールマネー利息及び売渡手形利息 
借用金利息 
その他の支払利息 
役務取引等費用 
その他業務費用 
営業経費 
その他経常費用 
貸倒引当金繰入額 
その他の経常費用 

経常利益 
特別利益 
動産不動産処分益 
固定資産処分益 
貸倒引当金戻入益 
償却債権取立益 
持分変動利益 
その他の特別利益 
特別損失 
動産不動産処分損 
固定資産処分損 
減損損失 
税金等調整前当期純利益 
法人税、住民税及び事業税 
過年度法人税、住民税及び事業税 
法人税等調整額 
少数株主利益 
当期純利益 

18,745 
12,655 
10,642 
1,908 

1 
0 

102 
0 

3,447 
1,249 
1,392 
14,621 
496 
429 
0 
4 
61 
1 

1,045 
1,374 
9,075 
2,630 
719 

1,911 
4,124 
411 
1 
― 
― 

400 
― 
9 

545 
70 
― 

474 
3,989 
302 
― 

1,277 
74 

2,335

平成18年3月31日 平成19年3月31日

連結貸借対照表（負債及び純資産の部）（単位：百万円） 

611,437 
111 

2,156 
― 

4,108 
133 

3,170 
― 
― 

1,979 
19,908 
643,005 

350 
14,256 
820 

5,064 
1,885 
1,329 
△152 
23,204 
666,561 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

預金     
コールマネー及び売渡手形 
借用金 
新株予約権付社債 
その他負債 
賞与引当金  
退職給付引当金 
利息返還損失引当金 
繰延税金負債 
再評価に係る繰延税金負債 
支払承諾 
負債の部合計 
少数株主持分 
資本金 
資本剰余金 
利益剰余金 
土地再評価差額金 
その他有価証券評価差額金 
自己株式 
資本の部合計 
負債、少数株主持分及び資本の部合計 
資本金 
資本剰余金 
利益剰余金 
自己株式 
株主資本合計 
その他有価証券評価差額金 
土地再評価差額金 
評価・換算差額等合計 
少数株主持分 
純資産の部合計 
負債及び純資産の部合計 

602,502 
112 

2,274 
2,625 
3,611 
187 

3,307 
26 
7 

1,967 
14,972 
631,595 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

14,443 
1,008 
8,910 
△240 
24,121 
1,990 
1,897 
3,887 
301 

28,310 
659,906

平成18年3月31日 平成19年3月31日

連結財務諸表

　当行の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」
という。）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）
に準拠しております。 
　ただし、前連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）は改正前の連結財務諸表規則及び銀行法施行規則に基づき作成し、
当連結会計年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）は改正後の連結財務諸表規則及び銀行法施行規則に基づき作成しております。 
　当連結会計年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）は、連結株主資本等変動計算書の作成初年度であるため、前連結会計年度
との対比は行っておりません。 
　当行は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）の連結財務諸表につい
ては、中央青山監査法人の監査証明を受け、当連結会計年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）の連結財務諸表については、新日
本監査法人の監査証明を受けております。 
　なお、当行の監査法人は次のとおり交代しております。 
　前連結会計年度　中央青山監査法人 
　当連結会計年度　新日本監査法人 
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資本金
科　　　　目

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

株主資本
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△88 

△240
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△119 

3,965 

△4 
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△84 

 

 

4,132 

24,121

平成18年3月31日残高 

連結会計年度中の変動額 

新株の発行 

剰余金の配当（注） 

当期純利益 

自己株式の取得 

自己株式の処分 

連結子会社の合併に伴う変動 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額（純額） 

連結会計年度中の変動額合計 

平成19年3月31日残高 

（単位：百万円） 

連結株主資本等変動計算書　
当連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日） 

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

科　　　　目

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産
合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

1,329 
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660 

1,990

1,885 
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11 

1,897

3,215 

 

 

 

 

 

 

 

 
671

 

671 

3,887

350 

 

 

 

 

 

 

 

 
△49

 

△49 

301

23,555 

 

375 

△119 

3,965 

△4 

0 

△84 

 
622

 

4,755 

28,310

平成18年3月31日残高 

連結会計年度中の変動額 

新株の発行 

剰余金の配当（注） 

当期純利益 

自己株式の取得 

自己株式の処分 

連結子会社の合併に伴う変動 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額（純額） 

連結会計年度中の変動額合計 

平成19年3月31日残高 

38

区　　分 平成19年3月期平成18年3月期

連結剰余金計算書 （単位：百万円） 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円） 

 
4,872 
879 
－ 
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△122 
△3,566 
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136 
26 

△12,733 
892 
737 
△1 
－ 
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△5,479 
△8,935 

－ 
118 
105 
0 
48 
－ 

12,677 
△487 
△704 
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△428 

△11,237 
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13,437 

－ 
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－ 

△506 
△175 

－ 
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2,993 
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△117 
△2 
△4 
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2,870 
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263 
55,097 
55,360 
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691 
474 
△91 
－ 

△4,602 
133 
86 
－ 

△12,655 
496 

△613 
△2 
69 
－ 

9,867 
6,954 

△2,000 
△309 
2,539 
△6 
△38 
△0 

12,812 
△261 

－ 
206 

17,741 
△110 
17,630 

 
△56,377 
27,404 
14,417 

△7 
－ 

△239 
－ 
－ 
11 
－ 

△14,791 
 
－ 

1,551 
△105 
△1 
△6 
735 

2,174 
2 

5,016 
50,080 
55,097 
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区　　分 平成18年3月期
1　営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 
減価償却費 
減損損失 
連結調整勘定償却額 
持分変動損益（△） 
貸倒引当金の純増減（△） 
賞与引当金の純増減（△） 
退職給付引当金の増加額 
利息返還損失引当金の増加額 
資金運用収益 
資金調達費用 
有価証券関係損益（△） 
為替差損益（△） 
動産不動産処分損益（△） 
固定資産処分損益（△） 
貸出金の純増（△）減 
預金の純増減（△） 
譲渡性預金の純増減（△） 
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 
コールマネー等の純増減（△） 
外国為替（資産）の純増（△）減 
外国為替（負債）の純増減（△） 
資金運用による収入 
資金調達による支出 
保証債務譲渡による支出 
その他 
小　　計 
法人税等の支払額 
営業活動によるキャッシュ・フロー 

2　投資活動によるキャッシュ・フロー 
有価証券の取得による支出 
有価証券の売却による収入 
有価証券の償還による収入 
金銭の信託の増加による支出 
金銭の信託の減少による収入 
動産不動産の取得による支出 
有形固定資産の取得による支出 
無形固定資産の取得による支出 
動産不動産の売却による収入 
有形固定資産の売却による収入 

投資活動によるキャッシュ・フロー 
3　財務活動によるキャッシュ・フロー 

劣後特約付新株予約権付社債の発行による収入 
新株予約権の行使による収入 
配当金支払額 
少数株主への配当金支払額 
自己株式の取得による支出 
自己株式の売却による収入 
財務活動によるキャッシュ・フロー 

4　現金及び現金同等物に係る換算差額 
5　現金及び現金同等物の増減（△）額 
6　現金及び現金同等物の期首残高 
7　現金及び現金同等物の期末残高 

(資本剰余金の部) 

資本剰余金期首残高 

資本剰余金増加高 

新株予約権の行使による新株の発行 

自己株式処分差益 

資本剰余金期末残高 

(利益剰余金の部)  

利益剰余金期首残高 

利益剰余金増加高 

当期純利益 

土地再評価差額金取崩額 

利益剰余金減少高 

配当金 

利益剰余金期末残高  

 

22 

797 

784 

13 

820 

 

2,757 

2,414 

2,335 

78 

107 

107 

5,064
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　（平成19年3月期　自平成18年4月1日　至平成19年3月31日） 

連
結
財
務
諸
表 

1．　連結の範囲に関する事項 
（1）　連結子会社　2社 

　会社名 

株式会社大東クレジットサービス 

株式会社大東リース 

　当連結会計年度において、当行の連結子会社である大東信用保証（株）及び（株）

大東リースは大東信用保証（株）存続会社、（株）大東リースを消滅会社として合併

し、新会社の社名を（株）大東リースとしております。これにより、当行の連結子会

社は2社となっております。 

（2）　非連結子会社 

　該当ありません。 

2．　持分法の適用に関する事項 
該当ありません。 

3．　連結子会社の事業年度等に関する事項 
すべての連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

4．　会計処理基準に関する事項 
（1）　商品有価証券の評価基準及び評価方法 

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）に

より行っております。 

（2）　有価証券の評価基準及び評価方法 

　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原

価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては、連結決算日の

市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価の

ないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っており

ます。 

　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し

ております。 

（3）　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

（4）　減価償却の方法 

　　①　有形固定資産 

　当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した

建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主

な耐用年数は次のとおりであります。 

　建物：5年～50年 

　動産：3年～20年 

　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主と

して定額法により償却しております。 

　　②　無形固定資産 

　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用

のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（主とし

て5年）に基づいて償却しております。 

（5）　繰延資産の処理方法 

　社債発行費及び株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。 

（6）　貸倒引当金の計上基準 

　当行の貸倒引当金は、あらかじめ定めている償却・引当基準に則り、次のとおり

計上しております。 

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」

という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」と

いう。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳

簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ

の残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻

に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、

債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以

外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

等に基づき計上しております。 

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実

施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定

結果に基づいて上記の引当を行っております。 

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額か

ら担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は19,274百万円であ

ります。 

　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案

して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

（7）　賞与引当金の計上基準 

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の

支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

（8）　退職給付引当金の計上基準 

　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、

過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過 去 勤 務 債 務：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（12年）による定額法により費用処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

　なお、会計基準変更時差異（1,491百万円）については、7年による按分額を費

用処理しております。 

（9）　利息返還損失引当金 

　利息返還損失引当金は、連結子会社が利息制限法の上限金利を超過する貸付

金利息の返還請求に備えるため、過去の返還状況等を勘案し、返還見込額を合理

的に見積もり計上しております。 

（10）　外貨建資産・負債の換算基準 

　当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付してお

ります。 

　なお、連結子会社は外貨建資産・負債を保有しておりません。 

（11）　リース取引の処理方法 

　当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっております。 

（12）　重要なヘッジ会計の方法 

（イ）金利リスク・ヘッジ 

　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第

24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方

法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出

金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピン

グのうえ特定し評価しております。また、一部の資産・負債については、金利スワッ

プの特例処理を行っております。 

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ 

　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延　

ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債

務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ

取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ

手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効

性を評価しております。 

（13）　消費税等の会計処理 

　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。 

5．　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しており

ます。 

6．　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現

金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。 
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連結リスク管理債権

セグメント情報

（単位：百万円） 

破綻先債権額 

平成18年3月31日 平成19年3月31日

延滞債権額 

3カ月以上延滞債権額 

貸出条件緩和債権額 

合　計 

区　　分

1. 事業の種類別セグメント情報
前連結会計年度（自　平成17年4月1日　至　平成18年3月31日） 

2. 所在地別セグメント情報
　 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び海外支店が存在しないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
3. 国際業務経常収益
　 国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

（注） 1.各事業の主な内容は次のとおりであります。 
 （1）銀行業務……………銀行業務　（2）リース業務……………リース業務　（3）その他の業務……………クレジットカード、信用保証業務 
2.一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 
3.有価証券の私募による社債に対する当行の保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、当連結会計年度から相殺しております。これにより、銀
行業務の資産が2,536百万円減少しております。 
4.その他の業務の資産の減少は、株式会社大東リースの保証債務譲渡38,065百万円が主な要因です。 

（注） 1.各事業の主な内容は次のとおりであります。 
 （1）銀行業務……………銀行業務　（2）リース業務……………リース業務　（3）その他の業務……………クレジットカード、信用保証業務 
2.一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

16,819
148

16,967
13,143
3,824

650,612
685

229

18,745
545

19,291
15,115
4,175

728,235
691

239

18,745
ー 

18,745
14,621
4,124

666,561
691

239

1,159
277

1,436
1,226
209

3,306
1

4

766
120
887
745
141

74,316
4

5

ー 
（545） 
（545） 
（494） 
（51） 

（61,673） 
ー 

451 474 474ー 23 ー 
ー 

区　　分
Ⅰ経常収益 
（1）外部顧客に対する経常収益 
（2）セグメント間の内部経常収益 

計 

　経常費用 
　経常利益 
Ⅱ資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出 
　資産 
　減価償却費 
　減損損失 
　資本的支出 

銀行業務 リース業務 その他の業務 計 消去又は全社 連　結

 

（単位：百万円） 

1. 破綻先債権
　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条
第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
2. 延滞債権
　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であり
ます。
3. 3カ月以上延滞債権
　元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
4. 貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

2,958 

25,582 

93 

7,627 

36,261

1,864 

21,726 

90 

5,409 

29,091

当連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日） （単位：百万円） 

区　　分
Ⅰ経常収益 
（1）外部顧客に対する経常収益 
（2）セグメント間の内部経常収益 

計 

　経常費用 
　経常利益 
Ⅱ資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出 
　資産 
　減価償却費 
　減損損失 
　資本的支出 

銀行業務 リース業務 その他の業務 計 消去又は全社 連　結

 

17,946 
－ 

17,946 
14,735 
3,211 

 
659,906 
1,743 

－ 
1,372

－ 
（475） 
（475） 
（455） 
（20） 

 
（22,052） 

－ 
－ 
－ 

17,946 
475 

18,421 
15,190 
3,231 

 
681,958 
1,743 

－ 
1,372 

697 
109 
806 
619 
187 

 
33,150 

4 
－ 
2

953 
235 

1,189 
1,155 
33 
 

2,927 
869 
－ 

696

16,295 
130 

16,425 
13,415 
3,010 

 
645,880 

869 
－ 

673

連結リスク管理債権、セグメント情報等
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1. 採用している退職給付制度の概要
　 当行及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けておりましたが、厚生年金基金制度は平成
17年4月1日付で確定給付型の企業年金基金制度へ移行しました。 
　また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 
　なお、当行は厚生年金基金の代行部分について、平成15年3月1日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け、同様に平成17
年4月1日に厚生労働大臣から過去分支給義務免除の許可を受けました。 

退職給付関係

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（A） 
（B）　　　　　 
（C）＝（A）＋（B） 
（D） 
（E） 
（F）　　 
（G）＝（C）＋（D）＋（E）＋（F） 
（H） 
（G）－（H） 

△6,154 
2,712 

△3,441 
213 

1,705 
△1,647 
△3,170 

ー 
△3,170

退職給付債務 
年金資産　　　　　 
未積立退職給付債務 
会計基準変更時差異の未処理額 
未認識数理計算上の差異 
未認識過去勤務債務 
連結貸借対照表計上額純額 
前払年金費用 
退職給付引当金 

区　　分 平成19年3月31日平成18年3月31日

2. 退職給付債務に関する事項

212 
135 
△47 
△150 
290 
213 
ー 

653

勤務費用 
利息費用 
期待運用収益 
過去勤務債務の費用処理額 
数理計算上の差異の費用処理額 
会計基準変更時差異の費用処理額 
その他（臨時に支払った割増退職金等） 
退職給付費用 

区　　分 平成19年3月31日平成18年3月31日

3. 退職給付費用に関する事項

12年（その発生時の従業員の平均残存勤務期
間内の一定の年数による定額法により費用処
理することとしております。） 
12年（各連結会計年度の発生時の従業員の平
均残存勤務期間内の一定の年数による定額法
により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理することとしております。） 

2.00％ 
2.00％ 

期間定額基準 
 
 
 
 
 
 

7年 

（1） 割引率 
（2） 期待運用収益率 
（3） 退職給付見込額の期間配分方法 
 
（4） 過去勤務債務の処理年数 
 
 
（5） 数理計算上の差異の処理年数 
 
（6） 会計基準変更時差異の処理年数 

区　　分 平成19年3月31日平成18年3月31日

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。 

（注） 1.臨時に支払う割増退職金は含めておりません。 
2.連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

取引の条件及び取引条件の決定方針等 
（注） 1.当行取締役根本裕久が株式会社郡山中町ビルの代表者として行った取引であります。 

2.融資取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 

取引の条件及び取引条件の決定方針等 
（注） 1.当行取締役根本裕久が有限会社郡山中町ビル（現株式会社郡山中町ビル）の代表者として行った取引であります。 

2.融資取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 

関連当事者との取引

属性 

役員 

住所 

ー 

氏名 取引の内容 科目 関係内容 
役員の兼任等 事業上の関係 

根本　裕久 
（取締役） 

資本金又は出資金 
（百万円） 

取引金額 
（百万円） 

議決権等の所有 
（被所有）割合（%） 

ー 被所有 
直接0.03

ー ー 

事業の内容 
又は職業 

株式会社郡山中町ビル 代表取締役 
有限会社和光ランドシステム 代表取締役 

融資取引（注2） 
利息の受取（注2） 

貸出金 
その他資産 

ー 
5

期末残高 
（百万円） 

233 
1

ー 本田　哲夫 
（監査役） 

ー ー ー ー 弁護士 
融資取引（注2） 
利息の受取（注2） 

貸出金 
その他資産 

ー 
0

11 
0

（注1） 

属性 

役員 

住所 

ー 

氏名 取引の内容 科目 関係内容 
役員の兼任等 事業上の関係 

根本　裕久 
（取締役） 

資本金又は出資金 
（百万円） 

取引金額 
（百万円） 

議決権等の所有 
（被所有）割合（%） 

ー 被所有 
直接0.03

ー ー 

事業の内容 
又は職業 

有限会社郡山中町ビル 代表取締役 
有限会社和光ランドシステム 代表取締役 

融資取引（注2） 
利息の受取（注2） 

貸出金 
その他負債 

ー 
5

期末残高 
（百万円） 

272 
0

ー 本田　哲夫 
（監査役） 

ー ー ー ー 弁護士 
融資取引（注2） 
利息の受取（注2） 

貸出金 
その他資産 

ー 
0

14 
0

（注1） 

当連結会計年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日） 
役員及び個人主要株主等

前連結会計年度（自　平成17年4月1日　至　平成18年3月31日） 
役員及び個人主要株主等

△5,965 
2,826 

△3,138 
－ 

1,328 
△1,496 
△3,307 

－ 
△3,307

193 
122 
△54 
△150 
234 
213 
－ 

559

2.00％ 
2.00％ 
同　左 
 

同　左 

同　左 

同　左 
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（参考） 
　自己資本比率は、平成19年3月31日から、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況
が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」という。）に定められた算式に基づき、連結ベ
ースと単体ベースの双方について算出しております。なお、平成18年3月31日は銀行法第14条の2の規定に基づき自己資本比率の基準を定
める件（平成5年大蔵省告示第55号。以下、「旧告示」という）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出し
ております。 
　なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を採用しております。 

自己資本比率の状況

連
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項　　目 平成19年3月31日平成18年3月31日

連結自己資本比率（国内基準） （単位：百万円） 

（注）告示第29条第1項第4号及び第5号（旧告示第24条第1項第4号及び第5号）に掲げるものであります。 
　　　ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が5年を超えるものに限られております。 

資本金  14,256 14,443 

　うち非累積的永久優先株   ― ― 

新株式申込証拠金   ― ― 

資本剰余金  820 1,008 

利益剰余金  4,942 8,910 

自己株式（△）  152 240 

自己株式申込証拠金   ― ― 

社外流出予定額（△）   ――      186 

その他有価証券の評価差損（△）   ― ― 

為替換算調整勘定   ― ― 

新株予約権   ――      ― 

連結子法人等の少数株主持分  350 301 

　うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券   ― ― 

営業権相当額（△）   ― ― 

のれん相当額（△）  ――      ― 

企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△）   ― ― 

連結調整勘定相当額（△）   ― ――      

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△）  ――      1,113 

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）   ― ― 

繰延税金資産の控除金額（△）   ― ― 

計 （Ａ） 20,217 23,122 

　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券   ― ― 

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額  1,739 1,739 

一般貸倒引当金  1,966 2,156 

負債性資本調達手段等  1,988 4,557 

　うち永久劣後債務   ― ― 

　うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注）  1,988 4,557 

計  5,693 8,452 

うち自己資本への算入額 （Ｂ） 5,693 8,452 

控除項目 （Ｃ） ― ― 

（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） 25,911 31,575 

資産（オン・バランス）項目  304,572 313,249 

オフ・バランス取引等項目  10,085 4,688 

信用リスク・アセットの額 （Ｅ） 314,657 317,938 

オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（Ｇ）／8％） （Ｆ） ――      27,057 

（参考）オペレーショナル・リスク相当額 （Ｇ） ――      2,164 

※計（Ｅ）＋（Ｆ） （Ｈ） 314,657 344,995 

連結自己資本比率（国内基準）＝Ｄ／Ｈ×100（％）   8.23 9.15 

（参考）ＴｉｅｒⅠ比率＝Ａ／Ｈ×100（％）   ――      6.70

基本的項目 
（TierⅠ） 

補完的項目 
（TierⅡ） 

控除項目 

自己資本額 

リスク・アセット等 
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財務諸表

貸借対照表（負債及び資本の部） （単位：百万円） 

区　　分 区　　分

貸借対照表（資産の部） （単位：百万円） 

平成18年3月31日 平成19年3月31日 平成18年3月31日 平成19年3月31日
62,930 
14,081 
48,848 
2,685 

134,407 
34,778 
2,607 
49,263 
19,620 
28,137 
432,465 
4,826 
37,863 
367,012 
22,763 
141 
141 
― 

2,460 
338 
8 

1,031 
0 

1,081 
― 
― 
― 

14,344 
3,035 
10,150 
1,158 
871 
722 
148 

1,916 
1,820 

△8,163 
645,880

現金預け金  
現金 
預け金 
金銭の信託 
有価証券 
国債 
地方債 
社債 
株式 
その他の証券 
貸出金 
割引手形 
手形貸付 
証書貸付 
当座貸越 
外国為替 
外国他店預け 
買入外国為替 
その他資産 
未決済為替貸 
前払費用 
未収収益 
金融派生商品 
その他の資産 
動産不動産 
土地建物動産 
保証金権利金 
有形固定資産 
建物 
土地 
その他の有形固定資産 
無形固定資産 
ソフトウェア 
その他の無形固定資産 
繰延税金資産 
支払承諾見返 
貸倒引当金 
資産の部合計 

62,770 
14,859 
47,910 
2,693 

143,850 
35,528 
1,592 
60,900 
16,971 
28,858 
427,176 
4,421 
38,311 
360,853 
23,590 
190 
181 
8 

3,440 
434 
6 

952 
1 

2,045 
14,802 
14,472 
330 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

2,764 
4,736 

△11,812 
650,612

603,618 
12,276 
196,928 
5,981 
3,513 

375,586 
7,487 
1,844 
112 

2,060 
2,060 
2,625 
2,609 
223 
54 

1,477 
480 
26 
3 
0 

343 
181 

3,301 
1,967 
1,820 

618,296 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

14,443 
994 
994 

8,361 
60 

8,301 
3,500 
4,801 
△37 

23,762 
1,923 
1,897 
3,821 
27,583 
645,880

預金     
当座預金 
普通預金 
貯蓄預金 
通知預金 
定期預金 
定期積金 
その他の預金 
コールマネー 
借用金 
借入金 
新株予約権付社債 
その他負債  
未決済為替借 
未払法人税等 
未払費用 
前受収益 
従業員預り金 
給付補てん備金 
金融派生商品 
その他の負債 
賞与引当金 
退職給付引当金 
再評価に係る繰延税金負債 
支払承諾 
負債の部合計 
資本金 
資本剰余金 
資本準備金 
その他資本剰余金 
自己株式処分差益 

利益剰余金 
利益準備金 
任意積立金 
　　別途積立金 
当期未処分利益 
土地再評価差額金 
その他有価証券評価差額金 
自己株式 
資本の部合計 
負債及び資本の部合計 
資本金 
資本剰余金 
資本準備金 
利益剰余金 
利益準備金 
　その他利益剰余金 
　　別途積立金 
　繰越利益剰余金 
自己株式 
株主資本合計 
その他有価証券評価差額金 
土地再評価差額金 
　評価・換算差額等合計 
純資産の部合計 
負債及び純資産の部合計 

613,409 
11,145 
196,060 
5,855 
3,478 

385,532 
7,948 
3,387 
111 

2,060 
2,060 

― 
2,171 
161 
36 

1,046 
557 
28 
1 
1 

338 
133 

3,165 
1,979 
4,736 

627,767 
14,256 
807 
807 
0 
0 

4,640 
30 

1,500 
1,500 
3,110 
1,885 
1,290 
△34 

22,845 
650,612 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

　当行の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）
に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠
しております。 
　ただし、前事業年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）は改正前の財務諸表等規則及び銀行法施行規則に基づき作成し、当事業
年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）は改正後の財務諸表等規則及び銀行法施行規則に基づき作成しております。 
　当事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）は、株主資本等変動計算書の作成初年度であるため、前事業年度との対比は行っ
ておりません。 
　当行は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前事業年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）の財務諸表については、中央
青山監査法人の監査証明を受け、当事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）の財務諸表については、新日本監査法人の監査
証明を受けております。 
　なお、当行の監査人は次のとおり交代しております。 
　前事業年度　中央青山監査法人 
　当事業年度　新日本監査法人 



株主資本等変動計算書 当事業年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日） 

14,256 
 

187 
 
 
 
 
 

187 
14,443

平成18年3月31日残高 
事業年度中の変動額 
新株の発行 
剰余金の配当（注） 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 
事業年度中の変動額合計 
平成19年3月31日残高 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

利益剰余金 
合計 

資本 
準備金 

利益 
準備金 

その他資本 
剰余金 

資本剰余金 
合計 

自己株式 株主資本 
合計 

株 主 資 本  

807 
 

187 
 
 
 
 
 

187 
994

807 
 

187 
 
 
 
0 
 

187 
994

1,500 
 
 

2,000 
 
 
 
 

2,000 
3,500

3,110 
 
 

2,150 
3,842 

 
0 
 

1,691 
4,801

0 
 
 
 
 
 
0 
 
0 
― 

30 
 
 

30 
 
 
 
 

30 
60

評価・換算差額等合計 

その他利益剰余金 
別途積立金 繰越利益剰余金 

純資産 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

土　地 
再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等 
合　計 

 
 
 
 
 
 

△ 
 

△ 

 
 
 
 
 
 

△ 
 
 

 
 
 

△ 
 
 

△ 
 
 

19,669 
 

375 
120 

3,842 
4 
0 
 

4,092 
23,762

1,290 
 
 
 
 
 
 

633 
633 

1,923

1,885 
 
 
 
 
 
 

11 
11 

1,897

3,176 
 
 
 
 
 
 

645 
645 

3,821

 
 
 

△ 
 

△ 
 
 

22,845 
 

375 
120 

3,842 
4 
0 

645 
4,738 
27,583

 
 
 

△ 
 

△ 
 
 

4,640 
 
 

120 
3,842 

 
0 
 

3,721 
8,361

 
 
 

△ 
 
 

△ 
 
 

34 
 
 
 
 
4 
0 
 
3 
37

△ 
 
 
 
 

△ 
 
 

△ 
△ 
 

科　　　　目 

（単位：百万円） 
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（　　　　　） 株主総会承認日 
平成18年6月23日 

財
務
諸
表 

区　　分

損益計算書 （単位：百万円） 

利益処分計算書 （単位：百万円） 

平成18年3月31日 平成19年3月31日 区　　分 平成18年3月31日 平成19年3月31日

区　　分

（1株につき1円） 

第101期

16,427 

12,466 

10,334 

1,965 

34 

36 

95 

0 

3,280 

960 

2,319 

160 

79 

33 

21 

26 

520 

278 

241 

13,415 

891 

825 

― 

6 

59 

0 

999 

189 

810 

881 

742 

139 

9,157 

1,485 

― 

916 

77 

217 

273 

3,012

経常収益 

資金運用収益  

貸出金利息 

有価証券利息配当金 

コールローン利息 

買現先利息 

預け金利息 

その他の受入利息 

役務取引等収益 

受入為替手数料 

その他の役務収益 

その他業務収益 

外国為替売買益 

商品有価証券売買益 

国債等債券売却益 

その他の業務収益 

その他経常収益 

株式等売却益 

その他の経常収益 

経常費用 

資金調達費用 

預金利息 

譲渡性預金利息 

コールマネー利息 

借用金利息 

その他の支払利息 

役務取引等費用 

支払為替手数料 

その他の役務費用 

その他業務費用 

国債等債券売却損 

その他の業務費用 

営業経費 

その他経常費用 

貸倒引当金繰入額 

貸出金償却 

株式等売却損 

株式等償却 

その他の経常費用 

経常利益 

16,968 

12,396 

10,386 

1,905 

1 

0 

102 

0 

3,121 

961 

2,159 

207 

68 

16 

122 

0 

1,243 

592 

650 

13,398 

493 

429 

0 

4 

58 

1 

1,151 

153 

998 

251 

100 

151 

8,936 

2,564 

512 

575 

― 

295 

1,181 

3,569 

 

410 

1 

400 

― 

9 

509 

57 

― 

451 

3,471 

6 

― 

1,415 

2,050 

981 

78 

3,110

特別利益 

動産不動産処分益 

償却債権取立益 

貸倒引当金戻入益 

その他の特別利益  

特別損失 

動産不動産処分損 

固定資産処分損 

減損損失 

税引前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

過年度法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

当期純利益 

前期繰越利益 

土地再評価差額金取崩額 

当期未処分利益 

1,701 

― 

213 

1,488 

― 

22 

― 

22 

― 

4,691 

22 

△12 

839 

3,842 

― 

― 

― 

当期未処分利益 

利益処分額 

利益準備金 

配当金 

 

任意積立金 

別途積立金 

次期繰越利益 

3,110 

2,150 

30 

120 

 

2,000 

2,000 

959
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重要な会計方針　（平成18年度　自平成18年4月1日　至平成19年3月31日） 

1.　商品有価証券の評価基準及び評価方法 
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算

定）により行っております。 

 

2.　有価証券の評価基準及び評価方法 
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償

却原価法（定額法）、子会社株式については移動平均法による原価法、そ

の他有価証券のうち時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基

づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、時価のないものに

ついては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。 

　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により

処理しております。 

 

3.　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
　　　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

 

4.　固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 

　有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物

（建物附属設備を除く。）については定額法)を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

　建物：5年～50年 

　動産：3年～20年 

（2）無形固定資産 

　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（5年）に

基づいて償却しております。 

 

5.　繰延資産の処理方法 
　社債発行費及び株式交付費は、支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

 

6.　外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しておりま

す。 

 

7.　引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている償却・引当基準に則り、次のとお

り計上しております。 

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破

綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実

質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載され

ている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経

営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を

総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権につ

いては、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基

づき計上しております。 

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査

定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査してお

り、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、

債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除

した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額

は19,274百万円であります。 

（2）賞与引当金 

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する

賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 

　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しており

ます。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下の

とおりであります。 

過去勤務債務：その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の  

年数（12年）による定額法により費用処理 

数理計算上の差異：各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（12年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理 

　なお、会計基準変更時差異（1,491百万円）については、7年による按

分額を費用処理しております。 

 

8.　リース取引の処理方法 
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっ

ております。 

 

9.　ヘッジ会計の方法 
（イ）金利リスク・ヘッジ 

　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委

員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘ

ッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、

ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等

を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。

また、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行ってお

ります。 

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ 

　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監

査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に

規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法について

は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを滅殺する目的で行う通貨ス

ワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である

外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在

することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

 
10.　消費税等の会計処理 

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただ

し、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上し

ております。 

財
務
諸
表 
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区　　分
国内業務部門 国際業務部門 合　　計国内業務部門 国際業務部門

平成18年3月期

合　　計

平成19年3月期

資金運用収益 

資金運用収支 

役務取引等収支 

その他業務収支 

業務粗利益 

業務粗利益率 

資金調達費用 

役務取引等収益 

役務取引等費用 

その他業務収益 

その他業務費用 

業務粗利益（国内・国際業務部門別） （単位：百万円） 

1.国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。 

2.資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（平成18年3月期2百万円、平成19年3月期3百万円）を控除して表示しております。 

3.資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。 

 
4.業務粗利益率＝　　　　　　　　　　　×100

（注） 

業務粗利益 

資金運用勘定平均残高 

区　　分

業務粗利益 

平成18年3月期 平成19年3月期

一般貸倒引当金繰入額 

経費（除く臨時処理分） 

業務純益 

業務純益 （単位：百万円） 

（注） 

区　　分

コア業務純益

平成18年3月期 平成19年3月期

コア業務純益 （単位：百万円） 

（注） 

（参考）

11,984　 

881　 

11,103　 

3,102　 

906　 

2,195　 

80　 

881　 

△800　 

12,498　 

2.04% 

 

522　 

46　 

476　 

177　 

93　 

84　 

79　 

－　 

79　 

640　 

2.80%

 39　 
12,466　 

39　 
887　 

11,579　 

3,280　 

999　 

2,280　 

160　 

881　 

△721　 

13,138　 

2.15%

11,891　 

486　 

11,405　 

2,963　 

1,057　 

1,905　 

139　 

251　 

△112　 

13,119　 

2.16%

528　 

29　 

499　 

157　 

94　 

63　 

68　 

－　 

68　 

630　 

2.79%

  23　 
12,396　 

23　 
491　 

11,905　 

3,121　 

1,151　 

1,969　 

207　 

251　 

△44　 

13,830　 

2.27%

13,138 

－ 

8,860 

 4,278

13,830 

△798 

8,583 

 6,044

業務純益は、銀行の基本的な業務の成果を示す銀行固有の利益指標です。業務純益は、貸出金・有価証券・預金などの利息収支である「資金運用収支」、為替・

証券関連などの各種手数料の収支などの「役務取引等収支」、債券や外国為替等の売買損益などの「その他業務収支」の3項目を合計した「業務粗利益」から

「一般貸倒引当金繰入額」と「経費（除く臨時処理分）」を控除したものです。株式の売却益や償却などの臨時損益は、業務純益には含まれておりません。 

コア業務純益は、業務純益とともに銀行の本来業務の収益力を表わす指標のひとつです。 

コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益 

4,9985,223

損
益
の
状
況 

損益の状況
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区　　分
平成19年3月期平成18年3月期

平成19年3月期平成18年3月期

利　回　り平均残高 利　　息利　回　り平均残高 利　　息

資金運用勘定 

資金調達勘定 

貸出金 

商品有価証券 

有価証券 

コールローン 

買入手形 

買現先勘定 

預け金 

預金 

譲渡性預金 

コールマネー 

売渡手形 

売現先勘定 

コマーシャル・ペーパー 

借用金 

資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り（国内業務部門） （単位：百万円） 

  

 

（注） 

区　　分
平均残高 利　　息 利　回　り平均残高 利　　息 利　回　り

資金運用勘定 

資金調達勘定 

貸出金 

商品有価証券 

有価証券 

コールローン 

買入手形 

買現先勘定 

預け金 

預金 

譲渡性預金 

コールマネー 

売渡手形 

売現先勘定 

コマーシャル・ペーパー 

借用金 

資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り（国際業務部門） （単位：百万円） 

1.資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成18年3月期1,375百万円、平成19年3月期1,369百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平

　均残高（平成18年3月期2,673百万円、平成19年3月期2,685百万円）及び利息（平成18年3月期2百万円、平成19年3月期3百万円）を、それぞれ控

　除して表示しております。 

2.（　）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。 

（注） 1.（　）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。 

2.国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出してお

　ります。 

610,252 
 （22,733） 

429,389 

－ 

117,591 

19,202 

－ 

13,434 

7,243 

606,188 

605,608 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,060 

 

11,984 
（39） 

10,334 

－ 

1,443 

34 

－ 

36 

93 

881 

824 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

59

1.96% 

2.40　 

－　 

1.22　 

0.17　 

－　 

0.27　 

1.29　 

0.14　 

0.13　 

－　 

－　 

－　 

－　 

－　 

2.90　 

 

608,284 
 （22,406） 

428,603 

－ 

119,897 

22,664 

－ 

6,451 

8,261 

607,296 

607,806 

71 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,060 

 

11,891 
（23） 

10,386 

－ 

1,378 

232 

－ 

0 

102 

486 

429 

0 

－ 

－ 

－ 

－ 

58

1.95% 

2.42　 

－　 

1.14　 

0.00　 

－　 

0.00　 

1.24　 

0.08　 

0.07　 

0.02　 

－　 

－　 

－　 

－　 

2.85　 

 

22,845　 

－　 

－　 

22,603　 

－　 

－　 

－　 

－　 
22,872　 

（22,733） 

22　 

－　 

114　 

－　 

－　 

－　 

－　 

522　 

－　 

－　 

521　 

－　 

－　 

－　 

－　 
46　 

（39） 

0　 

－　 

6　 

－　 

－　 

－　 

－　 

 

2.28% 

－　 

－　 

2.30　 

－　 

－　 

－　 

－　 
0.20　 

（0.17） 

0.54　 

－　 

5.52　 

－　 

－　 

－　 

－　 

22,539　 

－　 

－　 

22,221　 

26　 

－　 

－　 

－　 
22,552　 

（22,406） 

35　 

－　 

107　 

－　 

－　 

－　 

－　 

528　 

－　 

－　 

527　 

1　 

－　 

－　 

－　 
29　 

（23） 

0　 

－　 

4　 

－　 

－　 

－　 

－　 

2.34% 

－　 

－　 

2.37　 

4.18　 

－　 

－　 

－　 
0.13　 

（0.10） 

0.18　 

－　 

4.11　 

－　 

－　 

－　 

－　 
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区　　分
残高による増減利息による増減 純増減残高による増減利息による増減

平成18年3月期

純増減

平成19年3月期

貸出金 

受取利息 

支払利息 

商品有価証券 

有価証券 

コールローン 

買現先勘定 

預け金 

預金 

譲渡性預金 

コールマネー 

売現先勘定 

コマーシャル・ペーパー 

借用金 

受取･支払利息の分析（国内業務部門） （単位：百万円） 

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分計算しております。 

区　　分
残高による増減利息による増減 純増減残高による増減利息による増減

平成18年3月期

純増減

平成19年3月期

 

 

 

  

 

貸出金 

受取利息 

支払利息 

商品有価証券 

有価証券 

コールローン 

買現先勘定 

預け金 

預金 

譲渡性預金 

コールマネー 

売現先勘定 

コマーシャル・ペーパー 

借用金 

受取･支払利息の分析（国際業務部門） （単位：百万円） 

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分計算しております。 

38 

19 

－ 

△26 

△0 

0 

△13 

△0 

△1 

△0 

－ 

－ 

－ 

△0

54 

△71 

－ 

92 

34 

35 

4 

396 

397 

△0 

－ 

－ 

－ 

0

92 

△52 

－ 

65 

34 

36 

△8 

395 

395 

△0 

－ 

－ 

－ 

0

340 

92 

－ 

42 

0 

0 

△12 

2 

2 

0 

△0 

－ 

－ 

13

△207 

△530 

－ 

494 

0 

0 

38 

△10 

△25 

－ 

△0 

－ 

－ 

1

133 

△438 

－ 

537 

0 

0 

26 

△7 

△23 

0 

△0 

－ 

－ 

15

7 

－ 

－ 

8 

△0 

－ 

－ 

0 

△0 

－ 

0 

－ 

－ 

－ 

△13 

－ 

－ 

△14 

△0 

－ 

－ 

16 

0 

－ 

1 

－ 

－ 

－ 

△6 

－ 

－ 

△5 

△1 

－ 

－ 

16 

0 

－ 

1 

－ 

－ 

－ 

186 

－ 

－ 

190 

△1 

－ 

－ 

10 

△0 

－ 

0 

－ 

－ 

－ 

7 

－ 

－ 

3 

1 

－ 

－ 

△0 

0 

－ 

2 

－ 

－ 

－ 

193 

－ 

－ 

194 

△0 

－ 

－ 

10 

0 

－ 

2 

－ 

－ 

－ 
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区　　分
国内業務部門 国際業務部門 合　　計国内業務部門 国際業務部門

平成18年3月期

合　　計

平成19年3月期

役務取引等収益 

役務取引等費用 

預金・貸出業務 

為替業務 

証券関連業務 

代理業務 

保護預り・貸金庫業務 

保証業務 

投信窓販業務 

保険窓販業務 

為替業務 

役務取引の状況 （単位：百万円） 

区　　分

国内業務部門 

商品有価証券売買損益 

国債等債券関係損益 

その他 

国際業務部門 

外国為替売買益 

国債等債券関係損益 

その他 

平成18年3月期 平成19年3月期

その他業務収支の内訳 （単位：百万円） 

合　計 

区　　分

給料・手当 

退職給付費用 

福利厚生費 

減価償却費 

土地建物機械賃借料 

営繕費 

消耗品費 

給水光熱費 

旅費 

通信費 

広告宣伝費 

諸会費・寄付金・交際費 

租税公課 

その他 

合　計 

平成18年3月期 平成19年3月期

営業経費の内訳 （単位：百万円） 

3,102 

583 

782 

12 

283 

31 

19 

1,111 

276 

906 

135

3,280 

583 

960 

12 

283 

31 

20 

1,111 

276 

999 

189

177 

－ 

177 

－ 

－ 

－ 

0 

－ 

－ 

93 

53

2,963 

581 

803 

8 

288 

32 

22 

1,090 

135 

1,057 

140

3,121 

581 

961 

8 

288 

32 

22 

1,090 

135 

1,151 

153

157 

－ 

157 

－ 

－ 

－ 

0 

－ 

－ 

94 

12

△800 

33 

△720 

△113 

79 

79 

－ 

－ 

△721

△112 

16 

22 

△151 

68 

68 

－ 

－ 

△44

3,376 

558 

24 

869 

517 

34 

171 

174 

24 

274 

75 

73 

508 

2,475 

9,157

3,162 

652 

31 

889 

600 

84 

165 

175 

23 

273 

66 

65 

514 

2,230 

8,936

損
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区　　分
構成比 構成比 合　　計

平成18年3月31日

国際業務部門

平成19年3月31日

国内業務部門構成比 構成比 合　　計国際業務部門国内業務部門

流動性預金 預金 

譲渡性預金 

総合計 

有利息預金 

定期性預金 

その他 

合計 

固定金利定期預金 

変動金利定期預金 

預金科目別期末残高・構成比 （単位：百万円） 

1.流動性預金＝当座預金+普通預金+貯蓄預金+通知預金 

2.定期性預金＝定期預金+定期積金 

　　固定金利定期預金：預入時に満期日迄の利率が確定する定期預金 

　　変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金 

区　　分
平成18年3月期 平成19年3月期

構成比 構成比 合　　計国際業務部門国内業務部門 構成比 構成比 合　　計国際業務部門国内業務部門

    

 

 

 

流動性預金 預金 

譲渡性預金 

総合計 

有利息預金 

定期性預金 

その他 

合計 

固定金利定期預金 

変動金利定期預金 

預金科目別期中平均残高・構成比 （単位：百万円） 

1.流動性預金＝当座預金+普通預金+貯蓄預金+通知預金 

2.定期性預金＝定期預金+定期積金 

　　固定金利定期預金：預入時に満期日迄の利率が確定する定期預金 

　　変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金 

3.国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。 

  

（注） 

（注） 

営
業
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216,539 

205,394 

393,482 

385,392 

140 

3,337 

613,358 

－ 

613,358

216,539 

205,394 

393,482 

385,392 

140 

3,388 

613,409 

－ 

613,409

35.30％ 

33.49 

64.15 

62.83 

0.02 

0.54 

100.00 

－ 

100.00

 

 

 

 

 

50 

50 

－ 

50

 

 

 

 

 

100.00％ 

100.00 

－ 

100.00

199,455 

192,557 

406,555 

397,848 

154 

1,799 

607,809 

71 

607,881

199,455 

192,557 

406,555 

397,848 

 154 

1,821 

607,831 

71 

607,902

32.81％ 

31.68 

66.88 

65.45 

0.03 

0.30 

99.99 

0.01 

100.00

 

 

 

 

 

21 

21 

－ 

21

 

 

 

 

 

100.00％ 

100.00 

－ 

100.00

218,700 

206,423 

383,073 

375,431 

154 

1,826 

603,600 

－ 

603,600

218,700 

206,423 

383,073 

375,431 

154 

1,844 

603,618 

－ 

603,618

36.23％ 

34.19 

63.47 

62.19 

0.02 

0.30 

100.00 

－ 

100.00

 

 

 

 

 

17 

17 

－ 

17

 

 

 

 

 

100.00％ 

100.00 

－ 

100.00

211,778 

204,874 

392,080 

384,414 

144 

1,749 

605,608 

－ 

605,608

211,778 

204,874 

392,080 

384,414 

144 

1,771 

605,630 

－ 

605,630

34.97％ 

33.83 

64.74 

63.47 

0.02 

0.29 

100.00 

－ 

100.00

 

 

 

 

 

22 

22 

－ 

22

 

 

 

 

 

100.00％ 

100.00 

－ 

100.00
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平成18年3月31日 平成19年3月31日

定期預金 

3か月以上6か月未満 

3か月未満 

6か月以上1年未満 

2年以上3年未満 

3年以上 

うち固定金利定期預金 

うち変動金利定期預金 

3か月以上6か月未満 

3か月未満 

1年以上2年未満 

2年以上3年未満 

3か月未満 

6か月以上1年未満 

1年以上2年未満 

2年以上3年未満 

3年以上 

1年以上2年未満 

合　計 

6か月以上1年未満 

3年以上 

3か月以上6か月未満 

区　　分

合　計 

合　計 

定期預金の残存期間別残高 （単位：百万円） 

本表の預金残高には、積立定期預金を含んでおりません。 

区　　分 平成18年3月31日 平成19年3月31日

2,4692,547財形貯蓄残高 

財形貯蓄残高 （単位：百万円） 

区　　分
金　額 構成比金　額

平成18年3月31日

構成比

平成19年3月31日

個　人 

法　人 

その他 

合　計 

預金者別残高・構成比 （単位：百万円） 

（注）譲渡性預金を含んでおりません。 

（注） 

59,389 

66,546 

97,630 

20,475 

18,794 

112,649 

375,486 

61,321 

68,162 

101,529 

47,556 

37,054 

59,708 

375,331 

0 

5 

20 

70 

49 

7 

154

70,851 

64,921 

104,939 

28,446 

39,696 

76,559 

385,412 

70,837 

64,906 

104,931 

28,432 

39,609 

76,557 

385,272 

14 

15 

8 

14 

87 

2 

140
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472,584 

101,380 

29,654 

603,618

78.29％ 

16.80 

4.91 

100.00

479,107 

103,763 

30,538 

613,409

78.11％ 

16.92 

4.98 

100.00



消費者ローン 

住宅ローン 

合　計 

区　　分
国内業務部門 国際業務部門 合　　計国内業務部門 国際業務部門

平成18年3月31日

合　　計

平成19年3月31日

合　　計 

貸出金期末残高 （単位：百万円） 

区　　分
国内業務部門 国際業務部門 合　　計国内業務部門 国際業務部門

平成18年3月期

合　　計

平成19年3月期

貸出金期中平均残高 （単位：百万円） 

（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。 

平成18年3月31日 平成19年3月31日

貸出金 

１年超３年以下 

１年以下 

３年超５年以下 

７年超 

期間の定めのないもの 

変動金利 

固定金利 

１年超３年以下 

１年以下 

５年超７年以下 

７年超 

１年以下 

３年超５年以下 

５年超７年以下 

７年超 

期間の定めのないもの 

５年超７年以下 

３年超５年以下 

期間の定めのないもの 

１年超３年以下 

区　　分

貸出金の残存期間別残高 （単位：百万円） 

（注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。 

区　　分 平成18年3月31日 平成19年3月31日

消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：百万円） 

合　　計 

手形貸付 貸出金 
証書貸付 

当座貸越 

割引手形 

手形貸付 貸出金 

証書貸付 

当座貸越 

割引手形 

合　計 

37,863 

367,012 

22,763 

4,826 

432,465

37,863 

367,012 

22,763 

4,826 

432,465

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

38,311 

360,853 

23,590 

4,421 

427,176

38,311 

360,853 

23,590 

4,421 

427,176

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

36,075 

366,985 

22,043 

4,285 

429,389

36,075 

366,985 

22,043 

4,285 

429,389

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

37,981 

361,409 

24,634 

4,578 

428,603

37,981 

361,409 

24,634 

4,578 

428,603

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

52,715 

28,659 

49,281 

33,278 

245,767 

22,763 

432,465 

 

13,819 

27,570 

23,400 

191,384 

2,189 

 

14,839 

21,710 

9,877 

54,382 

20,573

62,243 

25,691 

45,157 

30,244 

240,248 

23,590 

427,176 

 

12,509 

27,952 

22,993 

201,537 

2,439 

 

13,182 

17,205 

7,251 

38,711 

21,150

11,562 

127,087 

138,650

12,652 

128,684 

141,336

52
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平成18年3月31日

業種別貸出状況 （単位：百万円） 

区　　分
貸出金残高 構　成　比貸出金残高 構　成　比

平成18年3月31日 平成19年3月31日

設備資金 

運転資金 

合　計 

貸出金使途別残高・構成比 （単位：百万円） 

運輸業 

貸出金残高貸出先数 構成比貸出金残高貸出先数 構成比

合　計 

区　　分

製造業 

農業 

林業 

漁業 

鉱業 

建設業 

電気・ガス・熱供給・水道業 

情報通信業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

各種サービス業 

地方公共団体 

その他 

平成19年3月31日

983先 

273 

21 

21 

13 

1,872 

50 

18 

233 

1,592 

61 

621 

2,140 

20 

35,565 

43,483 

 

6.60％ 

0.36 

0.05 

0.27 

0.21 

9.26 

0.10 

0.38 

2.01 

6.91 

4.44 

10.10 

14.11 

9.20 

36.00 

100.00 

 

28,547 

1,555 

215 

1,169 

907 

40,058 

432 

1,637 

8,686 

29,877 

19,187 

43,683 

61,049 

39,783 

155,673 

432,465 

 

999先 

302　 

30　 

20　 

14　 

1,819　 

60　 

16　 

221　 

1,604　 

58　 

367　 

2,096　 

19　 

38,122　 

45,747　 

27,547 

3,072 

252 

1,140 

711 

39,722 

694 

1,322 

9,087 

29,365 

21,568 

29,516 

65,636 

24,431 

173,105 

427,176

6.44% 

0.71　 

0.06　 

0.27　 

0.17　 

9.30　 

0.16　 

0.31　 

2.13　 

6.88　 

5.05　 

6.91　 

15.37　 

5.72　 

40.52　 

100.00　 

227,231 

205,233 

432,465

52.54% 

47.46 

100.00

233,933 

193,242 

427,176

54.76% 

45.24 

100.00 営
業
の
状
況 
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区　　分

破綻先債権額 

延滞債権額 

3カ月以上延滞債権額 

貸出条件緩和債権額 

合　計 

平成18年3月31日 平成19年3月31日

リスク管理債権 （単位：百万円） 

区　　分

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

危険債権 

要管理債権 

正常債権 

平成18年3月31日 平成19年3月31日

（計） 

合計 

金融再生法開示債権 （単位：百万円） 

区　　分

総貸出金（A） 

（B）／（A） 

中小企業等 
貸出金（B） 

平成18年3月31日 平成19年3月31日

貸出先数 

残高 

貸出先数 

残高 

貸出先数 

残高 

中小企業等に対する貸出金 （単位：百万円） 

　資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第6条に基づき、当行の貸借対照表の社債（当該
社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が証券取引法（昭和
23年法律第25号）第2条第3項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）、貸出金、外国為替、その他資産中の未収利息及び仮払金、支払承
諾見返の各勘定に計上されるもの並びに貸借対照表に注記することとされている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借
又は賃貸借契約によるものに限る。）について債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として次のとおり区分するものであります。 

1.破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債
　権及びこれらに準ずる債権であります。 

2.危険債権
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができな
　い可能性の高い債権であります。 

3.要管理債権
　要管理債権とは、3カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権であります。 

4.正常債権
　正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記1から3までに掲げる債権以外のものに区分される債権であります。 

（注）破綻先債権、延滞債権、3カ月以上延滞債権、貸出条件緩和債権の内容については、40ページに記載のとおりであります。 

（注）中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業は100

　　　人、小売業は50人、サービス業は100人）以下の会社及び個人であります。 

1,771 

21,096 

90 

5,362 

28,320

2,879 

24,905 

93 

7,600 

35,478

9,114 

19,541 

7,693 

（36,350） 

396,553 

432,904

先 

先 

45,747　 

427,176　 

45,664　 

378,946　 

99.82% 

88.71%

7,768 

15,692 

5,452 

（28,912） 

408,789 

437,702

営
業
の
状
況 

43,483　 

432,465　 

43,391　 

363,940　 

99.78% 

84.15%

先 

先 



平成19年3月期

目的使用 その他
前期末残高
（平成18年3月31日）

当期末残高
（平成19年3月31日）当期増加額

当期減少額
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特定海外債権残高

区　　分

区　　分

口　数 金　額口　数 金　額

平成18年3月31日 平成19年3月31日

手形引受 

信用状 

保証 

合　計 

支払承諾の残高内訳

貸倒引当金明細表

（単位：百万円） 

支払承諾見返の担保別内訳 （単位：百万円） 貸出金の担保別内訳 （単位：百万円） 

（単位：百万円） 

区　　分

有価証券 

債権 

商品 

不動産 

その他 

計 

保証 

信用 

合　計 

合　計 

平成18年3月31日 平成19年3月31日 区　　分

有価証券 

債権 

商品 

不動産 

その他 

計 

保証 

信用 

合　計 

平成18年3月31日 平成19年3月31日

該当ありません。 

区　　分

貸出金償却額 

平成18年3月期 平成19年3月期

平成18年3月期

916575

貸出金償却額 （単位：百万円） 

目的使用 その他
前期末残高
（平成17年3月31日）

当期末残高
（平成18年3月31日）当期増加額

当期減少額

一般貸倒引当金 

個別貸倒引当金 

貸倒引当金 

※1  洗替による取崩額 

※2  主として税法による取崩額 

営
業
の
状
況 

37 

－

4,699

4,736

－ 

－ 

－

263

75 

339 

704 

3,693 

4,736

4,628 

11,916 

16,545

3,830 

7,981 

11,812

－ 

5,245 

5,245

4,628 

6,671 

11,300

3,830 

7,981 

11,812

3,830 

7,981 

11,812

2,366 

5,796 

8,163

－ 

2,160 

2,160

3,830 

5,821 

9,651

2,366 

5,796 

8,163

1,745 

408 

616 

101,304

11,118 

115,193 

176,388 

135,594 

427,176

1,476 

109 

－ 

91,561 

9,518 

102,666 

173,069 

156,729 

432,465

0 

－ 

－ 

235 

16 

252 

24 

1,543 

1,820

6 

－

491

497

件 件 － 

－ 

1,820 

1,820

－ 

－ 

403 

403



56

区　　分 国内業務部門国内業務部門 国際業務部門国際業務部門

平成18年3月31日

残　高 残　高残　高 構成比 構成比構成比 残　高 構成比
合　計 合　計

平成19年3月31日

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

外国債券 

外国株式 

保有有価証券期末残高 （単位：百万円） 

 

合　計 

 1,592

35,528

60,900

16,971

6,463

121,455

－ 

－ 

－ 

－ 

22,394

－　 

－%

－　 

－　 

100.00　 

22,394

－ 

100.00　 

－　 

22,394 100.00　 

29.25%

1.31　 

50.14　 

13.98　 

5.32　 

1,592

35,528

60,900

16,971

28,858

22,394

－ 

100.00　 143,850

区　　分 国内業務部門国内業務部門 国際業務部門国際業務部門

平成18年3月期

残　高 残　高残　高 残　高 構成比 構成比構成比 構成比
合　計 合　計

平成19年3月期

国債 

地方債 

社債 

株式 

商品国債 

商品地方債 

商品政府保証債 

その他の証券 

外国債券 

外国株式 

保有有価証券平均残高 （単位：百万円） 

 

合　計 

 642

39,260

64,290

10,668

5,036

119,897

－ 

－ 

－ 

－ 

22,221

22,221

－ 

22,221

－　 

－%

－　 

－　 

100.00　 

100.00　 

－ 

100.00　 

0.54　 

32.74%

53.62　 

8.90　 

4.20　 

100.00　 

642

39,260

64,290

10,668

27,257

22,221

－ 

142,118

国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。 （注） 

平成19年3月期平成18年3月期

8,607

－ 

－ 

8,607

区　　分

合　計 

公共債ディーリング実績

（単位：百万円） （単位：百万円） 商品有価証券売買高

国債 

地方債・政府保証債 

平成19年3月期平成18年3月期

   752

2,960

3,712

区　　分

合　計 

公共債の引受 （単位：百万円） 

国債 

地方債・政府保証債 

証券投資信託 

平成19年3月期平成18年3月期

1,395

480

1,875

43,335

区　　分

合　計 

国債等公共債及び証券投資信託の窓口販売 （単位：百万円） 

商品国債 

商品地方債 

商品政府保証債 

平成19年3月期平成18年3月期区　　分

合　計 

商品有価証券平均残高

営
業
の
状
況 

営業の状況［証券業務］

34,778 

2,607 

49,263 

19,620 

5,191 

 

 

111,461

31.20% 

2.34 

44.20 

17.60 

4.66 

 

 

100.00 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

22,945 

22,945 

－ 

22,945 

 

－% 

－ 

－ 

－ 

100.00 

100.00 

－ 

100.00 

 

 

34,778 

2,607 

49,263 

19,620 

28,137 

22,945 

－ 

134,407 

 

37,270 

2,071 

59,222 

13,664 

5,362 

 

 

117,591 

 

31.70% 

1.76 

50.36 

11.62 

4.56 

 

 

100.00 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

22,603 

22,603 

－ 

22,603

－% 

－ 

－ 

－ 

100.00 

100.00 

－ 

100.00 

 

 

37,270 

2,071 

59,222 

13,664 

27,966 

22,603 

－ 

140,194 

 

15,613 

3 

－ 

15,617

－ 

3,500 

3,500

1,127 

500 

1,627 

37,756

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 
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区　　分 平成19年3月31日平成18年3月31日

4,229

3,035

2,952

3,906

6,339

15,064

－ 

35,528

－ 

－ 

1,592

－ 

－ 

－ 

－ 

1,592

3,794

14,116

21,895

10,540

7,752

2,800

－ 

60,900

2,263

106

581

864

6,827

11,751

6,463

28,858

2,263

106

581

864

6,827

11,751

－ 

22,394

－ 

16,971

国債 1年以下 

1年超3年以下 

3年超5年以下 

5年超7年以下 

7年超10年以下 

10年超 

期間の定めのないもの 

合　計 

1年以下 

1年超3年以下 

3年超5年以下 

5年超7年以下 

7年超10年以下 

10年超 

期間の定めのないもの 

合　計 

1年以下 

1年超3年以下 

3年超5年以下 

5年超7年以下 

7年超10年以下 

10年超 

期間の定めのないもの 

合　計 

1年以下 

1年超3年以下 

3年超5年以下 

5年超7年以下 

7年超10年以下 

10年超 

期間の定めのないもの 

期間の定めのないもの 

合　計 

1年以下 

1年超3年以下 

3年超5年以下 

5年超7年以下 

7年超10年以下 

10年超 

期間の定めのないもの 

合　計 

地方債 

株式 期間の定めのないもの 

社債 

その他の証券 

外国債券 

外国株式 

有価証券の残存期間別残高 （単位：百万円） 

営
業
の
状
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4,007 

1,689 

2,995 

6,330 

4,465 

15,291 

－ 

34,778 

－ 

103 

2,504 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,607 

6,211 

15,831 

13,060 

884 

10,116 

3,159 

－ 

49,263 

19,620 

1,057 

99 

577 

1,568 

6,339 

13,303 

5,191 

28,137 

1,057 

99 

577 

1,568 

6,339 

13,303 

－ 

22,945 

－ 



営業の状況［国際業務・内国為替業務］
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営
業
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口　数

区　　分

仕向為替 

買入為替 

売渡為替 

取立為替 

支払為替 被仕向為替 

平成18年3月期 平成19年3月期

外国為替取扱高 （単位：百万ドル） 

合　　計 

79

3

 5

0

89

区　　分

外貨建資産残高 

平成18年3月31日 平成19年3月31日

23,31122,864

国際部門資産残高 （単位：百万円） 

区　　分

送金為替 

代金取立 

各地へ向けた分 

各地より受けた分 

各地へ向けた分 

各地より受けた分 

平成19年3月期

金　額

平成18年3月期

口　数 金　額

内国為替取扱高 （単位：百万円） 

 

1,756

2,071

45

45

1,020,483

980,091

41,249

40,609

千口 千口 

86 

4 

4 

0 

95

1,713 

2,042 

43 

40

1,046,042 

1,027,668 

41,054 

38,559



営業の状況［有価証券、金銭の信託関係］
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営
業
の
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有価証券情報

その他 

取得原価取得原価
貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

2,685 2,685 ― ― ― ― ― 2,693 2,693 ― ― 

1年以内1年以内 1年超5年以内1年超5年以内 5年超10年以内5年超10年以内 10年超10年超
平成19年3月31日

債券 

区　　分

国債 

地方債  

社債 

その他 

合　計 

平成18年3月31日

62

6,829

3,035

― 

3,794

6,892

687

44,786

7,181

1,592

36,011

45,473

8,893

28,539

10,246

― 

18,293

37,432

12,751

17,865

15,064

― 

2,800

30,617

その他の金銭の信託 

区　　分

その他有価証券 

平成19年3月期平成18年3月期
売却額売却額 売却益の合計額売却益の合計額 売却損の合計額売却損の合計額

29,856 299 81927,404 715 100

区　　分
平成19年3月31日平成18年3月31日

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

取得原価 取得原価
うち益 うち損 うち益 うち損

評　価　差　額 評　価　差　額

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円） 

区　　分

その他有価証券 非上場株式 
非上場その他の証券 
出資証券 

平成18年3月31日 平成19年3月31日
　732
2,637
478

区　　分

株式 

債券 

国債 

地方債 

社債 

合　計 

平成19年3月31日平成18年3月31日
評価差額
うち益 うち損うち益 うち損

評価差額

10,473

87,399

31,720

1,620

54,059

13,419

111,292

15,742

84,803

30,528

1,592

52,682

13,898

114,444

5,269

△2,596

△1,191

△27

△1,376

478

3,152

5,487

5

0

─ 

4

883

6,375

217

2,601

1,192

27

1,380

404

3,223

その他 

区　　分

株式 

債券 

国債 

地方債 

社債 

合　計 

平成19年3月31日平成18年3月31日
差　　　額
うち益 うち損うち益 うち損

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

差　　　額

― 

10,443

4,942

― 

5,500

13,879

24,322

― 

10,579

4,999

― 

5,579

14,482

25,061

― 

△136

△56

― 

△79

△602

△738

― 

― 

― 

― 

― 

37

37

― 

136

56

― 

79

639

775

2. その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

3. 期中に売却したその他有価証券 （単位：百万円） 

4. 時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 （単位：百万円） 

5. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 （単位：百万円） 

（単位：百万円） 

1.貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 
2.減損処理にあたり、時価のある銘柄は期末日における時価の帳簿価額に対する下落率が50%以上の銘柄について、一律減損処理しております。 
　また、下落率が30%以上50%未満の銘柄については、原則として、過去1年以上下落率が30%以上で推移した場合に、時価が著しく下落したものとして、  
　時価の推移や発行会社の業績の推移などを考慮のうえ、回復する見込みがないと判断される銘柄を減損処理することとしております。 

（注） 

金銭の信託情報

時　価 時　価

―　  

10,581 

4,999 

－ 

5,582 

11,501 

22,083 

 

―　  

10,639 

5,043 

－ 

5,595 

11,214 

21,854

―　  

57 

44 

－ 

13 

△287 

△229

―　  

62 

44 

－ 

18 

54 

117

―　  

4 

－ 

－ 

4 

342 

346

13,981 

74,643 

30,642 

2,618 

41,382 

15,781 

104,406

10,218 

4,007 

－ 

6,211 

59 

10,278

36,184 

4,684 

2,607 

28,892 

675 

36,860

21,795 

10,795 

－ 

11,000 

7,907 

29,703

18,450 

15,291 

－ 

3,159 

14,303 

32,754

18,484 

73,532 

29,779 

2,607 

41,145 

16,177 

108,194

639 
2,536 
458

4,503 

△1,110 

△862 

△11 

△237 

395 

3,787

5,071 

139 

20 

1 

116 

743 

5,954

568 

1,250 

883 

12 

353 

347 

2,166
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営業の状況［デリバティブ取引等情報］

合　計 

デリバティブ取引情報

1.取引の状況に関する事項

●平成18年3月期（平成17年4月1日から平成18年3月31日まで）
　当行の取扱っているデリバティブ取引は、金利関連取引では金利スワップ取引、通貨関連取引では為替予約取引であります。 
　当行では、金利リスクを回避するため金利スワップ取引を、為替リスクを回避するため為替予約取引を利用しています。また、取引先の輸出入取引等に伴う為
替リスク回避ニーズにお応えするためにも為替予約取引を行っています。これらは、すべてリスクヘッジを目的としたものであり、投機目的での積極的利用は行
わない方針です。デリバティブ取引に関するリスクとしては、金利・為替等の変動によって損失を被るリスク（市場リスク）と取引相手方が契約不履行に陥った場
合に損失が発生するリスク（信用リスク）等があります。当行では、リスク管理の観点から、デリバティブ取引に関する取引の権限、取引の手続き等リスク管理上
の規定を制定し、取引の実行及び管理は証券国際部が行い、毎月末時点における想定元本残高、信用リスク、為替リスク等の状況を常務会へ報告しております。 
　なお、金利関連取引における金利スワップについては、「金利スワップの特例処理」によるヘッジ会計を適用しておりますので、後記「取引の時価等に関する事
項」の記載を省略しております。 

●平成19年3月期（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）
　当行の取り扱っているデリバティブ取引は、金利関連取引では金利スワップ取引、通貨関連取引では為替予約取引であります。 
　当行では、金利リスクを回避するため金利スワップ取引を、為替リスクを回避するため為替予約取引を利用しています。また、取引先の輸出入取引等に伴う為
替リスク回避ニーズにお応えするためにも為替予約取引を行っています。これらは、すべてリスクヘッジを目的としたものであり、投機目的での積極的利用は行
わない方針です。デリバティブ取引に関するリスクとしては、金利・為替等の変動によって損失を被るリスク（市場リスク）と取引相手方が契約不履行に陥った場
合に損失が発生するリスク（信用リスク）等があります。当行では、リスク管理の観点から、デリバティブ取引に関する取引の権限、取引の手続き等リスク管理上
の規定を制定し、取引の実行及び管理は証券国際部が行い、毎月末時点における想定元本残高、信用リスク、為替リスク等の状況を常務会へ報告しております。 
　なお、金利関連取引における金利スワップについては、「金利スワップの特例処理」によるヘッジ会計を適用しておりますので、後記「取引の時価等に関する事
項」の記載を省略しております。 

金利関連取引 

平成18年3月31日 平成19年3月31日

該当ありません。 該当ありません。 

（1）金利関連取引 

区　　分

（2）通貨関連取引

売建 

買建 

売建 

買建 

2.取引の時価等に関する事項

通貨オプション 

通貨スワップ 

その他 

区　　分

取引所 

店頭 

通貨先物 

売建 

買建 

為替予約 

売建 

買建 

通貨オプション 

売建 

買建 

平成19年3月31日

契約額等
うち1年超

時　価 評価損益

（単位：百万円） 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

7 

44 

－ 

－ 

－ 

－ 

51

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

7 

44 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

△0 

0 

－ 

－ 

－ 

－ 

0

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

41 

70 

－ 

－ 

－ 

－ 

112

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

40 

69 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

△0 

1 

－ 

－ 

－ 

－ 

0

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 
合　計 

売建 

買建 

売建 

買建 

通貨オプション 

通貨スワップ 

その他 

区　　分

取引所 

店頭 

通貨先物 

売建 

買建 

為替予約 

売建 

買建 

通貨オプション 

売建 

買建 

平成18年3月31日

契約額等
うち1年超

時　価 評価損益

（単位：百万円） 

（注） 1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上

の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付さ

れたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いております。 

2.時価の算定 

　割引現在価値等により算定しております。 
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1.自己資本比率については国内基準を採用しておりますが、上記計数は国際統一基準に基づくもので、信用リスク（取引相手が契約不履行に陥った場合に被る

　可能性のある損失額）相当額の算出に当たってはカレント・エクスポージャー方式を採用しております。 

2.信用リスク相当額については、ネッティング（取引相手と結んだ全てのオフバランス取引の時価評価額を相殺し、ネットアウト後の金額を信用リスク相当額

　とするもの）は行っておりません。 

3.なお、国際統一基準の対象となっていない取引所取引、原契約期間が14日以内の外国為替関連取引等の契約金額・想定元本額は下記のとおりであります。 

（注） 

平成18年3月31日

契約金額・想定元本額 信用リスク相当額

平成19年3月31日

契約金額・想定元本額 信用リスク相当額

51

51

－ 

－ 

110

110

1

1

区　　分

先物外国為替取引 

合　　計 

先物外国為替取引情報 （単位：百万円） 

平成18年3月31日

契約金額・想定元本額

平成19年3月31日

契約金額・想定元本額

40

40

51

51

区　　分

先物外国為替取引 

合　　計 

（単位：百万円） 

株式関連取引 

平成18年3月31日

該当ありません。 

区　　分 平成19年3月31日

（3）株式関連取引

債券関連取引 

平成18年3月31日

該当ありません。 

区　　分 平成19年3月31日

（4）債券関連取引

商品関連取引 

クレジットデリバティブ取引 

平成18年3月31日

該当ありません。 

区　　分 平成19年3月31日

（5）商品関連取引

平成18年3月31日

該当ありません。 

該当ありません。 

該当ありません。 

該当ありません。 

該当ありません。 

区　　分 平成19年3月31日

（6）クレジットデリバティブ取引



区　　分 平成19年3月期

資本経常利益率 

総資産当期純利益率 

資本当期純利益率 

総資産経常利益率 

16.71

0.31

9.59

0.55

平成18年3月期

（単位：%） 

経常（当期純）利益 

総資産（除く支払承諾見返）平均残高 

経常（当期純）利益 

資本勘定平均残高 

利益率

（注）1. 総資産経常（当期純）利益率＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100 

 

　　　2. 資本経常（当期純）利益率＝　　　　　　　　　　 ×100 

 　　　3. 総資産（除く支払承諾見返）平均残高及び資本勘定平均残高は、期首と期末の単純平均により算出しております。 
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0.46 

11.94 

0.59 

15.23

経営指標

項　　目 平成19年3月31日平成18年3月31日

自己資本比率の状況──単体自己資本比率（国内基準） （単位：百万円） 

（注）告示第41条第1項第4号及び第5号（旧告示第31条第1項第4号及び第5号）に掲げるものであります。 
　　　ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が5年を超えるものに限られております。 

資本金  14,256 14,443 

うち非累積的永久優先株  ― ― 

新株式申込証拠金  ― ― 

資本準備金  807 994 

その他資本剰余金  0 ― 

利益準備金  60 60 

任意積立金  3,500 ――      

次期繰越利益  959 ――      

その他利益剰余金  ――      8,301 

その他  ― ― 

自己株式（△）  34 37 

自己株式申込証拠金  ― ― 

社外流出予定額（△）  ――      184 

その他有価証券の評価差損（△）  ― ― 

新株予約権  ――      ― 

営業権相当額（△）  ― ― 

のれん相当額（△）  ――      ― 

企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）  ― ― 

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△）  ――      1,113 

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）  ― ― 

繰延税金資産の控除金額（△）  ― ― 

計 （Ａ） 19,549 22,464 

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券  ― ― 

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額  1,739 1,739 

一般貸倒引当金  1,961 2,141 

負債性資本調達手段等  1,988 4,557 

うち永久劣後債務  ― ― 

うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注）  1,988 4,557 

計  5,688 8,438 

うち自己資本への算入額 （Ｂ） 5,688 8,438 

控除項目 （Ｃ） ― ― 

（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） 25,237 30,902 

資産（オン・バランス）項目  303,782 312,210 

オフ・バランス取引等項目  10,041 4,626 

信用リスク・アセットの額 （Ｅ） 313,824 316,837 

オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（Ｇ）／8％） （Ｆ） ――      25,869 

（参考）オペレーショナル・リスク相当額 （Ｇ） ――      2,069 

※計（Ｅ）＋（Ｆ） （Ｈ） 313,824 342,706 

単体自己資本比率（国内基準）＝Ｄ／Ｈ×100（％）  8.04 9.01 

（参考）TierⅠ比率＝Ａ／Ｈ×100（％）  ――      6.55

基本的項目 
（TierⅠ） 

補完的項目 
（TierⅡ） 

控除項目 

自己資本額 

リスク・アセット等 
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国内業務部門国内業務部門 国際業務部門 合　　計 国際業務部門 合　　計

0.50

1.95

1.47

0.48

2.34

1.84

2.03

1.49

0.54

0.40

1.96

1.59

0.37

2.28

1.88

2.04

1.60

0.44

区　　分

資金運用利回 

資金調達原価 

総資金利鞘 

平成19年3月期平成18年3月期

利鞘（国内・国際業務部門別） （単位：%） 

国内業務部門国内業務部門 国際業務部門 合　　計 国際業務部門 合　　計

427,176　 

613,358　 

69.64%

70.50%

427,176　 

613,409　 

69.18%

70.14%

－　 

50　 

－　 

－　 

432,465　 

603,600　 

71.64%

70.90%

432,465　 

603,618　 

71.09%

70.42%

－　 

17　 

－　 

－　 

区　　分

貸出金 

預金 

預貸率 

期中平均 

（A）／（B） 

（A）／（B） 

（B） 

（B） 

（A） 

（A） 

平成19年3月期平成18年3月期

貸出金の預金に対する比率 （単位：百万円） 

（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。 

国内業務部門国内業務部門 国際業務部門 合　　計 国際業務部門 合　　計

121,455　 

613,358　 

19.80%

22,394　 

50　 

143,850　 

613,409　 

44,406.76% 23.45%

19.72% 63,130.33% 23.37%

111,461　 

603,600　 

18.46%

22,945　 

17　 

134,407　 

603,618　 

127,537.48% 22.26%

19.41% 101,845.49% 23.14%

区　　分

有価証券 

預金 

預証率 

期中平均 

平成19年3月期平成18年3月期

有価証券の預金に対する比率 （単位：百万円） 

（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。 

預貸率 

預証率 

経
営
指
標 
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庶務行員等 

区　　分
国内店 合　計国内店 合　計

平成18年3月31日 平成19年3月31日

1店舗当たり貸出金 6,864

9,581

6,864

9,581

6,780

9,736

6,780

9,7361店舗当たり預金 

1店舗当たり預金及び貸出金 （単位：百万円） 

区　　分
国内店 合　計国内店 合　計

平成18年3月31日 平成19年3月31日

従業員1人当たり貸出金 　  737

1,030

　  737

1,030

　728

1,046

　728

1,046従業員1人当たり預金 

従業員1人当たり預金及び貸出金 （単位：百万円） 

（注）上記の計数は、期中平均人員（平成18年3月期607人、平成19年3月期586人）により算出しております。 

区　　分

事務員 

男性 

女性 

計 

男性 

女性 

計 

従業員数 平均年令 平均勤続年数 平均給与月額

従業員の状況 （平成19年3月31日現在） 

 

（注）1. 従業員数は、嘱託及び臨時雇員計351人を含んでおりません。 

　　　2. 平均給与月額は、3月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与は含んでおりません。 

　　　3. 従業員の定年は、満60歳に達した日の属する月末としております。ただし、当行が必要と認めたときは、嘱託として期限を定めて再雇用することがあります。 経
営
指
標 

477 

122 

599 

－ 

－ 

－ 

44.3歳 

32.3 

41.8 

－ 

－ 

－ 

22.2年 

11.8 

20.1 

－ 

－ 

－ 

367千円 

232 

339 

－ 

－ 

－ 
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増資年月日

昭和49年 4 月 1 日 

増資後資本金

昭和51年 4 月 1 日 

昭和55年10月 1 日 

昭和63年12月29日 

平成 4 年12月10日 

平成 9 年 4 月 1 日 

平成12年 3 月 1 日 

平成14年 7 月18日 

800

1,400

1,540

2,880

3,960

5,130

8,468

13,446

平成17年 3 月31日 

平成17年 8 月19日 

13,469

14,256

平成19年 3 月31日 14,443

資本金の推移 （単位：百万円） 

区　　分
単元未満
株式の状況
（株） 

株式の状況（1単元の株式数1,000株）

所有株式数（単元） 

政府及び
地方公共団体 金融機関 証券会社

その他の
法　人 外国法人等

外国法人等
（うち個人）

個　人
その他 計

株主数（人） 

所有株式数の割合（％） 

所有者別状況 （平成19年3月31日現在） 

（注）1. 自己株式148,383株は、「個人その他」に148単元、「単元未満株式の状況」に383株含まれております。 

　　　2. 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、10単元含まれております。 

区　　分

株式の状況（1単元の株式数1,000株）

1,000単元
以　上

500単元
以　上

100単元
以　上

50単元
以　上

10単元
以　上

5単元
以　上

1単元
以　上 計

株主数（人） 

　割　 合（％） 

所有株式数（単元） 

1,204

20.71

25,217

58

30.42

37,035

36

1.57

1,908

64

8.56

10,426

8,522

38.74

47,161

9,884

100.00

121,747

ー 

ー 

1,084,640

0.00

1

1－ 

－ 

－ 

26.86

17

32,697

0.17

8.14

14

9,909

0.14

17.58

105

21,406

1.06

6.56

118

7,987

1.19

23.51

1,691

28,627

17.11

7.36

1,493

8,957

15.11

9.99

6,446

12,164

65.22

100.00

9,884

121,747

100.00

1,084,640

－ 

－ 

－ 

　割　 合（％） 

所有数別状況 （平成19年3月31日現在） 

（注）1.「100単元以上」及び「単元未満株式の状況」の欄には、自己株式が、それぞれ148単元及び383株含まれております。 

　　　2.「1単元以上」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、10単元含まれております。 

氏名または名称 住　　　所
所有株式数
（千株） 

議決権比率
（％） 

大株主の状況 （平成19年3月31日現在） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 

株式会社損害保険ジャパン 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

大東銀行行員持株会 

株式会社東邦銀行 

株式会社東和銀行 

野村信託銀行株式会社（信託口） 

ザ バンク オブ ニューヨーク ージャスディック トリーティー アカウント 

株式会社豊和銀行 

合　　　計 

東京都中央区晴海一丁目8番11号 

東京都中央区晴海一丁目8番11号 

東京都新宿区西新宿一丁目26番1号 

東京都港区浜松町二丁目11番3号 

福島県郡山市中町19番1号 

福島県福島市大町3番25号 

群馬県前橋市本町二丁目12番6号 

東京都千代田区大手町二丁目2番2号 

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN, 1040 BRUSSELS,BELGIUM 

大分県大分市王子中町4番10号 

4.52 

2.95 

2.40 

2.17 

2.05 

1.61 

1.57 

1.07 

1.06 

1.04 

20.48

4.47 

2.92 

2.38 

2.15 

2.03 

1.60 

1.56 

1.06 

1.04 

1.03 

20.28

5,500 

3,589 

2,925 

2,644 

2,495 

1,965 

1,918 

1,311 

1,289 

1,276 

24,913

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

単元未満
株式の状況
（株） 

資
本
・
株
式
の
状
況 

資本・株式の状況



 名　　　称 主要な業務の内容 

 株式会社大東クレジットサービス クレジットカード業務 

 株式会社大東リース リース業務、信用保証業務 

 自己資本調達手段 概　　　要  

普通株式（122百万株） 完全議決権株式 

期限付劣後債務  

  劣後特約付借入金（2,060百万円） TierⅡ（補完的項目)への算入額 
 1,932百万円 

  劣後特約付新株予約権付社債　 TierⅡ（補完的項目)への算入額 
  　　　　　　   （2,625百万円） 2,625百万円 
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バーゼルⅡ　第3の柱(市場規律)に基づく開示

 
　銀行法施行規則(昭和57年大蔵省令第10号。以下｢規則｣という。)
第19条の2第1項第5号ニに規定する自己資本の充実の状況につ
いて金融庁長官が別に定める事項(平成19年3月23日　金融庁告
示第15号、いわゆるバーゼルⅡ第3の柱(市場規律))として、事業
年度に係る説明書類に記載すべき事項を当該告示に則り、本章で
開示します。 
　本章中における｢告示｣は平成18年3月27日　金融庁告示第19
号、いわゆるバーゼルⅡ第1の柱(最低所要自己資本比率)を指して
おります。 
　なお、バーゼルⅡ導入前となる前年度計数のうち、算定を行っ
ていないもの等については、記載を省略しております。 

 
 
【定性的な開示事項】

1. 連結の範囲に関する事項
（1）自己資本比率告示第26条に規定する連結自己資本比率を算出す

る対象となる会社の集団(以下｢連結グループ｣という。)に属する
会社と連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭
和51年大蔵省令第28号。以下｢連結財務諸表規則｣という。)に
基づき連結の範囲に含まれる会社との相違点。 
連結自己資本比率を算出する対象となる連結グループに属す
る会社と連結財務諸表規則に基づく連結の範囲に含まれる会
社に相違点はありません。 

（2）連結グループのうち、連結子会社の数並びに名称及び主要な業務の内容 
連結グループに属する連結子会社は2社です。 

 
 
 
 

（3）自己資本比率告示第32条が適用される金融業務を営む関連法人
等の数並びに主要な金融業務を営む関連法人等の名称及び主要な
業務の内容 
該当ありません。 

（4）自己資本比率告示第31条第1項第2号イからハまでに掲げる控除
項目の対象となる会社の数並びに主要な会社の名称及び主要な業
務の内容 
該当ありません。 

（5）銀行法（昭和56年法律第59号。以下｢法｣という。)第16条の2
第1号第11号に掲げる会社のうち従属業務を専ら営むもの又は
同項第12号に掲げる会社であって、連結グループに属していな
い会社の数並びに主要な会社の名称及び主要な業務の内容 
該当ありません。 

（6）連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等の概要 
　銀行法における大口信用供与規制といった一般法令上の制約の
ほか、連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等は
特段ございません。 

2. 自己資本調達手段の概要
自己資本調達手段（平成19年3月末） 
 
 
 
 
 
 

3. 自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当行では、信用リスク、市場リスク（銀行勘定における金利リスク
を含む)、オペレーショナル・リスク等の各種リスクについて、それ
ぞれのリスクに適したリスク管理を行うとともに、各種リスクを横断
的に把握・評価し、それらのリスクがTierⅠ（基本的項目)及び劣後
特約付借入金の合計額を超えないようにモニタリングすることで、自
己資本の充実度を確認しております。 
　また、自己資本比率、TierⅠ比率及び繰延税金資産対TeirⅠ比率
等を主な指標とし、充分な自己資本の確保と質の向上に努めており
ます。 

4. 信用リスク管理の方針及び手続の概要 
（1）信用リスク管理の方針及び手続きの概要 

① リスク管理の方針及び手続きの概要 
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況等の悪化に起因して、
資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクをいいます。 
　当行では、個別債務者に対する厳正な与信審査・管理を行
うことで個別債務者の信用リスクを管理するとともに、ポー
トフォリオ管理により銀行全体のポートフォリオの信用リス
クの分散を図っております。 
　個別債務者の信用リスク管理については、審査部門が個別
債務者毎に財務分析、業界動向、資金使途、返済計画等の評
価を行っています。評価は、新規与信実行時及び、実行後の
自己査定において定期的に行い、常に個別債務者の信用状況
を把握するよう努めています。自己査定とは、債務者区分及
び担保・保証等の状況をもとに、債権の回収の危険性の度合
いに応じて資産の分類を行うものです。審査部門は、自己査
定の集計結果等を経営陣に報告しています。 
　銀行全体の与信ポートフォリオについては、クレジット・
ポリシー（CP）に基づき審査部門が業種集中度合や大口集中
度合等のモニタリングを定期的に行い、集中リスクを排除し
たポートフォリオ構築を図っており、モニタリング結果を定
期的に経営陣に報告を行っております。 
　また、当行では行内格付制度を導入しています。行内格付制
度は、個別債務者に信用度に応じた信用格付を付与して分類す
るもので、当行では、案件審査や与信管理、与信ポートフォリ
オのモニタリングを行う上で、行内格付を利用しております。 
　信用リスクについては月次ベースにて計量化を行い、定期
的に常務会へ報告しているほか、信用リスク管理に活用して
おります。 

② 自己査定と償却・引当 
　当行では、金融検査マニュアル等に則した「自己査定基準書」
及び「償却及び引当金の計上規程」を定め、自己査定を定期
的に行い、適切な償却・引当を行っています。連結子会社に
おいても、当行の基準に準じた規定を定め、自己査定及び償却・
引当を実施しています。 
　貸倒引当金は、「償却及び引当金の計上規程」に基づいて
計上しており、債務者区分が「正常先」「要注意先」「要管
理先」に該当する債権については、債務者区分毎に、過去の
貸倒実績から計算した将来の予想損失額を一般貸倒引当金に
計上しています。「破綻懸念先」に該当する債権については、
担保・保証等により回収が見込まれる部分以外の額について、
過去の貸倒実績から計算した将来の予想損失額を個別貸倒引
当金に計上しております。「実質破綻先」「破綻先」に該当
する債権については、担保・保証等により回収が見込まれる
部分以外の額について、その全額を直接償却又は個別貸倒引
当金に計上しております。 

（2）標準的手法が適用されるポートフォリオに関する事項 
　当行では、保有資産のリスク・ウェイトの判定に使用する適格
格付は、株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ)及び株式会社格付投
資情報センター（Ｒ＆Ｉ)の格付を使用しております。なお、エ
クスポージャーごとの格付機関の使い分けは行っておりません。 

5. 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　信用リスク削減手法とは、担保、保証、貸出金と預金の相殺、クレ
ジット・デリバティブ等により、保有債権のリスクを削減する手法を
いいます。 
　当行では、貸出等の与信行為を行うにあたり、返済可能性に関する
十分な検証を行っておりますが、その上で、信用リスクを軽減するた
めに、担保や保証等をいただくことがあります。当行が適用している
担保や保証の種類として、担保では預金、有価証券、不動産等があり、
中でも不動産担保が大半を占めています。保証については、信用保証
協会による保証が主となっています。担保・保証の評価や管理等の手
続については、当行が定める｢担保基準書｣等の行内規程に基づいて、
適切な取扱いを行っております。特に不動産担保については、厳正な
担保評価を行うべく、｢融資事務取扱要領｣に詳細な規定を定めており
ます。また、同一業種へ信用リスクが偏ることのないよう業種別与信
残高の管理を行っております。 

　当行は自己資本比率算出における信用リスク削減方法として｢簡
便法｣を用いており、告示の要件を満たす適格担保及び貸出金と



（注)カレント・エクスポージャー方式とは、デリバティブ取引の信用リスク計測
手段の1つで、取引を時価評価することによって再構築コストを算出し、こ
れに契約期間中に生じるであろう同コストの増加見込み額（ポテンシャル・
エクスポージャー）を付加して算出する方法です。 

（注)「基礎的手法」とは、自己資本比率算出において、オペレーショナル・
リスク相当額を算出するための一手法であり、1年間の粗利益の
15%の直近3年間の平均値をオペレーショナル・リスク相当額とす
るものです。 

（注1）BPV…金利が1ベーシス・ポイント変化したときの商品の現在価値
の変化額であり、商品の金利感応度を示す。1ベーシス・ポイント（bp)
は0.01%。当行では100BPVにより管理しております。 

（注2）ギャップ分析…資産負債の残高を将来の金利改定期ごとに集計して、
そのギャップを分析する手法。 

（注3）当行では、信頼水準99%、保有期間120日として計測しております。 
（注4）金利リスク量算定にあたり、預金や貸出金の期限前解約・返済は考

慮しておりません。 
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相殺を信用リスク削減手法として適用し、リスク・アセットを削減し
ております。適格担保の内容としては自行預金及び上場株式などが主
なものです。貸出金と自行預金の相殺にあたっては、債務者の担保登
録のない定期預金を対象としております。 

6. 派生商品取引の取引相手のリスクに関するリスク管理方針及び手続の概要
　当行における派生商品取引としては、スワップ関連取引、外国為替
先物予約取引等があります。派生商品取引における取引相手の信用リ
スクについては、取引相手毎にカレント・エクスポージャー方式（注）

により算出した信用リスク額を算出し、与信判断及びリスク管理を行
うとともに経営陣へ報告しております。また、当行では、派生商品取
引先については、オフバランス取引の信用リスク額と、貸出等のオン
バランス取引の与信額を合計した総与信額にて管理を行っております。 
　なお、当行では、派生商品取引に係る担保による保全や引当の算定
は行っておりません。 
　また、一部の派生商品取引では、当行の信用力が低下した場合に、
追加的な担保提供が必要となることがありますが、当行は担保として
提供可能な資産を充分保有しております。 
 
 
 

7. 証券化エクスポージャーに関する事項
（1）証券化エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要 

　当行はオリジネーターとして平成16年3月期に住宅ローン債
権を証券化しており、劣後受益権部分を保有するとともに、原債
権のサービサーとして関与しております。当行は、保有資産を証
券化することにより、ROAの向上や、金利リスクの低減を図っ
ております。 
　また、当行は投資家として、当行以外のオリジネーターによる
証券化商品を購入しております。 
　当行が保有する証券化エクスポージャーの状況に関しましては、
裏付資産の状況、金利動向、適格格付機関による格付情報等につ
いて、担当部がモニタリングを行い、その状況を経営陣へ報告し
ております。 

（2）証券化エクスポージャーの信用リスク・アセット額算出に使用する方式 
　当行では、「標準的手法」により証券化エクスポージャーの信
用リスク・アセット額を算出しております。 
　また、当行は、金融庁告示第19号附則第15条の証券化エクス
ポージャーに関する経過措置を適用しており、保有証券化エクス
ポージャーの信用リスク・アセットについては、原資産に平成5
年大蔵省告示第55号と平成18年金融庁告示第19号とを適用し
た場合の信用リスク・アセット額のうち、いずれか大きい額を上
限として、計上しております。 

（3）オリジネーターとして関与する証券化取引の会計方針 
　当行がオリジネーターとして関与する証券化取引の会計上の処
理につきましては、金融資産の契約上の権利に対する支配が他に
移転したことにより金融資産の消滅を認識する売却処理を採用し
ております。また、当行がアレンジャーに優先受益権を売却した
時点で、証券化取引に係る資産の売却を認識しております。 

（4）証券化エクスポージャーのリスク・ウェイト判定に使用する適格
格付機関の名称 
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定には、適格
格付機関である株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ)及び株式会社
格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ)の格付を使用しております。なお、
証券化エクスポージャーの種類に応じた適格格付機関の使い分け
は行っておりません。 

8. オペレーショナル・リスクに関する事項
（1）オペレーショナル・リスク管理の方針及び手続の概要 

　オペレーショナル・リスクとは、内部プロセス・人・システム
が不適切であること、若しくは機能しないこと、又は外生的事象
が生起することから生じる損失にかかるリスクをいいます。 
　当行では、オペレーショナル・リスクの対象を事務リスクとシ
ステムリスクに大別し管理しております。オペレーショナル・リ
スクは業務運営を行っていく上で可能な限り回避すべきリスクで
あり、適切に管理するための組織体制及び仕組みを整備し、リス
ク顕現化の未然防止及び影響極小化に努めております。 
　オペレーショナル・リスクの管理にあたっては、オペレーショ
ナル・リスク管理委員会を設置し、オペレーショナル・リスク管
理委員会規程を制定した上で、オペレーショナル・リスク全体の
管理・把握を行っております。現在、オペレーショナル・リスク
の総合的な管理態勢の更なる整備に向けて、具体的な方策等の検

討を進めております。また、オペレーショナル・リスク管理委員
会での管理状況については、リスク管理委員会を通じて定期的に
経営陣へ報告しております。 

（2）オペレーショナル・リスク相当額算出に使用する手法 
　当行では、自己資本比率算出上のオペレーショナル・リスク相
当額の算出にあたっては、「基礎的手法」（注）を採用しております。 

9. 出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理につきまし
ては、リスク管理部門において、定期的にリスクを評価し、その状況
について経営陣へ報告を行っております。 
　株式等の価格変動リスクは、信頼水準99％、保有期間120日のバ
リュー・アット・リスク（ＶａＲ）（注）により計測を行い、自己資本や
市場環境を勘案しながら、予め定められた市場リスク全体のＶａＲに
よるリスク限度額の遵守状況をモニタリングしております。 
　株式の評価は、子会社株式については移動平均法による原価法、そ
の他の有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格に
基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定)、時価の
ないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行
っております。なお、その他の有価証券の評価差額については全部純
資産直入法により処理しております。 
　株式等について、会計方針等を変更した場合は、財務諸表等の用語、
様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）第8条
の3に基づき、変更の理由や影響額について財務諸表の注記に記載し
ております。 
（注)VaR…一定の確率の下の予想最大損失額。 

10. 銀行勘定における金利リスクに関する事項
（1）銀行勘定における金利リスクのリスク管理の方針及び手続の概要 

　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変
動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、当行においては
双方ともに定期的な評価･計測を行い、適宜必要な対応を講じる
態勢としております。 
　具体的には、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の
金利リスクの計測や、金利更改を勘案した期間収益シミュレーシ
ョンによる収益への影響度、さらには新商品等の導入による影響
など、ＡＬＭ管理システムや市場リスク管理システムにより定期
的に計測を行い、ＡＬＭ委員会及びリスク管理委員会で協議検討
するとともに、必要に応じて経営陣へ報告を行うなど、資産・負
債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めております。 
　また、市場取引の多様化・複雑化や時価会計に適切に対応する
とともに、新しい自己資本比率規制（バーゼルⅡ)におけるアウ
トライヤー基準とされる金利リスクの限度管理に対処するため、
銀行勘定全体について自己資本に見合った金利リスクの管理を行
い、将来の金利変動に対するリスク管理を行っております。 

（2）銀行勘定における金利リスクの算定手法の概要 
　当行では、銀行勘定（資産・負債勘定のうち、貸出金、預金、有
価証券など）における金利リスクを算定するにあたり、計量可能
なリスクについては、ベーシス・ポイント・バリュー法（BPV）（注1）、
ギャップ分析（注2）、バリュー・アット・リスク（VaR）（注3）などの
計測手法を用いて、月次で計量しております（注4）。また、バック
テスティングにより、計量結果の検証を行っております。 
　その他、ストレス・テストやシミュレーションを行い、金利が
大きく変動した場合等に想定しうる金利リスク量や損失額等の把
握を行っております。 
　また、新しい自己資本比率規制における金利リスクの限度管理
においては、保有期間1年、最低5年の観測される金利変動の1
パーセンタイル値と99パーセンタイル値による金利ショックに
よって計算される経済価値の低下額として管理しております（注4）。
なお、要求払預金のうち、①過去5年の最低残高、②過去5年の
最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、③現残高の50％
相当額、のうち最小の額をコア預金とし、毎月一定額ずつ満期を
迎え、最長5年、平均金利満期2.5年の定期預金とみなして金利
リスク量を計算しております。 
 



（単位：百万円） 

（注）所要自己資本額＝リスク・アセット×4％ 

平成18年3月末

リスク・
アセット

所要自己
資本額

リスク・
アセット

所要自己
資本額

リスク・
アセット

所要自己
資本額

リスク・
アセット

所要自己
資本額

平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末
項　　　　　　目

連　　　結 単　　　体

現金 

我が国の中央政府及び中央銀行向け 

外国の中央政府及び中央銀行向け 

国際決済銀行等向け 

我が国の地方公共団体向け 

外国の中央政府等以外の公共部門向け 

国際開発銀行向け 

我が国の政府関係機関向け 

地方三公社向け 

金融機関及び証券会社向け 

法人等向け 

中小企業等向け及び個人向け 

抵当権付住宅ローン 

不動産取得等事業向け 

三月以上延滞等 

取立未済手形 

信用保証協会等による保証付 

株式会社産業再生機構による保証付 

出資等 

上記以外 

証券化（オリジネーターの場合） 

証券化（オリジネーター以外の場合） 

複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド） 
のうち、個々の資産の把握が困難な資産 

資産（オン・バランス）計 

【オフ・バランス取引等項目】

任意の時期に無条件で取消可能又は 
自動的に取消可能なコミットメント  

原契約期間が1年以下のコミットメント 

短期の貿易関連偶発債務 

特定の取引に係る偶発債務 

ＮＩＦ又はＲＵＦ 

原契約期間が1年超のコミットメント 

内部格付手法におけるコミットメント 

信用供与に直接的に代替する偶発債務 

買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除後） 

先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 

有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供 
又は有価証券の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 

派生商品取引 

長期決済期間取引 

未決済取引 

証券化エクスポージャーに係る適格流動性補完 
及び適格なサービサー・キャッシュ・アドバンス 

上記以外のオフ・バランスの証券化エクスポージャー 

オフ・バランス取引等　計 

　　　　　　　合　計 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 
 

―― 

 

―― 
 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 
 

―― 

 

―― 
 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 
 

―― 

 

―― 
 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 
 

―― 

 

―― 
 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

1,069 

771 

20,876 

89,442 

88,291 

21,423 

31,882 

4,408 

67 

4,969 

― 

16,514 

19,449 

 12,717 

400 

964 
 

313,249 

 

― 
 

82 

― 

― 

― 

229 

― 

3,566 

― 

― 

725
 

 

84 

― 

― 

―
 

 

― 

4,688 

317,938

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

42 

30 

835 

3,577 

3,531 

856 

1,275 

176 

2 

198 

― 

660 

777 

508 

16 

38 
 

12,529 

 

―
 

 

3 

― 

― 

― 

9 

― 

142 

― 

― 

29 
 

3 

― 

― 

―
 

 

― 

187 

12,717

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

1,069 

771 

20,876 

89,442 

88,291 

21,423 

31,882 

4,134 

67 

4,969 

― 

16,514 

18,684 

 12,717 

400 

964
 

 

312,210 

 

―
 

 

82 

― 

― 

― 

229 

― 

3,505 

― 

― 

725
 

 

84 

― 

― 

―
 

 

― 

4,626 

316,837

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

42 

30 

835 

3,577 

3,531 

856 

1,275 

165 

2 

198 

― 

660 

747 

508 

16 

38 
 

12,488 

 

―
 

 

3 

― 

― 

― 

9 

― 

140 

― 

― 

29
 

 

3 

― 

― 

―
 

 

― 

185 

12,673

【資産（オン・バランス）項目】
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1. 自己資本の構成に関する事項
自己資本の構成及び金額については、｢資料編｣の｢自己資本比率の状況｣（連結42ページ、単体62ページ）に記載しております。

2. 自己資本の充実度に関する事項
（1）信用リスクに対する所要自己資本の額 

 

【定量的な開示事項】



（単位：百万円） 

平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末

所要自己資本額 所要自己資本額 所要自己資本額 所要自己資本額

連　　　結
項　　　　　　目

単　　　体

信用リスク（標準的手法）  

オペレーショナル・リスク（基礎的手法） 

                    合　計 

―― 

―― 

―― 

12,717 

1,082 

13,799

12,673 

1,034 

13,708

―― 

―― 

―― 

（注）1.オフ・バランス取引はデリバティブ取引を除く。 
2.「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3か月以上延滞しているエクスポージャー、又は引当金勘案前でリ
スク・ウェイトが150%以上であるエクスポージャー。 

国内計 

国外計 

　地域別合計 

製造業 

農業 

林業 

漁業 

鉱業 

建設業 

電気･ガス･熱供給 
水道業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

各種サービス業 

国・地方公共団体 

個人 

その他 

    業種別合計 

1年以下 

1年超3年以下 

3年超5年以下 

5年超7年以下 

7年超10年以下 

10年超 

期間の定めの 
ないもの 

 残存期間別合計 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 
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―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

 

平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末

債　券

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高

デリバティブ取引

三月以上延滞
エクスポージャー
の期末残高

〈連結〉 （単位：百万円） 

454,444 

─ 

454,444 

28,875 

1,555 

215 

1,169 

907 

40,902 

432 
 

1,914 

9,275 

29,890 

32,504 

45,110 

59,314 

39,864 

151,042 

11,471 

454,444 

77,673 

30,917 

49,033 

33,911 

71,410 

175,206 

16,290 
 

454,444

654,623 

14,270 

668,894 

33,814 

1,555 

215 

1,169 

927 

40,932 

1,398 
 

2,497 

9,756 

31,267 

143,137 

45,296 

59,367 

93,729 

151,042 

52,786 

668,894 

86,404 

46,377 

66,382 

42,223 

91,614 

207,902 

127,991 
 

668,894

319 

─ 

319 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 
 

─ 

─ 

─ 

280 

─ 

─ 

─ 

─ 

38 

319 

38 

─ 

95 

185 

─ 

─ 

─ 
 

319

6,427 

─ 

6,427 

269 

─ 

─ 

─ 

─ 

209 

─ 
 

─ 

─ 

269 

9 

2,483 

2,179 

─ 

1,007 

─ 

6,427

92,239 

14,270 

106,510 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 
 

─ 

─ 

─ 

51,751 

─ 

─ 

53,859 

─ 

899 

106,510 

8,692 

15,258 

17,252 

8,030 

20,051 

32,695 

4,529 
 

106,510

（注2） 

（注1） 

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引

主な種類別内訳
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（2）総所要自己資本の額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 信用リスクに関する事項
（1）信用リスクに関するエクスポージャー及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高 

 



平成17年度

平成18年度

平成17年度

平成18年度

平成17年度

平成18年度

平成17年度

平成18年度

期首残高 当期増減額 期末残高

一般貸倒 
引当金 

個別貸倒 
引当金 

特定海外債権 
引当金勘定 

 合　計 

4,749 

4,015 

12,633 

8,765 

――    

――    

17,383 

12,781

△733 

△1,422 

△3,868 

△2,143 

――    

――    

△4,602 

△3,566

4,015 

2,593 

8,765 

6,621 

――    

――    

12,781 

9,214

〈連結〉 （単位：百万円） 

平成17年度

平成18年度

平成17年度

平成18年度

平成17年度

平成18年度

平成17年度

平成18年度

期首残高 当期増減額 期末残高

一般貸倒 
引当金 

個別貸倒 
引当金 

特定海外債権 
引当金勘定 

 合　計 

4,628 

3,830 

11,916 

7,981 

――    

――    

16,545 

11,812

△798 

△1,463 

△3,935 

△2,184 

――    

――    

△4,733 

△3,648

3,830 

2,366 

7,981 

5,796 

――    

――    

11,812 

8,163

〈単体〉 （単位：百万円） 

（注）1.オフ・バランス取引はデリバティブ取引を除く。 
2.「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3か月以上延滞しているエクスポージャー、又は引当金勘案前でリ
スク・ウェイトが150%以上であるエクスポージャー。 

国内計 

国外計 

　地域別合計 

製造業 

農業 

林業 

漁業 

鉱業 

建設業 

電気･ガス･熱供給 
水道業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

各種サービス業 

国・地方公共団体 

個人 

その他 

    業種別合計 

1年以下 

1年超3年以下 

3年超5年以下 

5年超7年以下 

7年超10年以下 

10年超 

期間の定めの 
ないもの 

 残存期間別合計 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 
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―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

――
 

 

―― 

 

652,788 

14,270 

667,059 

33,814 

1,555 

215 

1,169 

927 

40,874 

1,398
 

 

2,497 

9,756 

31,069 

145,045 

45,275 

61,311 

93,729 

148,720 

49,699 

667,059 

88,249 

45,424 

67,687 

42,177 

91,588 

207,901 

124,029
 

 

667,059

平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末

債　券

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高

主な種類別内訳

デリバティブ取引

三月以上延滞
エクスポージャー
の期末残高

〈単体〉 （単位：百万円） 

455,882 

─ 

455,882 

28,875 

1,555 

215 

1,169 

907 

40,843 

432
 

 

1,914 

9,275 

29,877 

34,412 

45,088 

61,258 

39,864 

148,720 

11,471 

455,882 

79,518 

29,965 

50,339 

33,866 

71,385 

175,206 

15,600
 

 

455,882

92,239 

14,270 

106,510 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 
 

─ 

─ 

─ 

51,751 

─ 

─ 

53,859 

─ 

899 

106,510 

8,692 

15,258 

17,252 

8,030 

20,051 

32,695 

4,529
 

 

106,510

319 

─ 

319 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 
 

─ 

─ 

─ 

280 

─ 

─ 

─ 

─ 

38 

319 

38 

─ 

95 

185 

─ 

─ 

─
 

 

319

5,661 

─ 

5,661 

269 

─ 

─ 

─ 

─ 

150 

―
 

 

― 

― 

256 

9 

2,462 

2,006 

― 

506 

― 

5,661

（注2） 

（注1） 

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引
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（2）一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中の増減額 



国内計 

国外計 

         地域別合計 

製造業 

農業 

林業 

漁業 

鉱業 

建設業 

電気･ガス･熱供給･水道業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

各種サービス業 

国・地方公共団体 

個人 

その他 

         業種別合計 

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――     

8,765 

─ 

8,765 

209 

57 

─ 

444 

─ 

768 

─ 

─ 

14 

217 

59 

2,353 

3,288 

─ 

1,353 

─ 

8,765

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――     

△2,143 

─ 

△2,143 

△48 

△26 

0 

△5 

─ 

△260 

─ 

─ 

△14 

△22 

33 

△590 

△1,016 

─ 

△193 

0 

△2,143

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――     

6,621 

─ 

6,621 

160 

31 

0 

438 

─ 

508 

─ 

─ 

─ 

194 

92 

1,763 

2,271 

─ 

1,159 

0 

6,621

期首残高 当期増減額 期末残高
平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度

〈連結〉 （単位：百万円） 

国内計 

国外計 

         地域別合計 

製造業 

農業 

林業 

漁業 

鉱業 

建設業 

電気･ガス･熱供給･水道業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

各種サービス業 

国・地方公共団体 

個人 

その他 

         業種別合計 

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――     

7,981 

─ 

7,981 

209 

57 

― 

444 

― 

728 

― 

― 

14 

217 

59 

2,331 

3,218 

― 

701 

― 

7,981

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――     

△2,184 

─ 

△2,184 

△48 

△26 

0 

△5 

― 

△258 

― 

― 

△14 

△34 

33 

△589 

△1,077 

― 

△163 

0 

△2,184

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――      

――     

5,796 

─ 

5,796 

160 

31 

0 

438 

― 

469 

― 

― 

― 

182 

92 

1,742 

2,140 

― 

537 

0 

5,796

期首残高 当期増減額 期末残高
平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度

〈単体〉 （単位：百万円） 
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 （個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳） 



製造業 

農業 

林業 

漁業 

鉱業 

建設業 

電気･ガス･熱供給･水道業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

各種サービス業 

国・地方公共団体 

個人 

その他 

         業種別合計 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

 

0 

─ 

─ 

─ 

─ 

125 

─ 

─ 

─ 

25 

30 

0 

712 

─ 

119 

─ 

1,014

0 

─ 

─ 

─ 

─ 

125 

─ 

─ 

─ 

25 

30 

0 

712 

─ 

22 

─ 

916

連　結
 貸出金償却

単　体

平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度

（単位：百万円） 

信用リスク削減手法勘案後のエクスポージャーの額

連　結 単　体

平成18年3月末
格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用

平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末

0％ 

10％ 

 20％ 

35％ 

50％ 

75％ 

 100％ 

150％ 

350％ 

自己資本控除 

  合　計 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

3,256 

― 

47,872 

― 

10,235 

― 

5,172 

― 

― 

― 

66,536

162,751 

61,021 

14,987 

61,210 

2,121 

118,498 

161,195 

1,493 

― 

― 

583,278

3,256 

─ 

47,872 

─ 

10,235 

─ 

5,172 

─ 

─ 

─ 

66,536

162,751 

61,021 

14,987 

61,210 

2,121 

118,498 

162,022 

1,675 

─ 

─ 

584,288

（単位：百万円） 

適格金融資産担保が適用されたエクスポージャー 

保証又はクレジット・デリバティブが適用されたエクスポージャー 

―― 

―― 

―― 

―― 

5,735 

― 

5,735 

― 

平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末
連　　結 単　　体

（単位：百万円） 

（注）カレント・エクスポージャー方式とは、デリバティブ取引の信用リスク計測手段の1つで、取引を時価評価することによって再構築コストを算出し、これに契
約期間中に生じるであろう同コストの増加見込み額（ポテンシャル・エクスポージャー）を付加して算出する方法です。 

1.｢格付適用｣とは、リスク・ウェイト算定にあたり、格付を適用しているエクスポージャーであり、｢格付不適用｣とは、格付を適用していないエクスポージャ
ー。なお、格付は適格格付機関が付与しているものに限る。 
2.｢格付適用｣エクスポージャーには、原債務者の格付を適用しているエクスポージャーや、ソブリン格付に準拠したリスク・ウェイトを適用しているエクスポ
ージャーが含まれる。 

（注） 

リスク・ウェイト区分
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（3）業種別の貸出金償却の額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（4）リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高及び資本控除した額 

4. 信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額
 
 
 
 
 
 
 
5. 派生商品取引の取引相手のリスクに関する事項 
（1）派生商品取引の与信相当額の算出に用いる方式 
　先渡取引、スワップ、オプションその他の派生商品取引の与信相当額はカレント・エクスポージャー方式（注）にて算出しております。 
 



グロス再構築コストの額 

与信相当額（担保による信用リスク削減効果勘案前） 

　派生商品取引 

　　外国為替関連取引 

　　金利関連取引 

　　株式関連取引 

　　その他取引 

　クレジット・デリバティブ 

与信相当額（担保による信用リスク削減効果勘案後） 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

0 

319 

318 

10 

280 

27 

─ 

1 

319

連　結 単　体

平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末

（単位：百万円） 

クレジット・デリバティブ 

 合　計 

―― 

―― 

―― 

―― 

― 

― 

プロテクション購入 プロテクション提供

平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末

（単位：百万円） 

21 

21

クレジット・デリバティブ 

 合　計 

―― 

―― 

―― 

―― 

― 

― 

プロテクション購入 プロテクション提供

平成18年3月末 平成19年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末

（単位：百万円） 

21 

21

住宅ローン債権 

 合　計 

―― 

―― 

―― 

―― 

― 

― 

平成18年3月末 平成19年3月末

資産譲渡型証券化取引に
係る原資産の額

合成型証券化取引に
係る原資産の額

資産譲渡型証券化取引に
係る原資産の額

合成型証券化取引に
係る原資産の額

（単位：百万円） 

19,139 

19,139

住宅ローン債権 

 合　計 

―― 

―― 

―― 

―― 

4 

4

平成18年3月末 平成19年3月末

三月以上延滞
エクスポージャー

当期損失 三月以上延滞
エクスポージャー

当期損失

（単位：百万円） 

29 

29

住宅ローン債権 

 合　計 

―― 

―― 

6,048 

6,048

平成18年3月末 平成19年3月末

（単位：百万円） 

住宅ローン債権 

 合　計 

―― 

―― 

1,113 

1,113

平成18年3月末 平成19年3月末

（単位：百万円） 

0 

319 

318 

10 

280 

27 

─ 

1 

319
（注）1.原契約期間が14日以内の外為関連取引の与信相当額は除く。 

2.与信相当額（担保による信用リスク削減効果勘案前）は、再構築コスト及びグロスのアドオン額（想定元本に金融庁告示第19号第79条に定める掛け目を乗
じた額）の合計額。 

〈連結〉 〈単体〉
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（2）派生商品取引のグロス再構築コストの額及び与信相当額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（3）信用リスク削減手法に用いた担保の種類及び額 
　 該当ありません。 
（4）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額 
 
 
 
 
 
 
 
（5）信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額 
　該当ありません。 

6. 証券化エクスポージャーに関する事項 
（1）銀行がオリジネーターである証券化エクスポージャーに関する事項 
　※連結グループの計数も同様であります。 

①原資産の合計額、資産譲渡型証券化取引に係る原資産及び合成型証券化取引に係る原資産の額並びにこれらの主な原資産の種類別の内訳 
 
 
 
 
 
 
 

②原資産を構成する証券化エクスポージャーのうち三月以上延滞エクスポージャーの額及び当期損失額 
 
 
 
 
 
 
 

③保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳 
 
 
 
 
 
④保有する証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額 
　銀行がオリジネーターである証券化エクスポージャーのうち、銀行が保有する証券化エクスポージャーについては、自己資本比率告示附則第15条（証
券化エクスポージャーに関する経過措置）を適用しておりますので、後記⑩｢自己資本比率告示附則第15条の適用により信用リスク・アセットを算出
している証券化エクスポージャーの原資産、リスク・アセット及び所要自己資本の額｣に記載しております。 

⑤証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額及び主な原資産の種類別の内訳 



住宅ローン債権 
 合　計 

―― 
―― 

400 
400

平成18年3月末 平成19年3月末

（単位：百万円） 

 

上場している出資等又は株式等エクスポージャー    
上記に該当しない出資等又は株式等エクスポージャー 
                              合　計 

15,196 
1,706 
17,623

18,663 
1,593 
20,256

18,663 
 
 

15,196 
 

平成18年3月末 平成19年3月末
貸借対照表計上額 時　価 貸借対照表計上額 時　価

（単位：百万円） 〈単体〉

上場している出資等又は株式等エクスポージャー    
上記に該当しない出資等又は株式等エクスポージャー 
                              合　計 

16,123 
1,211 
17,334

16,123 
 
 

平成18年3月末 平成19年3月末
貸借対照表計上額 時　価 貸借対照表計上額 時　価

（単位：百万円） 〈連結〉

18,848 
1,098 
19,946

18,848 
 

平成18年3月末
原資産 リスク・アセット 所要自己資本 原資産 リスク・アセット 所要自己資本

平成19年3月末

20％ 
35％ 
50％ 
75％ 
100％ 
      合　計 

―― 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

―― 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

―― 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

― 
― 

256 
― 

251 
508

― 
― 

6,421 
― 

6,296 
12,717

― 
― 

12,842 
― 

6,296 
19,139

（単位：百万円） 

リスク・ウェイト区分

平成18年3月末
原資産に劣後比率を乗じた額 リスク・アセット 所要自己資本 原資産に劣後比率を乗じた額 リスク・アセット 所要自己資本

平成19年3月末

20％ 
35％ 
50％ 
75％ 
100％ 
      合　計 

―― 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

―― 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

―― 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

― 
― 
― 
― 
16 
16

― 
― 
― 
― 

400 
400

― 
― 
― 
― 

400 
400

（単位：百万円） 

リスク・ウェイト区分

（注）劣後比率＝「保有する証券化エクスポージャーの額」÷（「保有する証券化エクスポージャーの額」＋「保有する証券化エクスポージャーに劣後する証券化エ
クスポージャーの総額」） 
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⑥自己資本比率告示第247条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポージャー 
　該当ありません。 
⑦早期償還条項付の証券化エクスポージャー 
　該当ありません。 
⑧当期に証券化を行ったエクスポージャー 
　該当ありません。 
⑨証券化取引に伴い当期中に認識した売却損益の額 
　該当ありません。 
⑩自己資本比率告示附則第15条の適用により信用リスク・アセットを算出している証券化エクスポージャーの原資産、リスク・アセット及び所要自己資本の額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（2）銀行が投資家である証券化エクスポージャーに関する事項 
　※連結グループの計数も同様であります。 

①投資家として保有する証券化エクスポージャーの額 
 
 
 
 
 
②投資家として保有する証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトごとの残高及び所要自己資本の額 
　銀行が投資家である証券化エクスポージャーのうち、銀行が保有する証券化エクスポージャーについては、自己資本比率告示附則第15条（証券化エ
クスポージャーに関する経過措置）を適用しておりますので、後記④「自己資本比率告示附則第15条の適用により信用リスク・アセットを算出してい
る証券化エクスポージャーの原資産、リスク・アセット及び所要自己資本の額」に記載しております。 
③投資家として保有する証券化エクスポージャーのうち、告示第247条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポージャー 
　該当ありません。 
④自己資本比率告示附則第15条の適用により信用リスク・アセットを算出している証券化エクスポージャーの原資産、リスク・アセット及び所要自己資本の額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7. 銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項 
（1）銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価 



売却損益額 

償却額 

592 

295

200 

217

平成17年度 平成18年度

（単位：百万円） 〈単体〉

売却損益額 

償却額 

630 

39

200 

217

平成17年度 平成18年度

（単位：百万円） 〈連結〉

5,457 

― 

4,650 

― 

平成18年3月末 平成19年3月末

（単位：百万円） 〈連結〉

貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額 

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額 

5,285 

― 

4,498 

― 

平成18年3月末 平成19年3月末

（単位：百万円） 〈単体〉

貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額 

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額 

―― 

―― 

6,100 

4,110

平成18年3月末 平成19年3月末

（単位：百万円） 

金利ショックに対する経済価値の増減額（100BPV） 

VaR（信頼区間99％、保有期間120日、観測期間1年） 

　貸出金 

　有価証券 

　市場性運用 

　その他 

　運用勘定合計 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

6,847 

3,338 

343 

0 

10,530

金利リスク量

運用勘定

平成18年3月末 平成19年3月末
区　　分

　定期性預金 

　要求払預金 

　市場性調達 

　その他 

　調達勘定合計 

金融派生商品（金利受取サイド） 

金融派生商品（金利支払サイド） 

銀行勘定の金利リスク 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

4,536 

2,486 

0 

94 

7,116 

1,563 

38 

4,937

金利リスク量

調達勘定

平成18年3月末 平成19年3月末
区　　分

（単位：百万円） 

（注）1．新しい自己資本比率規制における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、銀行勘定において市場金利に影響を受けるもの(例えば、貸出金、
有価証券、預金等)が、一定のルールにおける金利ショックにより発生する経済価値の変動額（リスク量）を見るものです。当行では、金利ショックを保
有期間1年、過去5年の観測される金利変動の1パーセンタイル値と99パーセンタイル値による金利ショックとして捉え、その金利ショック下における銀
行勘定の金利リスクを算出しております。 

2．預金者の要求によって払出される要求払預金のうち、明確な金利改定期間がなく、長期間引き出されずに金融機関に滞留する預金をコア預金と定義してお
ります。当行では、要求払預金のうち、①過去5年の最低残高、②過去5年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、③現残高の50％相当額、のう
ち最小の額をコア預金とし、毎月一定額ずつ満期を迎え、最長5年、平均金利満期2.5年の定期預金とみなして金利リスク量を計算しております。 

3．新しい自己資本比率規制における金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺し、金融派生商品の金利リスク量を考慮して算
定しています。 

4．バーゼルⅡ(新しい自己資本比率規制)第2の柱におけるアウトライヤー比率は、15.976％です。 
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（2） 銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
 

 

（3） 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額、貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額 

8. 銀行勘定における金利リスクに関して銀行が内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減
 
 
 
 
 

新しい自己資本比率規制における金利リスク 
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